
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００３ 項　　目　　名 地域総合整備資金貸付金

主要な施策 地域総合整備資金貸付金 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８３（健００３）

【事業の概要】
・第９次鳥取市総合計画において、夜間・休日の救急医療体制の確保に努めていることか
ら、この計画により本事業について支援することとしている。
・本件整備により、救急医療、急性期医療、高度医療の医療体制の充実につながるととも
に、雇用の増が図られるほか、中心市街地の経済的、社会的な地域振興効果も見込まれる
ため、法人施設整備費の財源として当資金を貸し付け、運営を支援する。

【事業の成果】
 鳥取赤十字病院が整備を計画している建替え病棟の施設整備事業費の一部として貸付を
行った。
　　貸付の概要
　　①貸付金の額　６００，０００千円
　　②貸付内容等　地方債を原資として事業者へ無利子融資／元利均等（１４年償還）
　
【今後の課題・方向性】
　単年度の貸付事業のため、平成２７年度のみの実施となる。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 600,000 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 600,000 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 600,000 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 600,000 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 600,000 その他 0 

（参考） 評価
結果

単年度の貸付事業のため、平成２７年度のみの実施となる。
前年度決算額 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００４ 項　　目　　名 看護職員実習指導者養成支援事業費

主要な施策 看護職員実習指導者養成支援事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８３（健００４）

【事業の概要】
・鳥取市では市民の健康を守る上でも現在及び将来にわたっての看護師不足解消のため、
新たな看護師養成所の誘致に取り組み、平成２７年４月１日、鳥取市医療看護専門学校が
開校した。
・実習指導者養成講習会の受講支援をすることにより、看護師養成所の新設への課題の一
つである実習病院の不足解消につなげる。
  （内容）
  ・県等が主催する看護職員実習指導者養成講習会に職員を受講させる医療機関に
　　受講者の受講期間（約２か月）の基本給の一部を補助する。
　・受講者１人につき１５万円を上限とする。
　・鳥取市単独の補助事業。

【事業の成果】
　平成２５年度実績　　　補助対象者数　２０人
　　　　　　　　　　　　補助金額　　　４，３４２，０００円
　平成２６年度実績　　　補助対象者数　２６人
　　　　　　　　　　　　補助金額　　　２，３６４，０００円
　平成２７年度実績　　　補助対象者数　１９人
　　　　　　　　　　　　補助金額　　　２，４５０，０００円

【今後の課題・方向性】
　臨地実習の受け入れ体制の整備に向け、引き続き事業を継続する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 3,600 

補正予算額 △ 247 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,353 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 2,450 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,450 諸収入 0 

計 2,450 その他 0 

（参考） 評価
結果

看護師等養成所の臨地実習を行う医療機関等の看護職員実習指導者の確保を図り、臨地実習の受け入れ体制の整備に向け、引き続き
事業は継続する。前年度決算額 2,364 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００３ 項　　目　　名 地域総合整備資金貸付金

主要な施策 地域総合整備資金貸付金 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８３（健００３）

【事業の概要】
・第９次鳥取市総合計画において、夜間・休日の救急医療体制の確保に努めていることか
ら、この計画により本事業について支援することとしている。
・本件整備により、救急医療、急性期医療、高度医療の医療体制の充実につながるととも
に、雇用の増が図られるほか、中心市街地の経済的、社会的な地域振興効果も見込まれる
ため、法人施設整備費の財源として当資金を貸し付け、運営を支援する。

【事業の成果】
 鳥取赤十字病院が整備を計画している建替え病棟の施設整備事業費の一部として貸付を
行った。
　　貸付の概要
　　①貸付金の額　６００，０００千円
　　②貸付内容等　地方債を原資として事業者へ無利子融資／元利均等（１４年償還）
　
【今後の課題・方向性】
　単年度の貸付事業のため、平成２７年度のみの実施となる。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 600,000 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 600,000 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 600,000 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 600,000 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 600,000 その他 0 

（参考） 評価
結果

単年度の貸付事業のため、平成２７年度のみの実施となる。
前年度決算額 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００４ 項　　目　　名 看護職員実習指導者養成支援事業費

主要な施策 看護職員実習指導者養成支援事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８３（健００４）

【事業の概要】
・鳥取市では市民の健康を守る上でも現在及び将来にわたっての看護師不足解消のため、
新たな看護師養成所の誘致に取り組み、平成２７年４月１日、鳥取市医療看護専門学校が
開校した。
・実習指導者養成講習会の受講支援をすることにより、看護師養成所の新設への課題の一
つである実習病院の不足解消につなげる。
  （内容）
  ・県等が主催する看護職員実習指導者養成講習会に職員を受講させる医療機関に
　　受講者の受講期間（約２か月）の基本給の一部を補助する。
　・受講者１人につき１５万円を上限とする。
　・鳥取市単独の補助事業。

【事業の成果】
　平成２５年度実績　　　補助対象者数　２０人
　　　　　　　　　　　　補助金額　　　４，３４２，０００円
　平成２６年度実績　　　補助対象者数　２６人
　　　　　　　　　　　　補助金額　　　２，３６４，０００円
　平成２７年度実績　　　補助対象者数　１９人
　　　　　　　　　　　　補助金額　　　２，４５０，０００円

【今後の課題・方向性】
　臨地実習の受け入れ体制の整備に向け、引き続き事業を継続する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 3,600 

補正予算額 △ 247 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,353 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 2,450 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,450 諸収入 0 

計 2,450 その他 0 

（参考） 評価
結果

看護師等養成所の臨地実習を行う医療機関等の看護職員実習指導者の確保を図り、臨地実習の受け入れ体制の整備に向け、引き続き
事業は継続する。前年度決算額 2,364 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００１ 項　　目　　名 夜間休日急患診療所運営委託費等

主要な施策 夜間休日急患診療所運営委託費等 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８２（健００１）

【事業の概要】
・小児科診療についても平成２５年度より全日急患診療所での対応となった。
・日々、夜間及び日曜、祝日等の休日に、急な診察を必要とする患者が診察を受けられる
　よう、急患診療所の運営を鳥取県東部医師会へ委託し、住民サービスの向上を図る。ま
　た１次救急患者の受入れ促進を図り、２次および３次救急体制の負担軽減を図る。
（内容）
　夜間、休日等における急患診療体制を整備する。
　・委託先：鳥取県東部医師会
　・診療科目：内科、小児科
　・診察時間：　　<内科・小児科>
　　　　　　　夜間･･･通年（３６５日）　午後７時から午後１０時まで
　　　　　　　休日･･･日曜日及び祝日並びに１２月３０日から翌年の１月３日
　　　　　　　　　 午前９時から午後５時まで
  ・実施場所：鳥取県東部医師会急患診療所　（鳥取市富安１丁目５８番地１）

【事業の成果】
　　平成２５年度　夜間　　９，４５７人　休日　７，０６１人
　　平成２６年度　夜間　　９，２５２人　休日　７，０２７人
　　平成２７年度　夜間　１０，０５７人　休日　７，４５９人

【今後の課題・方向性】
　市報、新聞等の広報活動もあり利用者が増加した。引き続き１次救急体制を整備し、さ
らなる周知を図っていく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 39,039 

補正予算額 2 

予算流・充用額 0 

最終予算額 39,041 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 39,039 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 39,039 諸収入 0 

計 39,039 その他 0 

（参考） 評価
結果

引き続き事業継続し、夜間及び日曜・祝日等の１次救急診療体制の継続に努める。
前年度決算額 38,689 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００２ 項　　目　　名 休日急患歯科診療所運営費負担金

主要な施策 休日急患歯科診療所運営負担金 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８２（健００２）

【事業の概要】
・平成１９年度より県東部広域行政管理組合へ委託業務の事務移管が行われ、委託料等
　総額の按分による負担金を東部各市町より東部広域へ支出。
・按分率は利用実績８：人口２
・休日等の歯科診療を充実させ、市民サービスの向上に努める。
（内容）
　休日等において歯科診療が受けられる体制を整備する。
　・委託先　：鳥取県東部歯科医師会
　・診療日　：日曜日及び祝日等の休日、盆、１２月３０日から翌年の１月３日
　・診療時間：午前１０時から午後４時まで
　・診療場所：休日急患歯科診療所（歯科技工専門学校内：鳥取市富安２丁目８４番地）
　
【事業の成果】
　平成２５年度　　１，３８３，０００円（負担金（運営費））
　平成２６年度　　１，４２２，０００円（負担金（運営費））
　平成２７年度　　１，４２３，０００円（負担金（運営費））
（患者実績）
　平成２５年度　７６４人（鳥取市　６３９人、市外　１２５人）
　平成２６年度　８１６人（鳥取市　６７２人、市外　１４４人）
　平成２７年度　８１９人（鳥取市　６７０人、市外　１４９人）

【今後の課題・方向性】
　引き続き、体制の整備に努める。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 1,426 

補正予算額 △ 3 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,423 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,423 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,423 諸収入 0 

計 1,423 その他 0 

（参考） 評価
結果

東部広域で実施すべきと考え、負担は継続する。
前年度決算額 1,422 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００１ 項　　目　　名 夜間休日急患診療所運営委託費等

主要な施策 夜間休日急患診療所運営委託費等 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８２（健００１）

【事業の概要】
・小児科診療についても平成２５年度より全日急患診療所での対応となった。
・日々、夜間及び日曜、祝日等の休日に、急な診察を必要とする患者が診察を受けられる
　よう、急患診療所の運営を鳥取県東部医師会へ委託し、住民サービスの向上を図る。ま
　た１次救急患者の受入れ促進を図り、２次および３次救急体制の負担軽減を図る。
（内容）
　夜間、休日等における急患診療体制を整備する。
　・委託先：鳥取県東部医師会
　・診療科目：内科、小児科
　・診察時間：　　<内科・小児科>
　　　　　　　夜間･･･通年（３６５日）　午後７時から午後１０時まで
　　　　　　　休日･･･日曜日及び祝日並びに１２月３０日から翌年の１月３日
　　　　　　　　　 午前９時から午後５時まで
  ・実施場所：鳥取県東部医師会急患診療所　（鳥取市富安１丁目５８番地１）

【事業の成果】
　　平成２５年度　夜間　　９，４５７人　休日　７，０６１人
　　平成２６年度　夜間　　９，２５２人　休日　７，０２７人
　　平成２７年度　夜間　１０，０５７人　休日　７，４５９人

【今後の課題・方向性】
　市報、新聞等の広報活動もあり利用者が増加した。引き続き１次救急体制を整備し、さ
らなる周知を図っていく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 39,039 

補正予算額 2 

予算流・充用額 0 

最終予算額 39,041 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 39,039 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 39,039 諸収入 0 

計 39,039 その他 0 

（参考） 評価
結果

引き続き事業継続し、夜間及び日曜・祝日等の１次救急診療体制の継続に努める。
前年度決算額 38,689 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００２ 項　　目　　名 休日急患歯科診療所運営費負担金

主要な施策 休日急患歯科診療所運営負担金 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８２（健００２）

【事業の概要】
・平成１９年度より県東部広域行政管理組合へ委託業務の事務移管が行われ、委託料等
　総額の按分による負担金を東部各市町より東部広域へ支出。
・按分率は利用実績８：人口２
・休日等の歯科診療を充実させ、市民サービスの向上に努める。
（内容）
　休日等において歯科診療が受けられる体制を整備する。
　・委託先　：鳥取県東部歯科医師会
　・診療日　：日曜日及び祝日等の休日、盆、１２月３０日から翌年の１月３日
　・診療時間：午前１０時から午後４時まで
　・診療場所：休日急患歯科診療所（歯科技工専門学校内：鳥取市富安２丁目８４番地）
　
【事業の成果】
　平成２５年度　　１，３８３，０００円（負担金（運営費））
　平成２６年度　　１，４２２，０００円（負担金（運営費））
　平成２７年度　　１，４２３，０００円（負担金（運営費））
（患者実績）
　平成２５年度　７６４人（鳥取市　６３９人、市外　１２５人）
　平成２６年度　８１６人（鳥取市　６７２人、市外　１４４人）
　平成２７年度　８１９人（鳥取市　６７０人、市外　１４９人）

【今後の課題・方向性】
　引き続き、体制の整備に努める。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 1,426 

補正予算額 △ 3 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,423 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,423 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,423 諸収入 0 

計 1,423 その他 0 

（参考） 評価
結果

東部広域で実施すべきと考え、負担は継続する。
前年度決算額 1,422 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００３ 項　　目　　名 地域総合整備資金貸付金

主要な施策 地域総合整備資金貸付金 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８３（健００３）

【事業の概要】
・第９次鳥取市総合計画において、夜間・休日の救急医療体制の確保に努めていることか
ら、この計画により本事業について支援することとしている。
・本件整備により、救急医療、急性期医療、高度医療の医療体制の充実につながるととも
に、雇用の増が図られるほか、中心市街地の経済的、社会的な地域振興効果も見込まれる
ため、法人施設整備費の財源として当資金を貸し付け、運営を支援する。

【事業の成果】
 鳥取赤十字病院が整備を計画している建替え病棟の施設整備事業費の一部として貸付を
行った。
　　貸付の概要
　　①貸付金の額　６００，０００千円
　　②貸付内容等　地方債を原資として事業者へ無利子融資／元利均等（１４年償還）
　
【今後の課題・方向性】
　単年度の貸付事業のため、平成２７年度のみの実施となる。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 600,000 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 600,000 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 600,000 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 600,000 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 600,000 その他 0 

（参考） 評価
結果

単年度の貸付事業のため、平成２７年度のみの実施となる。
前年度決算額 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００４ 項　　目　　名 看護職員実習指導者養成支援事業費

主要な施策 看護職員実習指導者養成支援事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８３（健００４）

【事業の概要】
・鳥取市では市民の健康を守る上でも現在及び将来にわたっての看護師不足解消のため、
新たな看護師養成所の誘致に取り組み、平成２７年４月１日、鳥取市医療看護専門学校が
開校した。
・実習指導者養成講習会の受講支援をすることにより、看護師養成所の新設への課題の一
つである実習病院の不足解消につなげる。
  （内容）
  ・県等が主催する看護職員実習指導者養成講習会に職員を受講させる医療機関に
　　受講者の受講期間（約２か月）の基本給の一部を補助する。
　・受講者１人につき１５万円を上限とする。
　・鳥取市単独の補助事業。

【事業の成果】
　平成２５年度実績　　　補助対象者数　２０人
　　　　　　　　　　　　補助金額　　　４，３４２，０００円
　平成２６年度実績　　　補助対象者数　２６人
　　　　　　　　　　　　補助金額　　　２，３６４，０００円
　平成２７年度実績　　　補助対象者数　１９人
　　　　　　　　　　　　補助金額　　　２，４５０，０００円

【今後の課題・方向性】
　臨地実習の受け入れ体制の整備に向け、引き続き事業を継続する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 3,600 

補正予算額 △ 247 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,353 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 2,450 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,450 諸収入 0 

計 2,450 その他 0 

（参考） 評価
結果

看護師等養成所の臨地実習を行う医療機関等の看護職員実習指導者の確保を図り、臨地実習の受け入れ体制の整備に向け、引き続き
事業は継続する。前年度決算額 2,364 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００３ 項　　目　　名 地域総合整備資金貸付金

主要な施策 地域総合整備資金貸付金 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８３（健００３）

【事業の概要】
・第９次鳥取市総合計画において、夜間・休日の救急医療体制の確保に努めていることか
ら、この計画により本事業について支援することとしている。
・本件整備により、救急医療、急性期医療、高度医療の医療体制の充実につながるととも
に、雇用の増が図られるほか、中心市街地の経済的、社会的な地域振興効果も見込まれる
ため、法人施設整備費の財源として当資金を貸し付け、運営を支援する。

【事業の成果】
 鳥取赤十字病院が整備を計画している建替え病棟の施設整備事業費の一部として貸付を
行った。
　　貸付の概要
　　①貸付金の額　６００，０００千円
　　②貸付内容等　地方債を原資として事業者へ無利子融資／元利均等（１４年償還）
　
【今後の課題・方向性】
　単年度の貸付事業のため、平成２７年度のみの実施となる。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 600,000 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 600,000 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 600,000 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 600,000 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 600,000 その他 0 

（参考） 評価
結果

単年度の貸付事業のため、平成２７年度のみの実施となる。
前年度決算額 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００４ 項　　目　　名 看護職員実習指導者養成支援事業費

主要な施策 看護職員実習指導者養成支援事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８３（健００４）

【事業の概要】
・鳥取市では市民の健康を守る上でも現在及び将来にわたっての看護師不足解消のため、
新たな看護師養成所の誘致に取り組み、平成２７年４月１日、鳥取市医療看護専門学校が
開校した。
・実習指導者養成講習会の受講支援をすることにより、看護師養成所の新設への課題の一
つである実習病院の不足解消につなげる。
  （内容）
  ・県等が主催する看護職員実習指導者養成講習会に職員を受講させる医療機関に
　　受講者の受講期間（約２か月）の基本給の一部を補助する。
　・受講者１人につき１５万円を上限とする。
　・鳥取市単独の補助事業。

【事業の成果】
　平成２５年度実績　　　補助対象者数　２０人
　　　　　　　　　　　　補助金額　　　４，３４２，０００円
　平成２６年度実績　　　補助対象者数　２６人
　　　　　　　　　　　　補助金額　　　２，３６４，０００円
　平成２７年度実績　　　補助対象者数　１９人
　　　　　　　　　　　　補助金額　　　２，４５０，０００円

【今後の課題・方向性】
　臨地実習の受け入れ体制の整備に向け、引き続き事業を継続する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 3,600 

補正予算額 △ 247 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,353 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 2,450 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,450 諸収入 0 

計 2,450 その他 0 

（参考） 評価
結果

看護師等養成所の臨地実習を行う医療機関等の看護職員実習指導者の確保を図り、臨地実習の受け入れ体制の整備に向け、引き続き
事業は継続する。前年度決算額 2,364 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００１ 項　　目　　名 夜間休日急患診療所運営委託費等

主要な施策 夜間休日急患診療所運営委託費等 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８２（健００１）

【事業の概要】
・小児科診療についても平成２５年度より全日急患診療所での対応となった。
・日々、夜間及び日曜、祝日等の休日に、急な診察を必要とする患者が診察を受けられる
　よう、急患診療所の運営を鳥取県東部医師会へ委託し、住民サービスの向上を図る。ま
　た１次救急患者の受入れ促進を図り、２次および３次救急体制の負担軽減を図る。
（内容）
　夜間、休日等における急患診療体制を整備する。
　・委託先：鳥取県東部医師会
　・診療科目：内科、小児科
　・診察時間：　　<内科・小児科>
　　　　　　　夜間･･･通年（３６５日）　午後７時から午後１０時まで
　　　　　　　休日･･･日曜日及び祝日並びに１２月３０日から翌年の１月３日
　　　　　　　　　 午前９時から午後５時まで
  ・実施場所：鳥取県東部医師会急患診療所　（鳥取市富安１丁目５８番地１）

【事業の成果】
　　平成２５年度　夜間　　９，４５７人　休日　７，０６１人
　　平成２６年度　夜間　　９，２５２人　休日　７，０２７人
　　平成２７年度　夜間　１０，０５７人　休日　７，４５９人

【今後の課題・方向性】
　市報、新聞等の広報活動もあり利用者が増加した。引き続き１次救急体制を整備し、さ
らなる周知を図っていく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 39,039 

補正予算額 2 

予算流・充用額 0 

最終予算額 39,041 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 39,039 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 39,039 諸収入 0 

計 39,039 その他 0 

（参考） 評価
結果

引き続き事業継続し、夜間及び日曜・祝日等の１次救急診療体制の継続に努める。
前年度決算額 38,689 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００２ 項　　目　　名 休日急患歯科診療所運営費負担金

主要な施策 休日急患歯科診療所運営負担金 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８２（健００２）

【事業の概要】
・平成１９年度より県東部広域行政管理組合へ委託業務の事務移管が行われ、委託料等
　総額の按分による負担金を東部各市町より東部広域へ支出。
・按分率は利用実績８：人口２
・休日等の歯科診療を充実させ、市民サービスの向上に努める。
（内容）
　休日等において歯科診療が受けられる体制を整備する。
　・委託先　：鳥取県東部歯科医師会
　・診療日　：日曜日及び祝日等の休日、盆、１２月３０日から翌年の１月３日
　・診療時間：午前１０時から午後４時まで
　・診療場所：休日急患歯科診療所（歯科技工専門学校内：鳥取市富安２丁目８４番地）
　
【事業の成果】
　平成２５年度　　１，３８３，０００円（負担金（運営費））
　平成２６年度　　１，４２２，０００円（負担金（運営費））
　平成２７年度　　１，４２３，０００円（負担金（運営費））
（患者実績）
　平成２５年度　７６４人（鳥取市　６３９人、市外　１２５人）
　平成２６年度　８１６人（鳥取市　６７２人、市外　１４４人）
　平成２７年度　８１９人（鳥取市　６７０人、市外　１４９人）

【今後の課題・方向性】
　引き続き、体制の整備に努める。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 1,426 

補正予算額 △ 3 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,423 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,423 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,423 諸収入 0 

計 1,423 その他 0 

（参考） 評価
結果

東部広域で実施すべきと考え、負担は継続する。
前年度決算額 1,422 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００１ 項　　目　　名 夜間休日急患診療所運営委託費等

主要な施策 夜間休日急患診療所運営委託費等 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８２（健００１）

【事業の概要】
・小児科診療についても平成２５年度より全日急患診療所での対応となった。
・日々、夜間及び日曜、祝日等の休日に、急な診察を必要とする患者が診察を受けられる
　よう、急患診療所の運営を鳥取県東部医師会へ委託し、住民サービスの向上を図る。ま
　た１次救急患者の受入れ促進を図り、２次および３次救急体制の負担軽減を図る。
（内容）
　夜間、休日等における急患診療体制を整備する。
　・委託先：鳥取県東部医師会
　・診療科目：内科、小児科
　・診察時間：　　<内科・小児科>
　　　　　　　夜間･･･通年（３６５日）　午後７時から午後１０時まで
　　　　　　　休日･･･日曜日及び祝日並びに１２月３０日から翌年の１月３日
　　　　　　　　　 午前９時から午後５時まで
  ・実施場所：鳥取県東部医師会急患診療所　（鳥取市富安１丁目５８番地１）

【事業の成果】
　　平成２５年度　夜間　　９，４５７人　休日　７，０６１人
　　平成２６年度　夜間　　９，２５２人　休日　７，０２７人
　　平成２７年度　夜間　１０，０５７人　休日　７，４５９人

【今後の課題・方向性】
　市報、新聞等の広報活動もあり利用者が増加した。引き続き１次救急体制を整備し、さ
らなる周知を図っていく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 39,039 

補正予算額 2 

予算流・充用額 0 

最終予算額 39,041 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 39,039 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 39,039 諸収入 0 

計 39,039 その他 0 

（参考） 評価
結果

引き続き事業継続し、夜間及び日曜・祝日等の１次救急診療体制の継続に努める。
前年度決算額 38,689 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００２ 項　　目　　名 休日急患歯科診療所運営費負担金

主要な施策 休日急患歯科診療所運営負担金 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８２（健００２）

【事業の概要】
・平成１９年度より県東部広域行政管理組合へ委託業務の事務移管が行われ、委託料等
　総額の按分による負担金を東部各市町より東部広域へ支出。
・按分率は利用実績８：人口２
・休日等の歯科診療を充実させ、市民サービスの向上に努める。
（内容）
　休日等において歯科診療が受けられる体制を整備する。
　・委託先　：鳥取県東部歯科医師会
　・診療日　：日曜日及び祝日等の休日、盆、１２月３０日から翌年の１月３日
　・診療時間：午前１０時から午後４時まで
　・診療場所：休日急患歯科診療所（歯科技工専門学校内：鳥取市富安２丁目８４番地）
　
【事業の成果】
　平成２５年度　　１，３８３，０００円（負担金（運営費））
　平成２６年度　　１，４２２，０００円（負担金（運営費））
　平成２７年度　　１，４２３，０００円（負担金（運営費））
（患者実績）
　平成２５年度　７６４人（鳥取市　６３９人、市外　１２５人）
　平成２６年度　８１６人（鳥取市　６７２人、市外　１４４人）
　平成２７年度　８１９人（鳥取市　６７０人、市外　１４９人）

【今後の課題・方向性】
　引き続き、体制の整備に努める。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 1,426 

補正予算額 △ 3 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,423 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,423 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,423 諸収入 0 

計 1,423 その他 0 

（参考） 評価
結果

東部広域で実施すべきと考え、負担は継続する。
前年度決算額 1,422 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００７ 項　　目　　名 児童扶養手当費

主要な施策 児童扶養手当費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８６（健０１０）

【事業の概要】
　離婚の増加によりひとり親家庭は増加している。平成２２年度より父子家庭、平成２４
年度より配偶者からの暴力（ＤＶ）被害者も対象となった。
　父親又は母親のいないひとり親家庭に手当てを支給することで、その自立を扶助し、児
童福祉の増進を図る。

【事業の成果】
　18歳未満の子を養育する父、母又は養育者に対して手当てを支給するもの。
　全部支給　月額42,000円、一部支給　月額9,910円～41,990円
　子二人目は5,000円加算、三人目以降3,000円加算
　※所得制限あり
　　　　　受給者数　　支給額
　25年度　1,969人　　880,699千円
　26年度　1,934人　　871,202千円
　27年度　1,936人　　854,052千円

【今後の課題・方向性】
　国の基準に準じて今後も継続して事業を実施する。

　※その他財源の諸収入は、児童扶養手当返納金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 878,604 

補正予算額 △ 20,514 

予算流・充用額 0 

最終予算額 858,090 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 855,472 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 284,485 0 

地方債 0 0 

その他 1,303 0 

一般財源 569,684 諸収入 1,303 

計 855,472 その他 0 

（参考） 評価
結果

国の基準に準じて今後も継続して事業を実施する。
前年度決算額 874,130 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００８ 項　　目　　名 児童手当費

主要な施策 児童手当費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465 
 
【９次総の施策体系】1101 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８７（健０１１）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１５（健００２） 
 
【事業の概要】
　平成24年4月より従前の「子ども手当」に代わり制度開始したもの。
　児童を養育している人に手当を支給することにより、各家庭における子育て費用の負担
軽減を図り、もって児童の健全育成につなげる。
　対象：中学校修了前の児童
　金額：３歳未満の子ども1人あたり月額15,000円、３歳以上小学校修了までの子ども1人
　　　　あたり月額10,000円（第1子・2子）、３歳以上小学校修了までの子ども1人あた
　　　　り月額15,000円（第3子以降）、中学生の子ども1人あたり月額10,000円

【事業の成果】
　子どもを養育している人に手当を支給することにより、各家庭における子育て費用の
負担軽減を図り、子どもの健全育成につながる。
　　対象児童数　25年度　23,529人、26年度　23,316人、27年度　22,986人

【今後の課題・方向性】
　制度に沿った支援を継続的に行い、子どもの健全育成に繋げる。

　※その他財源の諸収入は、児童手当返納金・児童手当寄附金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 3,102,092 

補正予算額 △ 77,561 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,024,531 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 3,019,211 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,550,214 0 

地方債 0 0 

その他 380 0 

一般財源 468,617 諸収入 380 

計 3,019,211 その他 0 

（参考） 評価
結果

制度に沿った支援を継続的に行い、子どもの健全育成に繋げる。
前年度決算額 3,068,738 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００７ 項　　目　　名 児童扶養手当費

主要な施策 児童扶養手当費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８６（健０１０）

【事業の概要】
　離婚の増加によりひとり親家庭は増加している。平成２２年度より父子家庭、平成２４
年度より配偶者からの暴力（ＤＶ）被害者も対象となった。
　父親又は母親のいないひとり親家庭に手当てを支給することで、その自立を扶助し、児
童福祉の増進を図る。

【事業の成果】
　18歳未満の子を養育する父、母又は養育者に対して手当てを支給するもの。
　全部支給　月額42,000円、一部支給　月額9,910円～41,990円
　子二人目は5,000円加算、三人目以降3,000円加算
　※所得制限あり
　　　　　受給者数　　支給額
　25年度　1,969人　　880,699千円
　26年度　1,934人　　871,202千円
　27年度　1,936人　　854,052千円

【今後の課題・方向性】
　国の基準に準じて今後も継続して事業を実施する。

　※その他財源の諸収入は、児童扶養手当返納金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 878,604 

補正予算額 △ 20,514 

予算流・充用額 0 

最終予算額 858,090 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 855,472 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 284,485 0 

地方債 0 0 

その他 1,303 0 

一般財源 569,684 諸収入 1,303 

計 855,472 その他 0 

（参考） 評価
結果

国の基準に準じて今後も継続して事業を実施する。
前年度決算額 874,130 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００８ 項　　目　　名 児童手当費

主要な施策 児童手当費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465 
 
【９次総の施策体系】1101 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８７（健０１１）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１５（健００２） 
 
【事業の概要】
　平成24年4月より従前の「子ども手当」に代わり制度開始したもの。
　児童を養育している人に手当を支給することにより、各家庭における子育て費用の負担
軽減を図り、もって児童の健全育成につなげる。
　対象：中学校修了前の児童
　金額：３歳未満の子ども1人あたり月額15,000円、３歳以上小学校修了までの子ども1人
　　　　あたり月額10,000円（第1子・2子）、３歳以上小学校修了までの子ども1人あた
　　　　り月額15,000円（第3子以降）、中学生の子ども1人あたり月額10,000円

【事業の成果】
　子どもを養育している人に手当を支給することにより、各家庭における子育て費用の
負担軽減を図り、子どもの健全育成につながる。
　　対象児童数　25年度　23,529人、26年度　23,316人、27年度　22,986人

【今後の課題・方向性】
　制度に沿った支援を継続的に行い、子どもの健全育成に繋げる。

　※その他財源の諸収入は、児童手当返納金・児童手当寄附金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 3,102,092 

補正予算額 △ 77,561 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,024,531 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 3,019,211 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,550,214 0 

地方債 0 0 

その他 380 0 

一般財源 468,617 諸収入 380 

計 3,019,211 その他 0 

（参考） 評価
結果

制度に沿った支援を継続的に行い、子どもの健全育成に繋げる。
前年度決算額 3,068,738 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００５ 項　　目　　名 保健所設置準備事業費

主要な施策 保健所設置準備事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】0101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８４（健００５）

【事業の概要】
・本市は、平成16年11月の合併を経て、平成17年10月に特例市へ移行し、さらに平成22年
3月には「鳥取・因幡定住自立圏」を形成し、圏域が一体となった地域活力の創出に取り
組んできた。
・国会において中核市と特例市の制度統合（新中核市）及び新たな広域連携制度の創設（
「地方中核拠点都市」等）が法制化され、中核市の人口要件緩和により、本市の中核市へ
の移行が可能となった。
・総合的な保健衛生サービスの提供を図るため、保健所の設置準備を行う。

【事業の成果】
　平成２７年度
　　・保健所設置検討委員会開催、先進地視察
　　・「鳥取市保健所設置基本構想」策定
　　・保健所等（駅南庁舎）整備基礎調査開始
　　・鳥取保健所に関わる各種訓練・研修への参加

【今後の課題・方向性】
　保健所の設置に向け、引き続き事業を継続する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 523 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 523 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 368 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 368 諸収入 0 

計 368 その他 0 

（参考） 評価
結果

重点事業とし、平成３０年４月１日の開設を目標に、計画的に事業を実施する。
前年度決算額 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００６ 項　　目　　名 公的病院等不採算医療支援事業補助金

主要な施策 公的病院等不採算医療支援事業 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８４（健００６）

【事業の概要】
・公的病院等が実施する不採算部門医療機能体制について、地域医療確保対策として助成
を行う。
・不採算部門（救急医療等）を実施している公的病院等に助成を行い、地域医療の確保、維
持を目的とする。公的病院等への不採算部門への助成については、公立病院に準じた特別交
付税措置がされる。
（内容）
　・補助対象：救急病院等を定める省令(昭和３９年厚生省令第８号)の規定により
　　　　　　　告示された救急告示病院のうち、公的病院等が対象
　・補助金算出基礎：
　　　救急専用病床数６床×１，６９７千円＋３２，９００千円

【事業の成果】
　平成２７年度実績　　４３，０８２，０００円（日赤病院）

【今後の課題・方向性】
　東部圏域の救急医療体制の確保・維持には県の協力が不可欠である。対象病院の救急病床
稼働状況や医療体制等を確認しつつ、支援について検討していく必要がある。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 43,082 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 43,082 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 43,082 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 43,082 諸収入 0 

計 43,082 その他 0 

（参考） 評価
結果

東部圏域の救急医療体制の確保・維持には県の協力が不可欠である。対象病院の救急病床稼働状況や医療体制等を確認しつつ、支援
について検討していく必要がある。前年度決算額 0 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００５ 項　　目　　名 保健所設置準備事業費

主要な施策 保健所設置準備事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】0101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８４（健００５）

【事業の概要】
・本市は、平成16年11月の合併を経て、平成17年10月に特例市へ移行し、さらに平成22年
3月には「鳥取・因幡定住自立圏」を形成し、圏域が一体となった地域活力の創出に取り
組んできた。
・国会において中核市と特例市の制度統合（新中核市）及び新たな広域連携制度の創設（
「地方中核拠点都市」等）が法制化され、中核市の人口要件緩和により、本市の中核市へ
の移行が可能となった。
・総合的な保健衛生サービスの提供を図るため、保健所の設置準備を行う。

【事業の成果】
　平成２７年度
　　・保健所設置検討委員会開催、先進地視察
　　・「鳥取市保健所設置基本構想」策定
　　・保健所等（駅南庁舎）整備基礎調査開始
　　・鳥取保健所に関わる各種訓練・研修への参加

【今後の課題・方向性】
　保健所の設置に向け、引き続き事業を継続する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 523 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 523 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 368 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 368 諸収入 0 

計 368 その他 0 

（参考） 評価
結果

重点事業とし、平成３０年４月１日の開設を目標に、計画的に事業を実施する。
前年度決算額 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００６ 項　　目　　名 公的病院等不採算医療支援事業補助金

主要な施策 公的病院等不採算医療支援事業 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８４（健００６）

【事業の概要】
・公的病院等が実施する不採算部門医療機能体制について、地域医療確保対策として助成
を行う。
・不採算部門（救急医療等）を実施している公的病院等に助成を行い、地域医療の確保、維
持を目的とする。公的病院等への不採算部門への助成については、公立病院に準じた特別交
付税措置がされる。
（内容）
　・補助対象：救急病院等を定める省令(昭和３９年厚生省令第８号)の規定により
　　　　　　　告示された救急告示病院のうち、公的病院等が対象
　・補助金算出基礎：
　　　救急専用病床数６床×１，６９７千円＋３２，９００千円

【事業の成果】
　平成２７年度実績　　４３，０８２，０００円（日赤病院）

【今後の課題・方向性】
　東部圏域の救急医療体制の確保・維持には県の協力が不可欠である。対象病院の救急病床
稼働状況や医療体制等を確認しつつ、支援について検討していく必要がある。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 43,082 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 43,082 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 43,082 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 43,082 諸収入 0 

計 43,082 その他 0 

（参考） 評価
結果

東部圏域の救急医療体制の確保・維持には県の協力が不可欠である。対象病院の救急病床稼働状況や医療体制等を確認しつつ、支援
について検討していく必要がある。前年度決算額 0 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００７ 項　　目　　名 児童扶養手当費

主要な施策 児童扶養手当費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８６（健０１０）

【事業の概要】
　離婚の増加によりひとり親家庭は増加している。平成２２年度より父子家庭、平成２４
年度より配偶者からの暴力（ＤＶ）被害者も対象となった。
　父親又は母親のいないひとり親家庭に手当てを支給することで、その自立を扶助し、児
童福祉の増進を図る。

【事業の成果】
　18歳未満の子を養育する父、母又は養育者に対して手当てを支給するもの。
　全部支給　月額42,000円、一部支給　月額9,910円～41,990円
　子二人目は5,000円加算、三人目以降3,000円加算
　※所得制限あり
　　　　　受給者数　　支給額
　25年度　1,969人　　880,699千円
　26年度　1,934人　　871,202千円
　27年度　1,936人　　854,052千円

【今後の課題・方向性】
　国の基準に準じて今後も継続して事業を実施する。

　※その他財源の諸収入は、児童扶養手当返納金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 878,604 

補正予算額 △ 20,514 

予算流・充用額 0 

最終予算額 858,090 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 855,472 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 284,485 0 

地方債 0 0 

その他 1,303 0 

一般財源 569,684 諸収入 1,303 

計 855,472 その他 0 

（参考） 評価
結果

国の基準に準じて今後も継続して事業を実施する。
前年度決算額 874,130 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００８ 項　　目　　名 児童手当費

主要な施策 児童手当費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465 
 
【９次総の施策体系】1101 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８７（健０１１）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１５（健００２） 
 
【事業の概要】
　平成24年4月より従前の「子ども手当」に代わり制度開始したもの。
　児童を養育している人に手当を支給することにより、各家庭における子育て費用の負担
軽減を図り、もって児童の健全育成につなげる。
　対象：中学校修了前の児童
　金額：３歳未満の子ども1人あたり月額15,000円、３歳以上小学校修了までの子ども1人
　　　　あたり月額10,000円（第1子・2子）、３歳以上小学校修了までの子ども1人あた
　　　　り月額15,000円（第3子以降）、中学生の子ども1人あたり月額10,000円

【事業の成果】
　子どもを養育している人に手当を支給することにより、各家庭における子育て費用の
負担軽減を図り、子どもの健全育成につながる。
　　対象児童数　25年度　23,529人、26年度　23,316人、27年度　22,986人

【今後の課題・方向性】
　制度に沿った支援を継続的に行い、子どもの健全育成に繋げる。

　※その他財源の諸収入は、児童手当返納金・児童手当寄附金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 3,102,092 

補正予算額 △ 77,561 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,024,531 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 3,019,211 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,550,214 0 

地方債 0 0 

その他 380 0 

一般財源 468,617 諸収入 380 

計 3,019,211 その他 0 

（参考） 評価
結果

制度に沿った支援を継続的に行い、子どもの健全育成に繋げる。
前年度決算額 3,068,738 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００７ 項　　目　　名 児童扶養手当費

主要な施策 児童扶養手当費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８６（健０１０）

【事業の概要】
　離婚の増加によりひとり親家庭は増加している。平成２２年度より父子家庭、平成２４
年度より配偶者からの暴力（ＤＶ）被害者も対象となった。
　父親又は母親のいないひとり親家庭に手当てを支給することで、その自立を扶助し、児
童福祉の増進を図る。

【事業の成果】
　18歳未満の子を養育する父、母又は養育者に対して手当てを支給するもの。
　全部支給　月額42,000円、一部支給　月額9,910円～41,990円
　子二人目は5,000円加算、三人目以降3,000円加算
　※所得制限あり
　　　　　受給者数　　支給額
　25年度　1,969人　　880,699千円
　26年度　1,934人　　871,202千円
　27年度　1,936人　　854,052千円

【今後の課題・方向性】
　国の基準に準じて今後も継続して事業を実施する。

　※その他財源の諸収入は、児童扶養手当返納金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 878,604 

補正予算額 △ 20,514 

予算流・充用額 0 

最終予算額 858,090 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 855,472 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 284,485 0 

地方債 0 0 

その他 1,303 0 

一般財源 569,684 諸収入 1,303 

計 855,472 その他 0 

（参考） 評価
結果

国の基準に準じて今後も継続して事業を実施する。
前年度決算額 874,130 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００８ 項　　目　　名 児童手当費

主要な施策 児童手当費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465 
 
【９次総の施策体系】1101 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８７（健０１１）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１５（健００２） 
 
【事業の概要】
　平成24年4月より従前の「子ども手当」に代わり制度開始したもの。
　児童を養育している人に手当を支給することにより、各家庭における子育て費用の負担
軽減を図り、もって児童の健全育成につなげる。
　対象：中学校修了前の児童
　金額：３歳未満の子ども1人あたり月額15,000円、３歳以上小学校修了までの子ども1人
　　　　あたり月額10,000円（第1子・2子）、３歳以上小学校修了までの子ども1人あた
　　　　り月額15,000円（第3子以降）、中学生の子ども1人あたり月額10,000円

【事業の成果】
　子どもを養育している人に手当を支給することにより、各家庭における子育て費用の
負担軽減を図り、子どもの健全育成につながる。
　　対象児童数　25年度　23,529人、26年度　23,316人、27年度　22,986人

【今後の課題・方向性】
　制度に沿った支援を継続的に行い、子どもの健全育成に繋げる。

　※その他財源の諸収入は、児童手当返納金・児童手当寄附金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 3,102,092 

補正予算額 △ 77,561 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,024,531 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 3,019,211 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,550,214 0 

地方債 0 0 

その他 380 0 

一般財源 468,617 諸収入 380 

計 3,019,211 その他 0 

（参考） 評価
結果

制度に沿った支援を継続的に行い、子どもの健全育成に繋げる。
前年度決算額 3,068,738 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００５ 項　　目　　名 保健所設置準備事業費

主要な施策 保健所設置準備事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】0101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８４（健００５）

【事業の概要】
・本市は、平成16年11月の合併を経て、平成17年10月に特例市へ移行し、さらに平成22年
3月には「鳥取・因幡定住自立圏」を形成し、圏域が一体となった地域活力の創出に取り
組んできた。
・国会において中核市と特例市の制度統合（新中核市）及び新たな広域連携制度の創設（
「地方中核拠点都市」等）が法制化され、中核市の人口要件緩和により、本市の中核市へ
の移行が可能となった。
・総合的な保健衛生サービスの提供を図るため、保健所の設置準備を行う。

【事業の成果】
　平成２７年度
　　・保健所設置検討委員会開催、先進地視察
　　・「鳥取市保健所設置基本構想」策定
　　・保健所等（駅南庁舎）整備基礎調査開始
　　・鳥取保健所に関わる各種訓練・研修への参加

【今後の課題・方向性】
　保健所の設置に向け、引き続き事業を継続する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 523 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 523 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 368 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 368 諸収入 0 

計 368 その他 0 

（参考） 評価
結果

重点事業とし、平成３０年４月１日の開設を目標に、計画的に事業を実施する。
前年度決算額 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００６ 項　　目　　名 公的病院等不採算医療支援事業補助金

主要な施策 公的病院等不採算医療支援事業 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８４（健００６）

【事業の概要】
・公的病院等が実施する不採算部門医療機能体制について、地域医療確保対策として助成
を行う。
・不採算部門（救急医療等）を実施している公的病院等に助成を行い、地域医療の確保、維
持を目的とする。公的病院等への不採算部門への助成については、公立病院に準じた特別交
付税措置がされる。
（内容）
　・補助対象：救急病院等を定める省令(昭和３９年厚生省令第８号)の規定により
　　　　　　　告示された救急告示病院のうち、公的病院等が対象
　・補助金算出基礎：
　　　救急専用病床数６床×１，６９７千円＋３２，９００千円

【事業の成果】
　平成２７年度実績　　４３，０８２，０００円（日赤病院）

【今後の課題・方向性】
　東部圏域の救急医療体制の確保・維持には県の協力が不可欠である。対象病院の救急病床
稼働状況や医療体制等を確認しつつ、支援について検討していく必要がある。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 43,082 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 43,082 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 43,082 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 43,082 諸収入 0 

計 43,082 その他 0 

（参考） 評価
結果

東部圏域の救急医療体制の確保・維持には県の協力が不可欠である。対象病院の救急病床稼働状況や医療体制等を確認しつつ、支援
について検討していく必要がある。前年度決算額 0 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００５ 項　　目　　名 保健所設置準備事業費

主要な施策 保健所設置準備事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】0101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８４（健００５）

【事業の概要】
・本市は、平成16年11月の合併を経て、平成17年10月に特例市へ移行し、さらに平成22年
3月には「鳥取・因幡定住自立圏」を形成し、圏域が一体となった地域活力の創出に取り
組んできた。
・国会において中核市と特例市の制度統合（新中核市）及び新たな広域連携制度の創設（
「地方中核拠点都市」等）が法制化され、中核市の人口要件緩和により、本市の中核市へ
の移行が可能となった。
・総合的な保健衛生サービスの提供を図るため、保健所の設置準備を行う。

【事業の成果】
　平成２７年度
　　・保健所設置検討委員会開催、先進地視察
　　・「鳥取市保健所設置基本構想」策定
　　・保健所等（駅南庁舎）整備基礎調査開始
　　・鳥取保健所に関わる各種訓練・研修への参加

【今後の課題・方向性】
　保健所の設置に向け、引き続き事業を継続する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 523 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 523 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 368 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 368 諸収入 0 

計 368 その他 0 

（参考） 評価
結果

重点事業とし、平成３０年４月１日の開設を目標に、計画的に事業を実施する。
前年度決算額 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００６ 項　　目　　名 公的病院等不採算医療支援事業補助金

主要な施策 公的病院等不採算医療支援事業 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
保健医療福祉連携課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】連携係 0857-20-3914

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８４（健００６）

【事業の概要】
・公的病院等が実施する不採算部門医療機能体制について、地域医療確保対策として助成
を行う。
・不採算部門（救急医療等）を実施している公的病院等に助成を行い、地域医療の確保、維
持を目的とする。公的病院等への不採算部門への助成については、公立病院に準じた特別交
付税措置がされる。
（内容）
　・補助対象：救急病院等を定める省令(昭和３９年厚生省令第８号)の規定により
　　　　　　　告示された救急告示病院のうち、公的病院等が対象
　・補助金算出基礎：
　　　救急専用病床数６床×１，６９７千円＋３２，９００千円

【事業の成果】
　平成２７年度実績　　４３，０８２，０００円（日赤病院）

【今後の課題・方向性】
　東部圏域の救急医療体制の確保・維持には県の協力が不可欠である。対象病院の救急病床
稼働状況や医療体制等を確認しつつ、支援について検討していく必要がある。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 保健衛生総務費

当初予算額 43,082 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 43,082 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 43,082 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 43,082 諸収入 0 

計 43,082 その他 0 

（参考） 評価
結果

東部圏域の救急医療体制の確保・維持には県の協力が不可欠である。対象病院の救急病床稼働状況や医療体制等を確認しつつ、支援
について検討していく必要がある。前年度決算額 0 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１１ 項　　目　　名 市立保育園運営費

主要な施策 市立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８８（健０１４）

【事業の概要】
　市立保育園２６園の光熱水費など施設管理費、給食費、臨時保育士等の人件費などの支
出。

【事業の成果】
　保育業務による子育て支援の実施。
　市立保育園の円滑な運営。
　平成25年度　　918,856千円
　平成26年度　　663,514千円
　平成27年度　　610,672千円

【今後の課題・方向性】
　市立保育園の運営に要する経費の支出であり、今後とも継続する必要がある。

　※その他財源の財産収入は、旧保育園施設貸付収入
    その他財源の諸収入は、保育料延滞金と雑入(保育園等保育士共食費負担金、保育園
　　広域入所委託料、富桑保育園の太陽光発電による売電収入、保育園の工事用上下水道
　　料金)

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 640,336 

補正予算額 5,200 

予算流・充用額 0 

最終予算額 645,536 その他財源の内訳

分担金 0 

1,495 

本年度決算額 610,672 0 

区　　分 決算額 131 

財
源
内
訳

国・県支出金 76,050 136 

地方債 0 0 

その他 36,879 0 

一般財源 497,743 諸収入 35,117 

計 610,672 その他 0 

（参考） 評価
結果

市立保育園の運営に要する経費の支出であり、今後とも継続する必要がある。
前年度決算額 663,514 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１２ 項　　目　　名 市立保育園特別保育事業費

主要な施策 市立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
  予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８９（健０１５）

【事業の概要】
　勤務時間の多様化により、保育時間の延長、休日の保育園利用の要望がある。利用者の
要望に応えた保育業務を実施することで、仕事と子育てとの両立を支援し、安心して子育
てができる環境の充実を図る。

【事業の成果】
　１．延長保育：通常18時までの保育時間を最長19時半まで延長するもの。
　　実施保育園16園（旧市×7、国府×2、福部×1、河原×1、用瀬×1、気高×2、
　　　　　　　　　　鹿野×1、青谷×1）
　２．一時預かり：保護者の都合等で未就園児童の預かりを一日単位で行なうもの。
　　実施保育園5園（河原×1、用瀬×1、気高×１、鹿野×1、青谷×1、
　　　　　　　　　 旧市は私立のみ４園が実施）
　３．休日保育：日曜、祝日の保育要望に応えるもの。
　　実施保育園1園（千代保育園）

【今後の課題・方向性】
　当面現状を維持するが、未実施園について保育ニーズを確認しながら、施設整備と併せ
て検討していく。休日保育については、２８年度より民間に委託する。
　
　※その他財源の諸収入は、利用者負担金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 53,915 

補正予算額 △ 4,827 

予算流・充用額 0 

最終予算額 49,088 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 42,067 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 9,801 0 

地方債 0 0 

その他 6,906 0 

一般財源 25,360 諸収入 6,906 

計 42,067 その他 0 

（参考） 評価
結果

当面現状を維持するが、未実施園について保育ニーズを確認しながら、施設整備と併せて検討していく。
前年度決算額 63,051 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１１ 項　　目　　名 市立保育園運営費

主要な施策 市立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８８（健０１４）

【事業の概要】
　市立保育園２６園の光熱水費など施設管理費、給食費、臨時保育士等の人件費などの支
出。

【事業の成果】
　保育業務による子育て支援の実施。
　市立保育園の円滑な運営。
　平成25年度　　918,856千円
　平成26年度　　663,514千円
　平成27年度　　610,672千円

【今後の課題・方向性】
　市立保育園の運営に要する経費の支出であり、今後とも継続する必要がある。

　※その他財源の財産収入は、旧保育園施設貸付収入
    その他財源の諸収入は、保育料延滞金と雑入(保育園等保育士共食費負担金、保育園
　　広域入所委託料、富桑保育園の太陽光発電による売電収入、保育園の工事用上下水道
　　料金)

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 640,336 

補正予算額 5,200 

予算流・充用額 0 

最終予算額 645,536 その他財源の内訳

分担金 0 

1,495 

本年度決算額 610,672 0 

区　　分 決算額 131 

財
源
内
訳

国・県支出金 76,050 136 

地方債 0 0 

その他 36,879 0 

一般財源 497,743 諸収入 35,117 

計 610,672 その他 0 

（参考） 評価
結果

市立保育園の運営に要する経費の支出であり、今後とも継続する必要がある。
前年度決算額 663,514 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１２ 項　　目　　名 市立保育園特別保育事業費

主要な施策 市立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
  予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８９（健０１５）

【事業の概要】
　勤務時間の多様化により、保育時間の延長、休日の保育園利用の要望がある。利用者の
要望に応えた保育業務を実施することで、仕事と子育てとの両立を支援し、安心して子育
てができる環境の充実を図る。

【事業の成果】
　１．延長保育：通常18時までの保育時間を最長19時半まで延長するもの。
　　実施保育園16園（旧市×7、国府×2、福部×1、河原×1、用瀬×1、気高×2、
　　　　　　　　　　鹿野×1、青谷×1）
　２．一時預かり：保護者の都合等で未就園児童の預かりを一日単位で行なうもの。
　　実施保育園5園（河原×1、用瀬×1、気高×１、鹿野×1、青谷×1、
　　　　　　　　　 旧市は私立のみ４園が実施）
　３．休日保育：日曜、祝日の保育要望に応えるもの。
　　実施保育園1園（千代保育園）

【今後の課題・方向性】
　当面現状を維持するが、未実施園について保育ニーズを確認しながら、施設整備と併せ
て検討していく。休日保育については、２８年度より民間に委託する。
　
　※その他財源の諸収入は、利用者負担金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 53,915 

補正予算額 △ 4,827 

予算流・充用額 0 

最終予算額 49,088 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 42,067 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 9,801 0 

地方債 0 0 

その他 6,906 0 

一般財源 25,360 諸収入 6,906 

計 42,067 その他 0 

（参考） 評価
結果

当面現状を維持するが、未実施園について保育ニーズを確認しながら、施設整備と併せて検討していく。
前年度決算額 63,051 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００９ 項　　目　　名 子育て世帯臨時特例給付金支給事業費

主要な施策 子育て世帯臨時特例給付金支給事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８７（健０１２）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１６（健００３）

【事業の概要】
　消費税率の引上げに際し、子育て世帯への影響を緩和するとともに、子育て世帯の消費
の下支えを図る観点から、子育て世帯臨時特例給付金の給付措置を行う。

【事業の成果】
　子育て世帯へ支給することにより、各家庭における消費増税による負担軽減が図られ、
こどもの健全育成な繋がった。
　給付金・・・平成27年5月31日（基準日）における、平成27年6月分児童手当（特例給付
　　　　　　　を除く）の受給者
　　　　　　　支給対象児童数　25,095人　対象児童1人につき3千円

【今後の課題・方向性】
　２７年度で本事業は終了。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 122,949 

補正予算額 △ 14,734 

予算流・充用額 0 

最終予算額 108,215 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 107,023 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 87,552 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 19,471 諸収入 0 

計 107,023 その他 0 

（参考） 評価
結果

２７年度で本事業は終了。
前年度決算額 231,863 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１０ 項　　目　　名 ひとり親家庭自立支援給付金事業費

主要な施策 ひとり親家庭自立支援給付金事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８８（健０１３）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１６（健００４）

【事業の概要】
　母子・父子家庭において就職に有利な資格を取得するには期間がかかりその間の生活費
の不安から資格取得に動けない現状がある。
　就職に有利で、かつ生活の安定につながる看護士、介護福祉士等国家資格取得養成機関
在籍中、給付金を支給することにより、経済的な負担の軽減により資格取得に打ち込める
ことが可能となる。

【事業の成果】
　高等職業訓練促進費：看護士、介護福祉士等の国家資格取得のために養成機関に2年以
上在籍する場合に給付金を支給するもの。
　25年度 10名
　26年度  8名
　27年度 15名

【今後の課題・方向性】
　就職に有利な資格を取得する期間の経済的な負担の軽減により、資格取得に打ち込める
ことが可能になる。職業能力開発の講座受講料の助成と併せて継続的な取組みを行う。　 

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 母子福祉費

当初予算額 12,132 

補正予算額 2,713 

予算流・充用額 0 

最終予算額 14,845 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 14,844 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 11,133 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,711 諸収入 0 

計 14,844 その他 0 

（参考） 評価
結果

就職に有利な資格を取得する期間の経済的な負担の軽減により、資格取得に打ち込むことが可能となる。職業能力開発の口座受講料
の助成と併せて、継続的な取り組みを行う。前年度決算額 8,497 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００９ 項　　目　　名 子育て世帯臨時特例給付金支給事業費

主要な施策 子育て世帯臨時特例給付金支給事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８７（健０１２）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１６（健００３）

【事業の概要】
　消費税率の引上げに際し、子育て世帯への影響を緩和するとともに、子育て世帯の消費
の下支えを図る観点から、子育て世帯臨時特例給付金の給付措置を行う。

【事業の成果】
　子育て世帯へ支給することにより、各家庭における消費増税による負担軽減が図られ、
こどもの健全育成な繋がった。
　給付金・・・平成27年5月31日（基準日）における、平成27年6月分児童手当（特例給付
　　　　　　　を除く）の受給者
　　　　　　　支給対象児童数　25,095人　対象児童1人につき3千円

【今後の課題・方向性】
　２７年度で本事業は終了。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 122,949 

補正予算額 △ 14,734 

予算流・充用額 0 

最終予算額 108,215 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 107,023 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 87,552 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 19,471 諸収入 0 

計 107,023 その他 0 

（参考） 評価
結果

２７年度で本事業は終了。
前年度決算額 231,863 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１０ 項　　目　　名 ひとり親家庭自立支援給付金事業費

主要な施策 ひとり親家庭自立支援給付金事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８８（健０１３）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１６（健００４）

【事業の概要】
　母子・父子家庭において就職に有利な資格を取得するには期間がかかりその間の生活費
の不安から資格取得に動けない現状がある。
　就職に有利で、かつ生活の安定につながる看護士、介護福祉士等国家資格取得養成機関
在籍中、給付金を支給することにより、経済的な負担の軽減により資格取得に打ち込める
ことが可能となる。

【事業の成果】
　高等職業訓練促進費：看護士、介護福祉士等の国家資格取得のために養成機関に2年以
上在籍する場合に給付金を支給するもの。
　25年度 10名
　26年度  8名
　27年度 15名

【今後の課題・方向性】
　就職に有利な資格を取得する期間の経済的な負担の軽減により、資格取得に打ち込める
ことが可能になる。職業能力開発の講座受講料の助成と併せて継続的な取組みを行う。　 

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 母子福祉費

当初予算額 12,132 

補正予算額 2,713 

予算流・充用額 0 

最終予算額 14,845 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 14,844 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 11,133 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,711 諸収入 0 

計 14,844 その他 0 

（参考） 評価
結果

就職に有利な資格を取得する期間の経済的な負担の軽減により、資格取得に打ち込むことが可能となる。職業能力開発の口座受講料
の助成と併せて、継続的な取り組みを行う。前年度決算額 8,497 
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－ 94 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１１ 項　　目　　名 市立保育園運営費

主要な施策 市立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８８（健０１４）

【事業の概要】
　市立保育園２６園の光熱水費など施設管理費、給食費、臨時保育士等の人件費などの支
出。

【事業の成果】
　保育業務による子育て支援の実施。
　市立保育園の円滑な運営。
　平成25年度　　918,856千円
　平成26年度　　663,514千円
　平成27年度　　610,672千円

【今後の課題・方向性】
　市立保育園の運営に要する経費の支出であり、今後とも継続する必要がある。

　※その他財源の財産収入は、旧保育園施設貸付収入
    その他財源の諸収入は、保育料延滞金と雑入(保育園等保育士共食費負担金、保育園
　　広域入所委託料、富桑保育園の太陽光発電による売電収入、保育園の工事用上下水道
　　料金)

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 640,336 

補正予算額 5,200 

予算流・充用額 0 

最終予算額 645,536 その他財源の内訳

分担金 0 

1,495 

本年度決算額 610,672 0 

区　　分 決算額 131 

財
源
内
訳

国・県支出金 76,050 136 

地方債 0 0 

その他 36,879 0 

一般財源 497,743 諸収入 35,117 

計 610,672 その他 0 

（参考） 評価
結果

市立保育園の運営に要する経費の支出であり、今後とも継続する必要がある。
前年度決算額 663,514 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１２ 項　　目　　名 市立保育園特別保育事業費

主要な施策 市立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
  予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８９（健０１５）

【事業の概要】
　勤務時間の多様化により、保育時間の延長、休日の保育園利用の要望がある。利用者の
要望に応えた保育業務を実施することで、仕事と子育てとの両立を支援し、安心して子育
てができる環境の充実を図る。

【事業の成果】
　１．延長保育：通常18時までの保育時間を最長19時半まで延長するもの。
　　実施保育園16園（旧市×7、国府×2、福部×1、河原×1、用瀬×1、気高×2、
　　　　　　　　　　鹿野×1、青谷×1）
　２．一時預かり：保護者の都合等で未就園児童の預かりを一日単位で行なうもの。
　　実施保育園5園（河原×1、用瀬×1、気高×１、鹿野×1、青谷×1、
　　　　　　　　　 旧市は私立のみ４園が実施）
　３．休日保育：日曜、祝日の保育要望に応えるもの。
　　実施保育園1園（千代保育園）

【今後の課題・方向性】
　当面現状を維持するが、未実施園について保育ニーズを確認しながら、施設整備と併せ
て検討していく。休日保育については、２８年度より民間に委託する。
　
　※その他財源の諸収入は、利用者負担金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 53,915 

補正予算額 △ 4,827 

予算流・充用額 0 

最終予算額 49,088 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 42,067 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 9,801 0 

地方債 0 0 

その他 6,906 0 

一般財源 25,360 諸収入 6,906 

計 42,067 その他 0 

（参考） 評価
結果

当面現状を維持するが、未実施園について保育ニーズを確認しながら、施設整備と併せて検討していく。
前年度決算額 63,051 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１１ 項　　目　　名 市立保育園運営費

主要な施策 市立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８８（健０１４）

【事業の概要】
　市立保育園２６園の光熱水費など施設管理費、給食費、臨時保育士等の人件費などの支
出。

【事業の成果】
　保育業務による子育て支援の実施。
　市立保育園の円滑な運営。
　平成25年度　　918,856千円
　平成26年度　　663,514千円
　平成27年度　　610,672千円

【今後の課題・方向性】
　市立保育園の運営に要する経費の支出であり、今後とも継続する必要がある。

　※その他財源の財産収入は、旧保育園施設貸付収入
    その他財源の諸収入は、保育料延滞金と雑入(保育園等保育士共食費負担金、保育園
　　広域入所委託料、富桑保育園の太陽光発電による売電収入、保育園の工事用上下水道
　　料金)

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 640,336 

補正予算額 5,200 

予算流・充用額 0 

最終予算額 645,536 その他財源の内訳

分担金 0 

1,495 

本年度決算額 610,672 0 

区　　分 決算額 131 

財
源
内
訳

国・県支出金 76,050 136 

地方債 0 0 

その他 36,879 0 

一般財源 497,743 諸収入 35,117 

計 610,672 その他 0 

（参考） 評価
結果

市立保育園の運営に要する経費の支出であり、今後とも継続する必要がある。
前年度決算額 663,514 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１２ 項　　目　　名 市立保育園特別保育事業費

主要な施策 市立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
  予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８９（健０１５）

【事業の概要】
　勤務時間の多様化により、保育時間の延長、休日の保育園利用の要望がある。利用者の
要望に応えた保育業務を実施することで、仕事と子育てとの両立を支援し、安心して子育
てができる環境の充実を図る。

【事業の成果】
　１．延長保育：通常18時までの保育時間を最長19時半まで延長するもの。
　　実施保育園16園（旧市×7、国府×2、福部×1、河原×1、用瀬×1、気高×2、
　　　　　　　　　　鹿野×1、青谷×1）
　２．一時預かり：保護者の都合等で未就園児童の預かりを一日単位で行なうもの。
　　実施保育園5園（河原×1、用瀬×1、気高×１、鹿野×1、青谷×1、
　　　　　　　　　 旧市は私立のみ４園が実施）
　３．休日保育：日曜、祝日の保育要望に応えるもの。
　　実施保育園1園（千代保育園）

【今後の課題・方向性】
　当面現状を維持するが、未実施園について保育ニーズを確認しながら、施設整備と併せ
て検討していく。休日保育については、２８年度より民間に委託する。
　
　※その他財源の諸収入は、利用者負担金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 53,915 

補正予算額 △ 4,827 

予算流・充用額 0 

最終予算額 49,088 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 42,067 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 9,801 0 

地方債 0 0 

その他 6,906 0 

一般財源 25,360 諸収入 6,906 

計 42,067 その他 0 

（参考） 評価
結果

当面現状を維持するが、未実施園について保育ニーズを確認しながら、施設整備と併せて検討していく。
前年度決算額 63,051 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００９ 項　　目　　名 子育て世帯臨時特例給付金支給事業費

主要な施策 子育て世帯臨時特例給付金支給事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８７（健０１２）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１６（健００３）

【事業の概要】
　消費税率の引上げに際し、子育て世帯への影響を緩和するとともに、子育て世帯の消費
の下支えを図る観点から、子育て世帯臨時特例給付金の給付措置を行う。

【事業の成果】
　子育て世帯へ支給することにより、各家庭における消費増税による負担軽減が図られ、
こどもの健全育成な繋がった。
　給付金・・・平成27年5月31日（基準日）における、平成27年6月分児童手当（特例給付
　　　　　　　を除く）の受給者
　　　　　　　支給対象児童数　25,095人　対象児童1人につき3千円

【今後の課題・方向性】
　２７年度で本事業は終了。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 122,949 

補正予算額 △ 14,734 

予算流・充用額 0 

最終予算額 108,215 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 107,023 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 87,552 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 19,471 諸収入 0 

計 107,023 その他 0 

（参考） 評価
結果

２７年度で本事業は終了。
前年度決算額 231,863 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１０ 項　　目　　名 ひとり親家庭自立支援給付金事業費

主要な施策 ひとり親家庭自立支援給付金事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８８（健０１３）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１６（健００４）

【事業の概要】
　母子・父子家庭において就職に有利な資格を取得するには期間がかかりその間の生活費
の不安から資格取得に動けない現状がある。
　就職に有利で、かつ生活の安定につながる看護士、介護福祉士等国家資格取得養成機関
在籍中、給付金を支給することにより、経済的な負担の軽減により資格取得に打ち込める
ことが可能となる。

【事業の成果】
　高等職業訓練促進費：看護士、介護福祉士等の国家資格取得のために養成機関に2年以
上在籍する場合に給付金を支給するもの。
　25年度 10名
　26年度  8名
　27年度 15名

【今後の課題・方向性】
　就職に有利な資格を取得する期間の経済的な負担の軽減により、資格取得に打ち込める
ことが可能になる。職業能力開発の講座受講料の助成と併せて継続的な取組みを行う。　 

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 母子福祉費

当初予算額 12,132 

補正予算額 2,713 

予算流・充用額 0 

最終予算額 14,845 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 14,844 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 11,133 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,711 諸収入 0 

計 14,844 その他 0 

（参考） 評価
結果

就職に有利な資格を取得する期間の経済的な負担の軽減により、資格取得に打ち込むことが可能となる。職業能力開発の口座受講料
の助成と併せて、継続的な取り組みを行う。前年度決算額 8,497 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００９ 項　　目　　名 子育て世帯臨時特例給付金支給事業費

主要な施策 子育て世帯臨時特例給付金支給事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８７（健０１２）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１６（健００３）

【事業の概要】
　消費税率の引上げに際し、子育て世帯への影響を緩和するとともに、子育て世帯の消費
の下支えを図る観点から、子育て世帯臨時特例給付金の給付措置を行う。

【事業の成果】
　子育て世帯へ支給することにより、各家庭における消費増税による負担軽減が図られ、
こどもの健全育成な繋がった。
　給付金・・・平成27年5月31日（基準日）における、平成27年6月分児童手当（特例給付
　　　　　　　を除く）の受給者
　　　　　　　支給対象児童数　25,095人　対象児童1人につき3千円

【今後の課題・方向性】
　２７年度で本事業は終了。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 122,949 

補正予算額 △ 14,734 

予算流・充用額 0 

最終予算額 108,215 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 107,023 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 87,552 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 19,471 諸収入 0 

計 107,023 その他 0 

（参考） 評価
結果

２７年度で本事業は終了。
前年度決算額 231,863 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１０ 項　　目　　名 ひとり親家庭自立支援給付金事業費

主要な施策 ひとり親家庭自立支援給付金事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８８（健０１３）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１６（健００４）

【事業の概要】
　母子・父子家庭において就職に有利な資格を取得するには期間がかかりその間の生活費
の不安から資格取得に動けない現状がある。
　就職に有利で、かつ生活の安定につながる看護士、介護福祉士等国家資格取得養成機関
在籍中、給付金を支給することにより、経済的な負担の軽減により資格取得に打ち込める
ことが可能となる。

【事業の成果】
　高等職業訓練促進費：看護士、介護福祉士等の国家資格取得のために養成機関に2年以
上在籍する場合に給付金を支給するもの。
　25年度 10名
　26年度  8名
　27年度 15名

【今後の課題・方向性】
　就職に有利な資格を取得する期間の経済的な負担の軽減により、資格取得に打ち込める
ことが可能になる。職業能力開発の講座受講料の助成と併せて継続的な取組みを行う。　 

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 母子福祉費

当初予算額 12,132 

補正予算額 2,713 

予算流・充用額 0 

最終予算額 14,845 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 14,844 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 11,133 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,711 諸収入 0 

計 14,844 その他 0 

（参考） 評価
結果

就職に有利な資格を取得する期間の経済的な負担の軽減により、資格取得に打ち込むことが可能となる。職業能力開発の口座受講料
の助成と併せて、継続的な取り組みを行う。前年度決算額 8,497 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１５ 項　　目　　名 低年齢児受入保育所保育士特別配置事業費補助金

主要な施策 私立保育園運営施設助成費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９０（健０１８）

【事業の概要】
　保育士１名が担当できる児童の数は国の基準で０歳児３名、１歳児６名と定められてい
いるが、年齢が１歳違うだけで保育士の負担が倍増する。また発達障がい児や気になる子
への対応、保護者支援など保育士に求められる課題が多様化している。
　1歳児が5人以上入園している保育園で、1人の保育士が担当する1歳児の人数が4.5人以
下になるように配置している場合に補助金を交付するもの。
　保育士の担当園児数が減ることでよりきめ細かい保育の実施が確保される。

【事業の成果】
　補助基準額（月額）　１歳児受入れに係る国配置基準と県配置基準における保育士数の
人役差×保育士人件費（月額）（正規職員：259,000円、非正規職員：148,500円）
　実施保育園　　18保育園
　補助金額
　　25年度　47,105千円　26年度　64,814千円　27年度　42,635千円

【今後の課題・方向性】
　県の制度を利用して継続実施する。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 54,634 

補正予算額 △ 400 

予算流・充用額 0 

最終予算額 54,234 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 42,634 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 21,309 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 21,325 諸収入 0 

計 42,634 その他 0 

（参考） 評価
結果

県の制度を利用して継続実施する。
前年度決算額 64,813 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１６ 項　　目　　名 保育所緊急整備事業費補助金

主要な施策 私立保育園運営施設助成費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：６月補正・Ｐ９（健００１）
　　　　　　　　　　　９月補正予算・Ｐ１１（健００２）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１７（健００６）

【事業の概要】
　近年、保育需要の増大とともに保育ニーズの低年齢化により保育園の収容力に不足が生
じている一方で、幼稚園に入園する児童数が減少している。幼保連携施設による受入れな
ど、園児の受入れ体制の整備が求められている。
　国の子育て支援対策として創設された「安心こども基金」による補助事業により、民間
法人が行う保育所整備等に助成を行い、施設定員の増員による待機児童対策に資する。

【事業の成果】
　平成25年度　 121,864千円(鳥取第二幼稚園、いなば幼稚園改修)
　平成26年度　　89,057千円(さくら保育園、久松保育園、コモド第一保育園改修)
　平成27年度　　30,214千円
　①湖山くれよん保育園施設改修（株式会社　ＮＬＮ）
　②ニチイキッズ鳥取駅南保育園施設改修（株式会社　ニチイ学館）
　③コモド第二保育園（(社)地域サポートネットワークとっとり）
　　(翌年度繰越額　13,676千円　コモド第二保育園)

【今後の課題・方向性】
　今後も園児の受け入れ体制の整備と待機児童対策として継続して事業を実施する。　　 

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 0 

補正予算額 47,448 

予算流・充用額 0 

最終予算額 47,448 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 30,214 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 26,857 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,357 諸収入 0 

計 30,214 その他 0 

（参考） 評価
結果

今後も園児の受け入れ体制の整備と待機児童対策として継続して事業を実施する。
前年度決算額 89,057 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１５ 項　　目　　名 低年齢児受入保育所保育士特別配置事業費補助金

主要な施策 私立保育園運営施設助成費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９０（健０１８）

【事業の概要】
　保育士１名が担当できる児童の数は国の基準で０歳児３名、１歳児６名と定められてい
いるが、年齢が１歳違うだけで保育士の負担が倍増する。また発達障がい児や気になる子
への対応、保護者支援など保育士に求められる課題が多様化している。
　1歳児が5人以上入園している保育園で、1人の保育士が担当する1歳児の人数が4.5人以
下になるように配置している場合に補助金を交付するもの。
　保育士の担当園児数が減ることでよりきめ細かい保育の実施が確保される。

【事業の成果】
　補助基準額（月額）　１歳児受入れに係る国配置基準と県配置基準における保育士数の
人役差×保育士人件費（月額）（正規職員：259,000円、非正規職員：148,500円）
　実施保育園　　18保育園
　補助金額
　　25年度　47,105千円　26年度　64,814千円　27年度　42,635千円

【今後の課題・方向性】
　県の制度を利用して継続実施する。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 54,634 

補正予算額 △ 400 

予算流・充用額 0 

最終予算額 54,234 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 42,634 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 21,309 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 21,325 諸収入 0 

計 42,634 その他 0 

（参考） 評価
結果

県の制度を利用して継続実施する。
前年度決算額 64,813 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１６ 項　　目　　名 保育所緊急整備事業費補助金

主要な施策 私立保育園運営施設助成費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：６月補正・Ｐ９（健００１）
　　　　　　　　　　　９月補正予算・Ｐ１１（健００２）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１７（健００６）

【事業の概要】
　近年、保育需要の増大とともに保育ニーズの低年齢化により保育園の収容力に不足が生
じている一方で、幼稚園に入園する児童数が減少している。幼保連携施設による受入れな
ど、園児の受入れ体制の整備が求められている。
　国の子育て支援対策として創設された「安心こども基金」による補助事業により、民間
法人が行う保育所整備等に助成を行い、施設定員の増員による待機児童対策に資する。

【事業の成果】
　平成25年度　 121,864千円(鳥取第二幼稚園、いなば幼稚園改修)
　平成26年度　　89,057千円(さくら保育園、久松保育園、コモド第一保育園改修)
　平成27年度　　30,214千円
　①湖山くれよん保育園施設改修（株式会社　ＮＬＮ）
　②ニチイキッズ鳥取駅南保育園施設改修（株式会社　ニチイ学館）
　③コモド第二保育園（(社)地域サポートネットワークとっとり）
　　(翌年度繰越額　13,676千円　コモド第二保育園)

【今後の課題・方向性】
　今後も園児の受け入れ体制の整備と待機児童対策として継続して事業を実施する。　　 

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 0 

補正予算額 47,448 

予算流・充用額 0 

最終予算額 47,448 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 30,214 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 26,857 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,357 諸収入 0 

計 30,214 その他 0 

（参考） 評価
結果

今後も園児の受け入れ体制の整備と待機児童対策として継続して事業を実施する。
前年度決算額 89,057 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１３ 項　　目　　名 市立保育園運営委託費

主要な施策 市立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８９（健０１６）

【事業の概要】
　大正と白兎保育園は指定管理者制度を導入して運営している。
　指定管理者制度を導入することで、コストの軽減、保育ニーズの多様化への対応が図ら
れる。

【事業の成果】
　保育園２園（大正保育園・白兎保育園）の運営委託。

【今後の課題・方向性】
　民間の経営手法を活かして保育園運営を実施するため今後も継続する。　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 245,673 

補正予算額 15,497 

予算流・充用額 0 

最終予算額 261,170 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 252,827 36,849 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 6,897 0 

地方債 0 0 

その他 36,849 0 

一般財源 209,081 諸収入 0 

計 252,827 その他 0 

（参考） 評価
結果

民間の経営手法を活かして保育園運営を実施するため今後も継続する。
前年度決算額 221,383 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１４ 項　　目　　名 私立保育園運営費

主要な施策 私立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係　0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９０（健０１７）
　　　　　　　　　　　９月補正予算・Ｐ１１（健００１）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１７（健００５）

【事業の概要】
　私立保育園・認定こども園・地域型保育事業は国の基準に基づいて運営費が定められてお
り、入所児童数に応じた運営費用を支出している。これにより、各保育施設の実質的な運営
が確保され、入所児童の保育環境の向上に繋がる。
　平成27年度から子ども・子育て支援新制度の施行により、認定こども園(1号認定)、地域
型保育事業が対象となった。

【事業の成果】
　在園児童数、特別保育事業に基づく委託料の支払い。
　H25年度　17園　2,843人　2,297,743千円
　H26年度　21園　3,231人　2,390,392千円
　H27年度　24園　4,135人　3,242,123千円

【今後の課題・方向性】
　今後も国の定める制度に基づいて事業を行っていく。　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 3,189,427 

補正予算額 258,135 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,447,562 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 3,267,186 486,058 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,671,499 0 

地方債 0 0 

その他 486,058 0 

一般財源 1,109,629 諸収入 0 

計 3,267,186 その他 0 

（参考） 評価
結果

今後も国の定める制度に基づいて事業を行っていく。
前年度決算額 2,638,035 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１３ 項　　目　　名 市立保育園運営委託費

主要な施策 市立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８９（健０１６）

【事業の概要】
　大正と白兎保育園は指定管理者制度を導入して運営している。
　指定管理者制度を導入することで、コストの軽減、保育ニーズの多様化への対応が図ら
れる。

【事業の成果】
　保育園２園（大正保育園・白兎保育園）の運営委託。

【今後の課題・方向性】
　民間の経営手法を活かして保育園運営を実施するため今後も継続する。　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 245,673 

補正予算額 15,497 

予算流・充用額 0 

最終予算額 261,170 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 252,827 36,849 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 6,897 0 

地方債 0 0 

その他 36,849 0 

一般財源 209,081 諸収入 0 

計 252,827 その他 0 

（参考） 評価
結果

民間の経営手法を活かして保育園運営を実施するため今後も継続する。
前年度決算額 221,383 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１４ 項　　目　　名 私立保育園運営費

主要な施策 私立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係　0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９０（健０１７）
　　　　　　　　　　　９月補正予算・Ｐ１１（健００１）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１７（健００５）

【事業の概要】
　私立保育園・認定こども園・地域型保育事業は国の基準に基づいて運営費が定められてお
り、入所児童数に応じた運営費用を支出している。これにより、各保育施設の実質的な運営
が確保され、入所児童の保育環境の向上に繋がる。
　平成27年度から子ども・子育て支援新制度の施行により、認定こども園(1号認定)、地域
型保育事業が対象となった。

【事業の成果】
　在園児童数、特別保育事業に基づく委託料の支払い。
　H25年度　17園　2,843人　2,297,743千円
　H26年度　21園　3,231人　2,390,392千円
　H27年度　24園　4,135人　3,242,123千円

【今後の課題・方向性】
　今後も国の定める制度に基づいて事業を行っていく。　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 3,189,427 

補正予算額 258,135 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,447,562 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 3,267,186 486,058 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,671,499 0 

地方債 0 0 

その他 486,058 0 

一般財源 1,109,629 諸収入 0 

計 3,267,186 その他 0 

（参考） 評価
結果

今後も国の定める制度に基づいて事業を行っていく。
前年度決算額 2,638,035 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１５ 項　　目　　名 低年齢児受入保育所保育士特別配置事業費補助金

主要な施策 私立保育園運営施設助成費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９０（健０１８）

【事業の概要】
　保育士１名が担当できる児童の数は国の基準で０歳児３名、１歳児６名と定められてい
いるが、年齢が１歳違うだけで保育士の負担が倍増する。また発達障がい児や気になる子
への対応、保護者支援など保育士に求められる課題が多様化している。
　1歳児が5人以上入園している保育園で、1人の保育士が担当する1歳児の人数が4.5人以
下になるように配置している場合に補助金を交付するもの。
　保育士の担当園児数が減ることでよりきめ細かい保育の実施が確保される。

【事業の成果】
　補助基準額（月額）　１歳児受入れに係る国配置基準と県配置基準における保育士数の
人役差×保育士人件費（月額）（正規職員：259,000円、非正規職員：148,500円）
　実施保育園　　18保育園
　補助金額
　　25年度　47,105千円　26年度　64,814千円　27年度　42,635千円

【今後の課題・方向性】
　県の制度を利用して継続実施する。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 54,634 

補正予算額 △ 400 

予算流・充用額 0 

最終予算額 54,234 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 42,634 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 21,309 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 21,325 諸収入 0 

計 42,634 その他 0 

（参考） 評価
結果

県の制度を利用して継続実施する。
前年度決算額 64,813 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１６ 項　　目　　名 保育所緊急整備事業費補助金

主要な施策 私立保育園運営施設助成費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：６月補正・Ｐ９（健００１）
　　　　　　　　　　　９月補正予算・Ｐ１１（健００２）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１７（健００６）

【事業の概要】
　近年、保育需要の増大とともに保育ニーズの低年齢化により保育園の収容力に不足が生
じている一方で、幼稚園に入園する児童数が減少している。幼保連携施設による受入れな
ど、園児の受入れ体制の整備が求められている。
　国の子育て支援対策として創設された「安心こども基金」による補助事業により、民間
法人が行う保育所整備等に助成を行い、施設定員の増員による待機児童対策に資する。

【事業の成果】
　平成25年度　 121,864千円(鳥取第二幼稚園、いなば幼稚園改修)
　平成26年度　　89,057千円(さくら保育園、久松保育園、コモド第一保育園改修)
　平成27年度　　30,214千円
　①湖山くれよん保育園施設改修（株式会社　ＮＬＮ）
　②ニチイキッズ鳥取駅南保育園施設改修（株式会社　ニチイ学館）
　③コモド第二保育園（(社)地域サポートネットワークとっとり）
　　(翌年度繰越額　13,676千円　コモド第二保育園)

【今後の課題・方向性】
　今後も園児の受け入れ体制の整備と待機児童対策として継続して事業を実施する。　　 

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 0 

補正予算額 47,448 

予算流・充用額 0 

最終予算額 47,448 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 30,214 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 26,857 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,357 諸収入 0 

計 30,214 その他 0 

（参考） 評価
結果

今後も園児の受け入れ体制の整備と待機児童対策として継続して事業を実施する。
前年度決算額 89,057 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１５ 項　　目　　名 低年齢児受入保育所保育士特別配置事業費補助金

主要な施策 私立保育園運営施設助成費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９０（健０１８）

【事業の概要】
　保育士１名が担当できる児童の数は国の基準で０歳児３名、１歳児６名と定められてい
いるが、年齢が１歳違うだけで保育士の負担が倍増する。また発達障がい児や気になる子
への対応、保護者支援など保育士に求められる課題が多様化している。
　1歳児が5人以上入園している保育園で、1人の保育士が担当する1歳児の人数が4.5人以
下になるように配置している場合に補助金を交付するもの。
　保育士の担当園児数が減ることでよりきめ細かい保育の実施が確保される。

【事業の成果】
　補助基準額（月額）　１歳児受入れに係る国配置基準と県配置基準における保育士数の
人役差×保育士人件費（月額）（正規職員：259,000円、非正規職員：148,500円）
　実施保育園　　18保育園
　補助金額
　　25年度　47,105千円　26年度　64,814千円　27年度　42,635千円

【今後の課題・方向性】
　県の制度を利用して継続実施する。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 54,634 

補正予算額 △ 400 

予算流・充用額 0 

最終予算額 54,234 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 42,634 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 21,309 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 21,325 諸収入 0 

計 42,634 その他 0 

（参考） 評価
結果

県の制度を利用して継続実施する。
前年度決算額 64,813 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１６ 項　　目　　名 保育所緊急整備事業費補助金

主要な施策 私立保育園運営施設助成費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：６月補正・Ｐ９（健００１）
　　　　　　　　　　　９月補正予算・Ｐ１１（健００２）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１７（健００６）

【事業の概要】
　近年、保育需要の増大とともに保育ニーズの低年齢化により保育園の収容力に不足が生
じている一方で、幼稚園に入園する児童数が減少している。幼保連携施設による受入れな
ど、園児の受入れ体制の整備が求められている。
　国の子育て支援対策として創設された「安心こども基金」による補助事業により、民間
法人が行う保育所整備等に助成を行い、施設定員の増員による待機児童対策に資する。

【事業の成果】
　平成25年度　 121,864千円(鳥取第二幼稚園、いなば幼稚園改修)
　平成26年度　　89,057千円(さくら保育園、久松保育園、コモド第一保育園改修)
　平成27年度　　30,214千円
　①湖山くれよん保育園施設改修（株式会社　ＮＬＮ）
　②ニチイキッズ鳥取駅南保育園施設改修（株式会社　ニチイ学館）
　③コモド第二保育園（(社)地域サポートネットワークとっとり）
　　(翌年度繰越額　13,676千円　コモド第二保育園)

【今後の課題・方向性】
　今後も園児の受け入れ体制の整備と待機児童対策として継続して事業を実施する。　　 

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 0 

補正予算額 47,448 

予算流・充用額 0 

最終予算額 47,448 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 30,214 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 26,857 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,357 諸収入 0 

計 30,214 その他 0 

（参考） 評価
結果

今後も園児の受け入れ体制の整備と待機児童対策として継続して事業を実施する。
前年度決算額 89,057 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１３ 項　　目　　名 市立保育園運営委託費

主要な施策 市立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８９（健０１６）

【事業の概要】
　大正と白兎保育園は指定管理者制度を導入して運営している。
　指定管理者制度を導入することで、コストの軽減、保育ニーズの多様化への対応が図ら
れる。

【事業の成果】
　保育園２園（大正保育園・白兎保育園）の運営委託。

【今後の課題・方向性】
　民間の経営手法を活かして保育園運営を実施するため今後も継続する。　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 245,673 

補正予算額 15,497 

予算流・充用額 0 

最終予算額 261,170 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 252,827 36,849 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 6,897 0 

地方債 0 0 

その他 36,849 0 

一般財源 209,081 諸収入 0 

計 252,827 その他 0 

（参考） 評価
結果

民間の経営手法を活かして保育園運営を実施するため今後も継続する。
前年度決算額 221,383 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１４ 項　　目　　名 私立保育園運営費

主要な施策 私立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係　0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９０（健０１７）
　　　　　　　　　　　９月補正予算・Ｐ１１（健００１）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１７（健００５）

【事業の概要】
　私立保育園・認定こども園・地域型保育事業は国の基準に基づいて運営費が定められてお
り、入所児童数に応じた運営費用を支出している。これにより、各保育施設の実質的な運営
が確保され、入所児童の保育環境の向上に繋がる。
　平成27年度から子ども・子育て支援新制度の施行により、認定こども園(1号認定)、地域
型保育事業が対象となった。

【事業の成果】
　在園児童数、特別保育事業に基づく委託料の支払い。
　H25年度　17園　2,843人　2,297,743千円
　H26年度　21園　3,231人　2,390,392千円
　H27年度　24園　4,135人　3,242,123千円

【今後の課題・方向性】
　今後も国の定める制度に基づいて事業を行っていく。　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 3,189,427 

補正予算額 258,135 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,447,562 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 3,267,186 486,058 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,671,499 0 

地方債 0 0 

その他 486,058 0 

一般財源 1,109,629 諸収入 0 

計 3,267,186 その他 0 

（参考） 評価
結果

今後も国の定める制度に基づいて事業を行っていく。
前年度決算額 2,638,035 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１３ 項　　目　　名 市立保育園運営委託費

主要な施策 市立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８９（健０１６）

【事業の概要】
　大正と白兎保育園は指定管理者制度を導入して運営している。
　指定管理者制度を導入することで、コストの軽減、保育ニーズの多様化への対応が図ら
れる。

【事業の成果】
　保育園２園（大正保育園・白兎保育園）の運営委託。

【今後の課題・方向性】
　民間の経営手法を活かして保育園運営を実施するため今後も継続する。　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 245,673 

補正予算額 15,497 

予算流・充用額 0 

最終予算額 261,170 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 252,827 36,849 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 6,897 0 

地方債 0 0 

その他 36,849 0 

一般財源 209,081 諸収入 0 

計 252,827 その他 0 

（参考） 評価
結果

民間の経営手法を活かして保育園運営を実施するため今後も継続する。
前年度決算額 221,383 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１４ 項　　目　　名 私立保育園運営費

主要な施策 私立保育園運営費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係　0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９０（健０１７）
　　　　　　　　　　　９月補正予算・Ｐ１１（健００１）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１７（健００５）

【事業の概要】
　私立保育園・認定こども園・地域型保育事業は国の基準に基づいて運営費が定められてお
り、入所児童数に応じた運営費用を支出している。これにより、各保育施設の実質的な運営
が確保され、入所児童の保育環境の向上に繋がる。
　平成27年度から子ども・子育て支援新制度の施行により、認定こども園(1号認定)、地域
型保育事業が対象となった。

【事業の成果】
　在園児童数、特別保育事業に基づく委託料の支払い。
　H25年度　17園　2,843人　2,297,743千円
　H26年度　21園　3,231人　2,390,392千円
　H27年度　24園　4,135人　3,242,123千円

【今後の課題・方向性】
　今後も国の定める制度に基づいて事業を行っていく。　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 3,189,427 

補正予算額 258,135 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,447,562 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 3,267,186 486,058 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,671,499 0 

地方債 0 0 

その他 486,058 0 

一般財源 1,109,629 諸収入 0 

計 3,267,186 その他 0 

（参考） 評価
結果

今後も国の定める制度に基づいて事業を行っていく。
前年度決算額 2,638,035 

- 96 -
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１９ 項　　目　　名 森・里山等自然保育事業費

主要な施策 認可外保育園子育て支援事業費 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：９月補正予算・Ｐ１３（健００５）

【事業の概要】
　自然環境の中、子どもが持っている感覚や感性を信じ、引き出す幼児教育や保育が今注目
されている。
　森・里山等自然保育に取組む保育等施設へ通園する児童に対し、経費の一部を助成する
ことにより子育て支援の充実を図る。

【事業の成果】
「森のようちえん等」に通園する市内児童の保護者へ通園経費等の一部を助成。
　補助対象施設：風りんりん（鳥取市）、まるたんぼう（智頭町）
　H27年度：1,650千円

【今後の課題・方向性】
　３年間の事業として29年度まで継続して実施。30年度以降は情勢を見ながら今後検討。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 0 

補正予算額 1,714 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,714 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,650 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,650 諸収入 0 

計 1,650 その他 0 

（参考） 評価
結果

３年間の事業として29年度まで継続して実施。30年度以降は情勢を見ながら今後検討。
前年度決算額 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２０ 項　　目　　名 母子生活支援施設運営費

主要な施策 母子生活支援施設運営費 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９２（健０２１）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１８（健００７）

【事業の概要】
　離婚、ＤＶ等事情のある母子家庭の自立を支援するため、安全で安心して暮らせる住居
が必要であり、そのため、鳥取市母子生活支援施設「つくし」を設置し、運営を（社福）
鳥取福祉会に指定管理委託する。

【事業の成果】
　１８歳までの児童を養育する上でＤＶ等特別な事情のある母子家庭に住居を提供すること
で、当該家庭が精神的にも経済的にも自立できるよう支援が図られる。
　・鳥取市母子生活支援施設「つくし」の運営･･･２０世帯入居可能
　　　２７年度入居世帯数　２０世帯（内広域による入所５世帯）

【今後の課題・方向性】
　入居・支援を必要とする母子家庭のため運営を続ける。

　※その他財源の諸収入は、広域入所における入所負担金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 母子生活支援施設費

当初予算額 77,856 

補正予算額 10,868 

予算流・充用額 0 

最終予算額 88,724 その他財源の内訳

分担金 0 

249 

本年度決算額 88,681 173 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 40,119 0 

地方債 0 0 

その他 19,453 0 

一般財源 29,109 諸収入 19,031 

計 88,681 その他 0 

（参考） 評価
結果

母子家庭やＤＶ等特別な事情のある家庭が自立を目指すために、安全で安心して暮らせる施設を提供するため継続して維持する必要
がある。前年度決算額 79,324 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１９ 項　　目　　名 森・里山等自然保育事業費

主要な施策 認可外保育園子育て支援事業費 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：９月補正予算・Ｐ１３（健００５）

【事業の概要】
　自然環境の中、子どもが持っている感覚や感性を信じ、引き出す幼児教育や保育が今注目
されている。
　森・里山等自然保育に取組む保育等施設へ通園する児童に対し、経費の一部を助成する
ことにより子育て支援の充実を図る。

【事業の成果】
「森のようちえん等」に通園する市内児童の保護者へ通園経費等の一部を助成。
　補助対象施設：風りんりん（鳥取市）、まるたんぼう（智頭町）
　H27年度：1,650千円

【今後の課題・方向性】
　３年間の事業として29年度まで継続して実施。30年度以降は情勢を見ながら今後検討。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 0 

補正予算額 1,714 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,714 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,650 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,650 諸収入 0 

計 1,650 その他 0 

（参考） 評価
結果

３年間の事業として29年度まで継続して実施。30年度以降は情勢を見ながら今後検討。
前年度決算額 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２０ 項　　目　　名 母子生活支援施設運営費

主要な施策 母子生活支援施設運営費 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９２（健０２１）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１８（健００７）

【事業の概要】
　離婚、ＤＶ等事情のある母子家庭の自立を支援するため、安全で安心して暮らせる住居
が必要であり、そのため、鳥取市母子生活支援施設「つくし」を設置し、運営を（社福）
鳥取福祉会に指定管理委託する。

【事業の成果】
　１８歳までの児童を養育する上でＤＶ等特別な事情のある母子家庭に住居を提供すること
で、当該家庭が精神的にも経済的にも自立できるよう支援が図られる。
　・鳥取市母子生活支援施設「つくし」の運営･･･２０世帯入居可能
　　　２７年度入居世帯数　２０世帯（内広域による入所５世帯）

【今後の課題・方向性】
　入居・支援を必要とする母子家庭のため運営を続ける。

　※その他財源の諸収入は、広域入所における入所負担金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 母子生活支援施設費

当初予算額 77,856 

補正予算額 10,868 

予算流・充用額 0 

最終予算額 88,724 その他財源の内訳

分担金 0 

249 

本年度決算額 88,681 173 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 40,119 0 

地方債 0 0 

その他 19,453 0 

一般財源 29,109 諸収入 19,031 

計 88,681 その他 0 

（参考） 評価
結果

母子家庭やＤＶ等特別な事情のある家庭が自立を目指すために、安全で安心して暮らせる施設を提供するため継続して維持する必要
がある。前年度決算額 79,324 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１７ 項　　目　　名 保育園耐震改修等事業費

主要な施策 保育園施設整備費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９１（健０１９）
　　　　　　　　　　　６月補正予算・Ｐ９（健００２）

【事業の概要】
　耐震診断の結果、耐震性の低い保育園の早期改築を行うことで、安心・安全な保育環境
を整備し、併せて施設収容力を拡大することによる待機児童対策を行う。

【事業の成果】
　平成25年度　  62,482千円(賀露・富桑保育園改築に向けた設計調査等)
　平成26年度　 970,968千円(賀露・富桑・美和・白兎・美保保育園改築工事等)
　平成27年度　 169,279千円
　　　　　　　　富桑保育園、賀露保育園の解体・外構工事を実施。
　　　　　　　　美保保育園の代替地取得・売渡。
　　　　　　　　(翌年度繰越額　59,203千円　事務委託費・公有財産購入費)

【今後の課題・方向性】
　平成28年度：美保保育園の用地取得、改築工事

　※その他財源の財産収入は、美保保育園の隣接地取得のための代替地売り払い代金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 250,385 

補正予算額 709 

予算流・充用額 0 

最終予算額 251,094 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 169,279 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 61,123 

地方債 95,600 0 

その他 61,123 0 

一般財源 12,556 諸収入 0 

計 169,279 その他 0 

（参考） 評価
結果

計画的に耐震改修を進め、利用者の安心安全を確保する。
前年度決算額 970,968 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１８ 項　　目　　名 病児・病後児保育事業費

主要な施策 病児・病後児保育事業費 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464
【９次総の施策体系】1101
【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９１（健０２０）
　　　　　　　　　　　９月補正予算・Ｐ１２（健００４）
【事業の概要】
　①病児保育事業（せいきょうこどもクリニック、病児保育室とくよし）
　　　児童が病気の回復期に至らない場合で、当面の症状の急変が認められない場合にお
　　いて、通常保育とは別の専用施設で預かることにより、児童の健全育成と親の子育て
　　と仕事との両立支援を図る。平成27年度に病児保育室とくよしを新たに開設した。
　②病後児保育事業（市立病院、保育園２園）
　　　病気回復期で集団保育が出来ない児童を通常保育とは別の専用施設で預かることに
　　より、児童の健全育成と親の子育てと仕事との両立支援を図る。
　③非施設型病児・病後児保育事業（ＩＴサポート研究所）
　　　病気中又は病気回復期で集団保育が出来ない児童を施設で預かるのではなく、子ど
　　もの家に保育者が伺い病児・病後児保育を行い、親の子育てと仕事との両立支援を図
　　る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　利用時間　　　　利用料金
　せいきょうこどもクリニック　8：00～18：00　2,500円／日（２回目以降1,000円）
　病児保育室とくよし　　　　　8：00～18：00　2,500円／日（２回目以降1,000円）
　市立病院　　　　　　　　　　8：00～18：00　2,500円／日（２回目以降1,000円）
　すくすく保育園　　　　　　　8：30～17：30　　500円／日
　ひかり保育園　　　　　　　　8：30～17：30　　500円／日
　ＩＴサポート研究所　　　　　8：00～18：30　　540円／時間（別途登録料）
【事業の成果】
　25年度：1,704人、26年度：1,561人、27年度：1,839人
【今後の課題・方向性】
　保護者のニーズが年々高まっていることから、利用状況をみながら拡大等の検討をしてい
く。
　※その他財源の諸収入は、利用者負担金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 40,423 

補正予算額 13,576 

予算流・充用額 0 

最終予算額 53,999 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 48,455 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 29,280 0 

地方債 0 0 

その他 546 0 

一般財源 18,629 諸収入 546 

計 48,455 その他 0 

（参考） 評価
結果

本年度は、新たな施設として「病児保育室とくよし」の開設を行ったところであるが、保護者のニーズは依然として高く、今後も利
用状況をみながら拡大等の検討をしていく。前年度決算額 34,605 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１７ 項　　目　　名 保育園耐震改修等事業費

主要な施策 保育園施設整備費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９１（健０１９）
　　　　　　　　　　　６月補正予算・Ｐ９（健００２）

【事業の概要】
　耐震診断の結果、耐震性の低い保育園の早期改築を行うことで、安心・安全な保育環境
を整備し、併せて施設収容力を拡大することによる待機児童対策を行う。

【事業の成果】
　平成25年度　  62,482千円(賀露・富桑保育園改築に向けた設計調査等)
　平成26年度　 970,968千円(賀露・富桑・美和・白兎・美保保育園改築工事等)
　平成27年度　 169,279千円
　　　　　　　　富桑保育園、賀露保育園の解体・外構工事を実施。
　　　　　　　　美保保育園の代替地取得・売渡。
　　　　　　　　(翌年度繰越額　59,203千円　事務委託費・公有財産購入費)

【今後の課題・方向性】
　平成28年度：美保保育園の用地取得、改築工事

　※その他財源の財産収入は、美保保育園の隣接地取得のための代替地売り払い代金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 250,385 

補正予算額 709 

予算流・充用額 0 

最終予算額 251,094 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 169,279 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 61,123 

地方債 95,600 0 

その他 61,123 0 

一般財源 12,556 諸収入 0 

計 169,279 その他 0 

（参考） 評価
結果

計画的に耐震改修を進め、利用者の安心安全を確保する。
前年度決算額 970,968 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１８ 項　　目　　名 病児・病後児保育事業費

主要な施策 病児・病後児保育事業費 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464
【９次総の施策体系】1101
【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９１（健０２０）
　　　　　　　　　　　９月補正予算・Ｐ１２（健００４）
【事業の概要】
　①病児保育事業（せいきょうこどもクリニック、病児保育室とくよし）
　　　児童が病気の回復期に至らない場合で、当面の症状の急変が認められない場合にお
　　いて、通常保育とは別の専用施設で預かることにより、児童の健全育成と親の子育て
　　と仕事との両立支援を図る。平成27年度に病児保育室とくよしを新たに開設した。
　②病後児保育事業（市立病院、保育園２園）
　　　病気回復期で集団保育が出来ない児童を通常保育とは別の専用施設で預かることに
　　より、児童の健全育成と親の子育てと仕事との両立支援を図る。
　③非施設型病児・病後児保育事業（ＩＴサポート研究所）
　　　病気中又は病気回復期で集団保育が出来ない児童を施設で預かるのではなく、子ど
　　もの家に保育者が伺い病児・病後児保育を行い、親の子育てと仕事との両立支援を図
　　る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　利用時間　　　　利用料金
　せいきょうこどもクリニック　8：00～18：00　2,500円／日（２回目以降1,000円）
　病児保育室とくよし　　　　　8：00～18：00　2,500円／日（２回目以降1,000円）
　市立病院　　　　　　　　　　8：00～18：00　2,500円／日（２回目以降1,000円）
　すくすく保育園　　　　　　　8：30～17：30　　500円／日
　ひかり保育園　　　　　　　　8：30～17：30　　500円／日
　ＩＴサポート研究所　　　　　8：00～18：30　　540円／時間（別途登録料）
【事業の成果】
　25年度：1,704人、26年度：1,561人、27年度：1,839人
【今後の課題・方向性】
　保護者のニーズが年々高まっていることから、利用状況をみながら拡大等の検討をしてい
く。
　※その他財源の諸収入は、利用者負担金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 40,423 

補正予算額 13,576 

予算流・充用額 0 

最終予算額 53,999 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 48,455 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 29,280 0 

地方債 0 0 

その他 546 0 

一般財源 18,629 諸収入 546 

計 48,455 その他 0 

（参考） 評価
結果

本年度は、新たな施設として「病児保育室とくよし」の開設を行ったところであるが、保護者のニーズは依然として高く、今後も利
用状況をみながら拡大等の検討をしていく。前年度決算額 34,605 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１９ 項　　目　　名 森・里山等自然保育事業費

主要な施策 認可外保育園子育て支援事業費 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：９月補正予算・Ｐ１３（健００５）

【事業の概要】
　自然環境の中、子どもが持っている感覚や感性を信じ、引き出す幼児教育や保育が今注目
されている。
　森・里山等自然保育に取組む保育等施設へ通園する児童に対し、経費の一部を助成する
ことにより子育て支援の充実を図る。

【事業の成果】
「森のようちえん等」に通園する市内児童の保護者へ通園経費等の一部を助成。
　補助対象施設：風りんりん（鳥取市）、まるたんぼう（智頭町）
　H27年度：1,650千円

【今後の課題・方向性】
　３年間の事業として29年度まで継続して実施。30年度以降は情勢を見ながら今後検討。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 0 

補正予算額 1,714 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,714 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,650 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,650 諸収入 0 

計 1,650 その他 0 

（参考） 評価
結果

３年間の事業として29年度まで継続して実施。30年度以降は情勢を見ながら今後検討。
前年度決算額 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２０ 項　　目　　名 母子生活支援施設運営費

主要な施策 母子生活支援施設運営費 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９２（健０２１）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１８（健００７）

【事業の概要】
　離婚、ＤＶ等事情のある母子家庭の自立を支援するため、安全で安心して暮らせる住居
が必要であり、そのため、鳥取市母子生活支援施設「つくし」を設置し、運営を（社福）
鳥取福祉会に指定管理委託する。

【事業の成果】
　１８歳までの児童を養育する上でＤＶ等特別な事情のある母子家庭に住居を提供すること
で、当該家庭が精神的にも経済的にも自立できるよう支援が図られる。
　・鳥取市母子生活支援施設「つくし」の運営･･･２０世帯入居可能
　　　２７年度入居世帯数　２０世帯（内広域による入所５世帯）

【今後の課題・方向性】
　入居・支援を必要とする母子家庭のため運営を続ける。

　※その他財源の諸収入は、広域入所における入所負担金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 母子生活支援施設費

当初予算額 77,856 

補正予算額 10,868 

予算流・充用額 0 

最終予算額 88,724 その他財源の内訳

分担金 0 

249 

本年度決算額 88,681 173 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 40,119 0 

地方債 0 0 

その他 19,453 0 

一般財源 29,109 諸収入 19,031 

計 88,681 その他 0 

（参考） 評価
結果

母子家庭やＤＶ等特別な事情のある家庭が自立を目指すために、安全で安心して暮らせる施設を提供するため継続して維持する必要
がある。前年度決算額 79,324 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１９ 項　　目　　名 森・里山等自然保育事業費

主要な施策 認可外保育園子育て支援事業費 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：９月補正予算・Ｐ１３（健００５）

【事業の概要】
　自然環境の中、子どもが持っている感覚や感性を信じ、引き出す幼児教育や保育が今注目
されている。
　森・里山等自然保育に取組む保育等施設へ通園する児童に対し、経費の一部を助成する
ことにより子育て支援の充実を図る。

【事業の成果】
「森のようちえん等」に通園する市内児童の保護者へ通園経費等の一部を助成。
　補助対象施設：風りんりん（鳥取市）、まるたんぼう（智頭町）
　H27年度：1,650千円

【今後の課題・方向性】
　３年間の事業として29年度まで継続して実施。30年度以降は情勢を見ながら今後検討。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 0 

補正予算額 1,714 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,714 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,650 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,650 諸収入 0 

計 1,650 その他 0 

（参考） 評価
結果

３年間の事業として29年度まで継続して実施。30年度以降は情勢を見ながら今後検討。
前年度決算額 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２０ 項　　目　　名 母子生活支援施設運営費

主要な施策 母子生活支援施設運営費 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】育成係 0857-20-3465

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９２（健０２１）
　　　　　　　　　　　１２月補正予算・Ｐ１８（健００７）

【事業の概要】
　離婚、ＤＶ等事情のある母子家庭の自立を支援するため、安全で安心して暮らせる住居
が必要であり、そのため、鳥取市母子生活支援施設「つくし」を設置し、運営を（社福）
鳥取福祉会に指定管理委託する。

【事業の成果】
　１８歳までの児童を養育する上でＤＶ等特別な事情のある母子家庭に住居を提供すること
で、当該家庭が精神的にも経済的にも自立できるよう支援が図られる。
　・鳥取市母子生活支援施設「つくし」の運営･･･２０世帯入居可能
　　　２７年度入居世帯数　２０世帯（内広域による入所５世帯）

【今後の課題・方向性】
　入居・支援を必要とする母子家庭のため運営を続ける。

　※その他財源の諸収入は、広域入所における入所負担金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 母子生活支援施設費

当初予算額 77,856 

補正予算額 10,868 

予算流・充用額 0 

最終予算額 88,724 その他財源の内訳

分担金 0 

249 

本年度決算額 88,681 173 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 40,119 0 

地方債 0 0 

その他 19,453 0 

一般財源 29,109 諸収入 19,031 

計 88,681 その他 0 

（参考） 評価
結果

母子家庭やＤＶ等特別な事情のある家庭が自立を目指すために、安全で安心して暮らせる施設を提供するため継続して維持する必要
がある。前年度決算額 79,324 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１７ 項　　目　　名 保育園耐震改修等事業費

主要な施策 保育園施設整備費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９１（健０１９）
　　　　　　　　　　　６月補正予算・Ｐ９（健００２）

【事業の概要】
　耐震診断の結果、耐震性の低い保育園の早期改築を行うことで、安心・安全な保育環境
を整備し、併せて施設収容力を拡大することによる待機児童対策を行う。

【事業の成果】
　平成25年度　  62,482千円(賀露・富桑保育園改築に向けた設計調査等)
　平成26年度　 970,968千円(賀露・富桑・美和・白兎・美保保育園改築工事等)
　平成27年度　 169,279千円
　　　　　　　　富桑保育園、賀露保育園の解体・外構工事を実施。
　　　　　　　　美保保育園の代替地取得・売渡。
　　　　　　　　(翌年度繰越額　59,203千円　事務委託費・公有財産購入費)

【今後の課題・方向性】
　平成28年度：美保保育園の用地取得、改築工事

　※その他財源の財産収入は、美保保育園の隣接地取得のための代替地売り払い代金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 250,385 

補正予算額 709 

予算流・充用額 0 

最終予算額 251,094 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 169,279 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 61,123 

地方債 95,600 0 

その他 61,123 0 

一般財源 12,556 諸収入 0 

計 169,279 その他 0 

（参考） 評価
結果

計画的に耐震改修を進め、利用者の安心安全を確保する。
前年度決算額 970,968 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１８ 項　　目　　名 病児・病後児保育事業費

主要な施策 病児・病後児保育事業費 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464
【９次総の施策体系】1101
【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９１（健０２０）
　　　　　　　　　　　９月補正予算・Ｐ１２（健００４）
【事業の概要】
　①病児保育事業（せいきょうこどもクリニック、病児保育室とくよし）
　　　児童が病気の回復期に至らない場合で、当面の症状の急変が認められない場合にお
　　いて、通常保育とは別の専用施設で預かることにより、児童の健全育成と親の子育て
　　と仕事との両立支援を図る。平成27年度に病児保育室とくよしを新たに開設した。
　②病後児保育事業（市立病院、保育園２園）
　　　病気回復期で集団保育が出来ない児童を通常保育とは別の専用施設で預かることに
　　より、児童の健全育成と親の子育てと仕事との両立支援を図る。
　③非施設型病児・病後児保育事業（ＩＴサポート研究所）
　　　病気中又は病気回復期で集団保育が出来ない児童を施設で預かるのではなく、子ど
　　もの家に保育者が伺い病児・病後児保育を行い、親の子育てと仕事との両立支援を図
　　る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　利用時間　　　　利用料金
　せいきょうこどもクリニック　8：00～18：00　2,500円／日（２回目以降1,000円）
　病児保育室とくよし　　　　　8：00～18：00　2,500円／日（２回目以降1,000円）
　市立病院　　　　　　　　　　8：00～18：00　2,500円／日（２回目以降1,000円）
　すくすく保育園　　　　　　　8：30～17：30　　500円／日
　ひかり保育園　　　　　　　　8：30～17：30　　500円／日
　ＩＴサポート研究所　　　　　8：00～18：30　　540円／時間（別途登録料）
【事業の成果】
　25年度：1,704人、26年度：1,561人、27年度：1,839人
【今後の課題・方向性】
　保護者のニーズが年々高まっていることから、利用状況をみながら拡大等の検討をしてい
く。
　※その他財源の諸収入は、利用者負担金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 40,423 

補正予算額 13,576 

予算流・充用額 0 

最終予算額 53,999 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 48,455 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 29,280 0 

地方債 0 0 

その他 546 0 

一般財源 18,629 諸収入 546 

計 48,455 その他 0 

（参考） 評価
結果

本年度は、新たな施設として「病児保育室とくよし」の開設を行ったところであるが、保護者のニーズは依然として高く、今後も利
用状況をみながら拡大等の検討をしていく。前年度決算額 34,605 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１７ 項　　目　　名 保育園耐震改修等事業費

主要な施策 保育園施設整備費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９１（健０１９）
　　　　　　　　　　　６月補正予算・Ｐ９（健００２）

【事業の概要】
　耐震診断の結果、耐震性の低い保育園の早期改築を行うことで、安心・安全な保育環境
を整備し、併せて施設収容力を拡大することによる待機児童対策を行う。

【事業の成果】
　平成25年度　  62,482千円(賀露・富桑保育園改築に向けた設計調査等)
　平成26年度　 970,968千円(賀露・富桑・美和・白兎・美保保育園改築工事等)
　平成27年度　 169,279千円
　　　　　　　　富桑保育園、賀露保育園の解体・外構工事を実施。
　　　　　　　　美保保育園の代替地取得・売渡。
　　　　　　　　(翌年度繰越額　59,203千円　事務委託費・公有財産購入費)

【今後の課題・方向性】
　平成28年度：美保保育園の用地取得、改築工事

　※その他財源の財産収入は、美保保育園の隣接地取得のための代替地売り払い代金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 250,385 

補正予算額 709 

予算流・充用額 0 

最終予算額 251,094 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 169,279 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 61,123 

地方債 95,600 0 

その他 61,123 0 

一般財源 12,556 諸収入 0 

計 169,279 その他 0 

（参考） 評価
結果

計画的に耐震改修を進め、利用者の安心安全を確保する。
前年度決算額 970,968 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０１８ 項　　目　　名 病児・病後児保育事業費

主要な施策 病児・病後児保育事業費 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464
【９次総の施策体系】1101
【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９１（健０２０）
　　　　　　　　　　　９月補正予算・Ｐ１２（健００４）
【事業の概要】
　①病児保育事業（せいきょうこどもクリニック、病児保育室とくよし）
　　　児童が病気の回復期に至らない場合で、当面の症状の急変が認められない場合にお
　　いて、通常保育とは別の専用施設で預かることにより、児童の健全育成と親の子育て
　　と仕事との両立支援を図る。平成27年度に病児保育室とくよしを新たに開設した。
　②病後児保育事業（市立病院、保育園２園）
　　　病気回復期で集団保育が出来ない児童を通常保育とは別の専用施設で預かることに
　　より、児童の健全育成と親の子育てと仕事との両立支援を図る。
　③非施設型病児・病後児保育事業（ＩＴサポート研究所）
　　　病気中又は病気回復期で集団保育が出来ない児童を施設で預かるのではなく、子ど
　　もの家に保育者が伺い病児・病後児保育を行い、親の子育てと仕事との両立支援を図
　　る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　利用時間　　　　利用料金
　せいきょうこどもクリニック　8：00～18：00　2,500円／日（２回目以降1,000円）
　病児保育室とくよし　　　　　8：00～18：00　2,500円／日（２回目以降1,000円）
　市立病院　　　　　　　　　　8：00～18：00　2,500円／日（２回目以降1,000円）
　すくすく保育園　　　　　　　8：30～17：30　　500円／日
　ひかり保育園　　　　　　　　8：30～17：30　　500円／日
　ＩＴサポート研究所　　　　　8：00～18：30　　540円／時間（別途登録料）
【事業の成果】
　25年度：1,704人、26年度：1,561人、27年度：1,839人
【今後の課題・方向性】
　保護者のニーズが年々高まっていることから、利用状況をみながら拡大等の検討をしてい
く。
　※その他財源の諸収入は、利用者負担金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 保育所費

当初予算額 40,423 

補正予算額 13,576 

予算流・充用額 0 

最終予算額 53,999 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 48,455 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 29,280 0 

地方債 0 0 

その他 546 0 

一般財源 18,629 諸収入 546 

計 48,455 その他 0 

（参考） 評価
結果

本年度は、新たな施設として「病児保育室とくよし」の開設を行ったところであるが、保護者のニーズは依然として高く、今後も利
用状況をみながら拡大等の検討をしていく。前年度決算額 34,605 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２３ 項　　目　　名 私立幼稚園第３子以降保育料無償化事業補助金

主要な施策 私立幼稚園第３子保育料軽減子育て支援事業費補助金 ページ 44 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９３（健０２４）

【事業の概要】
　多子世帯の幼稚園保育料を軽減することにより、経済的負担の軽減及び子育てしやすい
環境づくりを促進する。
　市内に在住し、私立幼稚園に在園する同一世帯の第3子以降に係る保育料を無償化する。
　平成27年8月分までは保護者が幼稚園に支払う保育料から「同時在園保育料軽減」及び
「就園奨励費補助金」を控除した額（補助対象経費）に2分の1を乗じて得た額を交付し、同
年9月分より無償化を実施。

【事業の成果】
（補助実績）
　　25年度　　202人　8,344千円
　　26年度　　202人　7,933千円
  　27年度　　201人　8,330千円

【今後の課題・方向性】
　子育てしやすい環境促進のため継続して事業を実施する。

一般会計

款 教育費

項 教育総務費

目 私立学校振興費

当初予算額 20,712 

補正予算額 △ 11,960 

予算流・充用額 0 

最終予算額 8,752 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 8,330 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,842 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 5,488 諸収入 0 

計 8,330 その他 0 

（参考） 評価
結果

子育てしやすい環境促進のため継続して事業を実施する。
前年度決算額 7,933 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２４ 項　　目　　名 食育推進事業費

主要な施策 食育活動等推進事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】食育推進係 0857-20-3192

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９４（健０２５）

【事業の概要】
　食生活の多様化に伴い、生活習慣病が増加しつづけている。生活習慣病予防のための知
識を習得し、家族、地域の食生活の改善をはじめ、食育の実践を推進するため、平成９年
度より食生活改善推進員養成講座を実施。養成講座修了生で組織される鳥取市食生活改善
推進員連絡協議会に、地域における食生活改善地区活動事業を委託し実施している。平成
２６年度より名称を「食生活改善推進員連絡協議会」から「食育推進員会」に変更した。

【事業の成果】
　地域における食生活の改善を積極的に推進していくことを目的に、食育推進員の養成と
地区組織を育成し、増加する生活習慣病予防に最も重要である食生活の改善を広く普及
し、健康づくりの推進につなげた。
　　　　　　　　　　　　平成２５年度　　　平成２６年度　  　平成２７年度
　・決算額　　　　　　　３，０７３千円    ３，６５７千円　　３，４８０千円
　・食育推進員養成講座　８回シリーズを　　８回シリーズを    ８回シリーズを
　　　　　　　　　　　　１会場２グループ　１会場２グループ　１会場２グループ
　・養成講座修了者数　　２０人　　　　　  ２６人　　　　　　２９人
　・地区伝達講習会　　　３２０回　　　　　３１４回　　　　　３２６回
　＊委託先：鳥取市食育推進員会

【今後の課題・方向性】
　食育推進員の養成と食育推進員の地区活動を通して、確かな知識の普及に継続して取り
組んでいく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 3,497 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,497 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 3,480 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,480 諸収入 0 

計 3,480 その他 0 

（参考） 評価
結果

ライフスタイルの変化や「食」の多様化に伴い、生活習慣病の増加や「食」に関する情報が多い中、食育推進員の養成を行い、確か
な知識の普及につなげる。また、市の健康課題を最優先にした推進員の活動が円滑に実施できるよう積極的に支援をし、推進員が継
続して啓発に取り組むことで疾病予防につなげる。前年度決算額 3,657 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２３ 項　　目　　名 私立幼稚園第３子以降保育料無償化事業補助金

主要な施策 私立幼稚園第３子保育料軽減子育て支援事業費補助金 ページ 44 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９３（健０２４）

【事業の概要】
　多子世帯の幼稚園保育料を軽減することにより、経済的負担の軽減及び子育てしやすい
環境づくりを促進する。
　市内に在住し、私立幼稚園に在園する同一世帯の第3子以降に係る保育料を無償化する。
　平成27年8月分までは保護者が幼稚園に支払う保育料から「同時在園保育料軽減」及び
「就園奨励費補助金」を控除した額（補助対象経費）に2分の1を乗じて得た額を交付し、同
年9月分より無償化を実施。

【事業の成果】
（補助実績）
　　25年度　　202人　8,344千円
　　26年度　　202人　7,933千円
  　27年度　　201人　8,330千円

【今後の課題・方向性】
　子育てしやすい環境促進のため継続して事業を実施する。

一般会計

款 教育費

項 教育総務費

目 私立学校振興費

当初予算額 20,712 

補正予算額 △ 11,960 

予算流・充用額 0 

最終予算額 8,752 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 8,330 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,842 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 5,488 諸収入 0 

計 8,330 その他 0 

（参考） 評価
結果

子育てしやすい環境促進のため継続して事業を実施する。
前年度決算額 7,933 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２４ 項　　目　　名 食育推進事業費

主要な施策 食育活動等推進事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】食育推進係 0857-20-3192

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９４（健０２５）

【事業の概要】
　食生活の多様化に伴い、生活習慣病が増加しつづけている。生活習慣病予防のための知
識を習得し、家族、地域の食生活の改善をはじめ、食育の実践を推進するため、平成９年
度より食生活改善推進員養成講座を実施。養成講座修了生で組織される鳥取市食生活改善
推進員連絡協議会に、地域における食生活改善地区活動事業を委託し実施している。平成
２６年度より名称を「食生活改善推進員連絡協議会」から「食育推進員会」に変更した。

【事業の成果】
　地域における食生活の改善を積極的に推進していくことを目的に、食育推進員の養成と
地区組織を育成し、増加する生活習慣病予防に最も重要である食生活の改善を広く普及
し、健康づくりの推進につなげた。
　　　　　　　　　　　　平成２５年度　　　平成２６年度　  　平成２７年度
　・決算額　　　　　　　３，０７３千円    ３，６５７千円　　３，４８０千円
　・食育推進員養成講座　８回シリーズを　　８回シリーズを    ８回シリーズを
　　　　　　　　　　　　１会場２グループ　１会場２グループ　１会場２グループ
　・養成講座修了者数　　２０人　　　　　  ２６人　　　　　　２９人
　・地区伝達講習会　　　３２０回　　　　　３１４回　　　　　３２６回
　＊委託先：鳥取市食育推進員会

【今後の課題・方向性】
　食育推進員の養成と食育推進員の地区活動を通して、確かな知識の普及に継続して取り
組んでいく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 3,497 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,497 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 3,480 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,480 諸収入 0 

計 3,480 その他 0 

（参考） 評価
結果

ライフスタイルの変化や「食」の多様化に伴い、生活習慣病の増加や「食」に関する情報が多い中、食育推進員の養成を行い、確か
な知識の普及につなげる。また、市の健康課題を最優先にした推進員の活動が円滑に実施できるよう積極的に支援をし、推進員が継
続して啓発に取り組むことで疾病予防につなげる。前年度決算額 3,657 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２１ 項　　目　　名 私立幼稚園就園奨励費補助金

主要な施策 私立幼稚園就園奨励費補助金 ページ 44 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９２（健０２２）

【事業の概要】
　私立幼稚園への就園を促進するため、保護者の経済的負担を軽減する補助制度を設けて
いる。保護者の経済的負担を軽減することで、幼稚園への入園が促され、子どもが幼稚園
での集団生活を経験すること等により社会性の発達に資するもの。

【事業の成果】
　私立幼稚園の入園料、授業料の一部について、市民税所得割の区分に応じて減免する幼
稚園に対し補助金を交付する。

　　　 　　　　対象人数　　補助金額
　　25年度      1,037人　　 89,640千円
　　26年度　　　1,098人　　 94,334千円
　　27年度      　655人　　 59,534千円

【今後の課題・方向性】
　子育てしやすい環境促進のため継続して事業実施する。
　子ども・子育て支援新制度に移行する幼稚園（認定こども園）の園児との整合を図る。
 

一般会計

款 教育費

項 教育総務費

目 私立学校振興費

当初予算額 60,609 

補正予算額 △ 563 

予算流・充用額 0 

最終予算額 60,046 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 59,534 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 17,462 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 42,072 諸収入 0 

計 59,534 その他 0 

（参考） 評価
結果

子育てしやすい環境促進のため継続して事業実施する。
子ども・子育て支援新制度に移行する幼稚園（認定こども園）の園児との整合を図る。前年度決算額 94,333 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２２ 項　　目　　名 私立幼稚園運営費補助金

主要な施策 私立幼稚園運営費補助金 ページ 44 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９３（健０２３）

【事業の概要】
　私立幼稚園への運営費の補助により、人件費等が運営経費に占める割合が低くなること
で、幼児教育環境の整備・向上が促がされる。

【事業の成果】
　補助総額の35％を均等割、55％を園児数割、10％を子育て支援割りとして計算した額を
運営費として交付する。21年度より2歳児受入実施園に対し1人あたり30千円を補助。
　補助実績
　25年度　61,902千円、26年度　61,902千円、27年度　33,932千円

【今後の課題・方向性】
　幼稚園の環境向上のため継続して実施していく。
　27年度より、補助の対象園を子ども・子育て支援新制度に移行していない園のみとしてい
る。

一般会計

款 教育費

項 教育総務費

目 私立学校振興費

当初予算額 34,085 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 34,085 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 33,932 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 33,932 諸収入 0 

計 33,932 その他 0 

（参考） 評価
結果

幼稚園の環境向上のため継続して実施していく。
27年度より、補助の対象園を子ども・子育て支援新制度に移行していない園のみとしている。前年度決算額 61,902 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２１ 項　　目　　名 私立幼稚園就園奨励費補助金

主要な施策 私立幼稚園就園奨励費補助金 ページ 44 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９２（健０２２）

【事業の概要】
　私立幼稚園への就園を促進するため、保護者の経済的負担を軽減する補助制度を設けて
いる。保護者の経済的負担を軽減することで、幼稚園への入園が促され、子どもが幼稚園
での集団生活を経験すること等により社会性の発達に資するもの。

【事業の成果】
　私立幼稚園の入園料、授業料の一部について、市民税所得割の区分に応じて減免する幼
稚園に対し補助金を交付する。

　　　 　　　　対象人数　　補助金額
　　25年度      1,037人　　 89,640千円
　　26年度　　　1,098人　　 94,334千円
　　27年度      　655人　　 59,534千円

【今後の課題・方向性】
　子育てしやすい環境促進のため継続して事業実施する。
　子ども・子育て支援新制度に移行する幼稚園（認定こども園）の園児との整合を図る。
 

一般会計

款 教育費

項 教育総務費

目 私立学校振興費

当初予算額 60,609 

補正予算額 △ 563 

予算流・充用額 0 

最終予算額 60,046 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 59,534 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 17,462 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 42,072 諸収入 0 

計 59,534 その他 0 

（参考） 評価
結果

子育てしやすい環境促進のため継続して事業実施する。
子ども・子育て支援新制度に移行する幼稚園（認定こども園）の園児との整合を図る。前年度決算額 94,333 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２２ 項　　目　　名 私立幼稚園運営費補助金

主要な施策 私立幼稚園運営費補助金 ページ 44 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９３（健０２３）

【事業の概要】
　私立幼稚園への運営費の補助により、人件費等が運営経費に占める割合が低くなること
で、幼児教育環境の整備・向上が促がされる。

【事業の成果】
　補助総額の35％を均等割、55％を園児数割、10％を子育て支援割りとして計算した額を
運営費として交付する。21年度より2歳児受入実施園に対し1人あたり30千円を補助。
　補助実績
　25年度　61,902千円、26年度　61,902千円、27年度　33,932千円

【今後の課題・方向性】
　幼稚園の環境向上のため継続して実施していく。
　27年度より、補助の対象園を子ども・子育て支援新制度に移行していない園のみとしてい
る。

一般会計

款 教育費

項 教育総務費

目 私立学校振興費

当初予算額 34,085 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 34,085 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 33,932 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 33,932 諸収入 0 

計 33,932 その他 0 

（参考） 評価
結果

幼稚園の環境向上のため継続して実施していく。
27年度より、補助の対象園を子ども・子育て支援新制度に移行していない園のみとしている。前年度決算額 61,902 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２３ 項　　目　　名 私立幼稚園第３子以降保育料無償化事業補助金

主要な施策 私立幼稚園第３子保育料軽減子育て支援事業費補助金 ページ 44 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９３（健０２４）

【事業の概要】
　多子世帯の幼稚園保育料を軽減することにより、経済的負担の軽減及び子育てしやすい
環境づくりを促進する。
　市内に在住し、私立幼稚園に在園する同一世帯の第3子以降に係る保育料を無償化する。
　平成27年8月分までは保護者が幼稚園に支払う保育料から「同時在園保育料軽減」及び
「就園奨励費補助金」を控除した額（補助対象経費）に2分の1を乗じて得た額を交付し、同
年9月分より無償化を実施。

【事業の成果】
（補助実績）
　　25年度　　202人　8,344千円
　　26年度　　202人　7,933千円
  　27年度　　201人　8,330千円

【今後の課題・方向性】
　子育てしやすい環境促進のため継続して事業を実施する。

一般会計

款 教育費

項 教育総務費

目 私立学校振興費

当初予算額 20,712 

補正予算額 △ 11,960 

予算流・充用額 0 

最終予算額 8,752 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 8,330 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,842 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 5,488 諸収入 0 

計 8,330 その他 0 

（参考） 評価
結果

子育てしやすい環境促進のため継続して事業を実施する。
前年度決算額 7,933 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２４ 項　　目　　名 食育推進事業費

主要な施策 食育活動等推進事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】食育推進係 0857-20-3192

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９４（健０２５）

【事業の概要】
　食生活の多様化に伴い、生活習慣病が増加しつづけている。生活習慣病予防のための知
識を習得し、家族、地域の食生活の改善をはじめ、食育の実践を推進するため、平成９年
度より食生活改善推進員養成講座を実施。養成講座修了生で組織される鳥取市食生活改善
推進員連絡協議会に、地域における食生活改善地区活動事業を委託し実施している。平成
２６年度より名称を「食生活改善推進員連絡協議会」から「食育推進員会」に変更した。

【事業の成果】
　地域における食生活の改善を積極的に推進していくことを目的に、食育推進員の養成と
地区組織を育成し、増加する生活習慣病予防に最も重要である食生活の改善を広く普及
し、健康づくりの推進につなげた。
　　　　　　　　　　　　平成２５年度　　　平成２６年度　  　平成２７年度
　・決算額　　　　　　　３，０７３千円    ３，６５７千円　　３，４８０千円
　・食育推進員養成講座　８回シリーズを　　８回シリーズを    ８回シリーズを
　　　　　　　　　　　　１会場２グループ　１会場２グループ　１会場２グループ
　・養成講座修了者数　　２０人　　　　　  ２６人　　　　　　２９人
　・地区伝達講習会　　　３２０回　　　　　３１４回　　　　　３２６回
　＊委託先：鳥取市食育推進員会

【今後の課題・方向性】
　食育推進員の養成と食育推進員の地区活動を通して、確かな知識の普及に継続して取り
組んでいく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 3,497 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,497 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 3,480 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,480 諸収入 0 

計 3,480 その他 0 

（参考） 評価
結果

ライフスタイルの変化や「食」の多様化に伴い、生活習慣病の増加や「食」に関する情報が多い中、食育推進員の養成を行い、確か
な知識の普及につなげる。また、市の健康課題を最優先にした推進員の活動が円滑に実施できるよう積極的に支援をし、推進員が継
続して啓発に取り組むことで疾病予防につなげる。前年度決算額 3,657 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２３ 項　　目　　名 私立幼稚園第３子以降保育料無償化事業補助金

主要な施策 私立幼稚園第３子保育料軽減子育て支援事業費補助金 ページ 44 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９３（健０２４）

【事業の概要】
　多子世帯の幼稚園保育料を軽減することにより、経済的負担の軽減及び子育てしやすい
環境づくりを促進する。
　市内に在住し、私立幼稚園に在園する同一世帯の第3子以降に係る保育料を無償化する。
　平成27年8月分までは保護者が幼稚園に支払う保育料から「同時在園保育料軽減」及び
「就園奨励費補助金」を控除した額（補助対象経費）に2分の1を乗じて得た額を交付し、同
年9月分より無償化を実施。

【事業の成果】
（補助実績）
　　25年度　　202人　8,344千円
　　26年度　　202人　7,933千円
  　27年度　　201人　8,330千円

【今後の課題・方向性】
　子育てしやすい環境促進のため継続して事業を実施する。

一般会計

款 教育費

項 教育総務費

目 私立学校振興費

当初予算額 20,712 

補正予算額 △ 11,960 

予算流・充用額 0 

最終予算額 8,752 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 8,330 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,842 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 5,488 諸収入 0 

計 8,330 その他 0 

（参考） 評価
結果

子育てしやすい環境促進のため継続して事業を実施する。
前年度決算額 7,933 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２４ 項　　目　　名 食育推進事業費

主要な施策 食育活動等推進事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】食育推進係 0857-20-3192

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９４（健０２５）

【事業の概要】
　食生活の多様化に伴い、生活習慣病が増加しつづけている。生活習慣病予防のための知
識を習得し、家族、地域の食生活の改善をはじめ、食育の実践を推進するため、平成９年
度より食生活改善推進員養成講座を実施。養成講座修了生で組織される鳥取市食生活改善
推進員連絡協議会に、地域における食生活改善地区活動事業を委託し実施している。平成
２６年度より名称を「食生活改善推進員連絡協議会」から「食育推進員会」に変更した。

【事業の成果】
　地域における食生活の改善を積極的に推進していくことを目的に、食育推進員の養成と
地区組織を育成し、増加する生活習慣病予防に最も重要である食生活の改善を広く普及
し、健康づくりの推進につなげた。
　　　　　　　　　　　　平成２５年度　　　平成２６年度　  　平成２７年度
　・決算額　　　　　　　３，０７３千円    ３，６５７千円　　３，４８０千円
　・食育推進員養成講座　８回シリーズを　　８回シリーズを    ８回シリーズを
　　　　　　　　　　　　１会場２グループ　１会場２グループ　１会場２グループ
　・養成講座修了者数　　２０人　　　　　  ２６人　　　　　　２９人
　・地区伝達講習会　　　３２０回　　　　　３１４回　　　　　３２６回
　＊委託先：鳥取市食育推進員会

【今後の課題・方向性】
　食育推進員の養成と食育推進員の地区活動を通して、確かな知識の普及に継続して取り
組んでいく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 3,497 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,497 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 3,480 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,480 諸収入 0 

計 3,480 その他 0 

（参考） 評価
結果

ライフスタイルの変化や「食」の多様化に伴い、生活習慣病の増加や「食」に関する情報が多い中、食育推進員の養成を行い、確か
な知識の普及につなげる。また、市の健康課題を最優先にした推進員の活動が円滑に実施できるよう積極的に支援をし、推進員が継
続して啓発に取り組むことで疾病予防につなげる。前年度決算額 3,657 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２１ 項　　目　　名 私立幼稚園就園奨励費補助金

主要な施策 私立幼稚園就園奨励費補助金 ページ 44 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９２（健０２２）

【事業の概要】
　私立幼稚園への就園を促進するため、保護者の経済的負担を軽減する補助制度を設けて
いる。保護者の経済的負担を軽減することで、幼稚園への入園が促され、子どもが幼稚園
での集団生活を経験すること等により社会性の発達に資するもの。

【事業の成果】
　私立幼稚園の入園料、授業料の一部について、市民税所得割の区分に応じて減免する幼
稚園に対し補助金を交付する。

　　　 　　　　対象人数　　補助金額
　　25年度      1,037人　　 89,640千円
　　26年度　　　1,098人　　 94,334千円
　　27年度      　655人　　 59,534千円

【今後の課題・方向性】
　子育てしやすい環境促進のため継続して事業実施する。
　子ども・子育て支援新制度に移行する幼稚園（認定こども園）の園児との整合を図る。
 

一般会計

款 教育費

項 教育総務費

目 私立学校振興費

当初予算額 60,609 

補正予算額 △ 563 

予算流・充用額 0 

最終予算額 60,046 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 59,534 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 17,462 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 42,072 諸収入 0 

計 59,534 その他 0 

（参考） 評価
結果

子育てしやすい環境促進のため継続して事業実施する。
子ども・子育て支援新制度に移行する幼稚園（認定こども園）の園児との整合を図る。前年度決算額 94,333 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２２ 項　　目　　名 私立幼稚園運営費補助金

主要な施策 私立幼稚園運営費補助金 ページ 44 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９３（健０２３）

【事業の概要】
　私立幼稚園への運営費の補助により、人件費等が運営経費に占める割合が低くなること
で、幼児教育環境の整備・向上が促がされる。

【事業の成果】
　補助総額の35％を均等割、55％を園児数割、10％を子育て支援割りとして計算した額を
運営費として交付する。21年度より2歳児受入実施園に対し1人あたり30千円を補助。
　補助実績
　25年度　61,902千円、26年度　61,902千円、27年度　33,932千円

【今後の課題・方向性】
　幼稚園の環境向上のため継続して実施していく。
　27年度より、補助の対象園を子ども・子育て支援新制度に移行していない園のみとしてい
る。

一般会計

款 教育費

項 教育総務費

目 私立学校振興費

当初予算額 34,085 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 34,085 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 33,932 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 33,932 諸収入 0 

計 33,932 その他 0 

（参考） 評価
結果

幼稚園の環境向上のため継続して実施していく。
27年度より、補助の対象園を子ども・子育て支援新制度に移行していない園のみとしている。前年度決算額 61,902 

- 100 -

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２１ 項　　目　　名 私立幼稚園就園奨励費補助金

主要な施策 私立幼稚園就園奨励費補助金 ページ 44 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９２（健０２２）

【事業の概要】
　私立幼稚園への就園を促進するため、保護者の経済的負担を軽減する補助制度を設けて
いる。保護者の経済的負担を軽減することで、幼稚園への入園が促され、子どもが幼稚園
での集団生活を経験すること等により社会性の発達に資するもの。

【事業の成果】
　私立幼稚園の入園料、授業料の一部について、市民税所得割の区分に応じて減免する幼
稚園に対し補助金を交付する。

　　　 　　　　対象人数　　補助金額
　　25年度      1,037人　　 89,640千円
　　26年度　　　1,098人　　 94,334千円
　　27年度      　655人　　 59,534千円

【今後の課題・方向性】
　子育てしやすい環境促進のため継続して事業実施する。
　子ども・子育て支援新制度に移行する幼稚園（認定こども園）の園児との整合を図る。
 

一般会計

款 教育費

項 教育総務費

目 私立学校振興費

当初予算額 60,609 

補正予算額 △ 563 

予算流・充用額 0 

最終予算額 60,046 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 59,534 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 17,462 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 42,072 諸収入 0 

計 59,534 その他 0 

（参考） 評価
結果

子育てしやすい環境促進のため継続して事業実施する。
子ども・子育て支援新制度に移行する幼稚園（認定こども園）の園児との整合を図る。前年度決算額 94,333 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２２ 項　　目　　名 私立幼稚園運営費補助金

主要な施策 私立幼稚園運営費補助金 ページ 44 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
児童家庭課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】保育係 0857-20-3464

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９３（健０２３）

【事業の概要】
　私立幼稚園への運営費の補助により、人件費等が運営経費に占める割合が低くなること
で、幼児教育環境の整備・向上が促がされる。

【事業の成果】
　補助総額の35％を均等割、55％を園児数割、10％を子育て支援割りとして計算した額を
運営費として交付する。21年度より2歳児受入実施園に対し1人あたり30千円を補助。
　補助実績
　25年度　61,902千円、26年度　61,902千円、27年度　33,932千円

【今後の課題・方向性】
　幼稚園の環境向上のため継続して実施していく。
　27年度より、補助の対象園を子ども・子育て支援新制度に移行していない園のみとしてい
る。

一般会計

款 教育費

項 教育総務費

目 私立学校振興費

当初予算額 34,085 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 34,085 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 33,932 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 33,932 諸収入 0 

計 33,932 その他 0 

（参考） 評価
結果

幼稚園の環境向上のため継続して実施していく。
27年度より、補助の対象園を子ども・子育て支援新制度に移行していない園のみとしている。前年度決算額 61,902 

- 100 -
－ 101 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２７ 項　　目　　名 ふしめ歯科健診事業費

主要な施策 ふしめ歯科健診事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】健康づくり係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９５（健０２８）

【事業の概要】
　平成１６年度までは、単県事業として「ふしめ歯科検診」が実施されていたが、平成１
７年度より国の事業に移行した。
　歯科検診を実施し歯牙喪失の原因となる歯周疾患の早期発見、早期治療及び適切な指導
によりできるだけ長く自己の歯牙が保てるよう、市民の歯科保健に対する意識付けと健康
の保持増進を図る。
　対象者：４０、５０、６０、７０歳に達する者の１０歳ごとのふしめ年齢。
　委託先：鳥取県東部歯科医師会
　※平成２７年度より個人負担５００円を無料化した。

【事業の成果】
　　　　　　　　　決算額　　　受診者数
　平成２５年度　２７４千円　　１４０人
　平成２６年度　３０２千円　　１６８人
　平成２７年度　５２０千円　　２４２人

【今後の課題・方向性】
　今後も市民に対して歯科保健の重要性を啓発し、受診者の増加を図っていく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 643 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 643 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 520 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 322 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 198 諸収入 0 

計 520 その他 0 

（参考） 評価
結果

市民に対し歯科保健の重要性を啓発し、口腔衛生の促進を図り口腔疾患予防をとおして健康増進へとつなげる。
２７年度より個人負担５００円を無料化したことにより受診者が増加し健診しやすくなり、口腔衛生の向上が図られてきた。前年度決算額 302 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２８ 項　　目　　名 健康づくり計画策定費

主要な施策 健康づくり計画策定費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】健康づくり係 0857-20-3194

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９６（健０２９）

【事業の概要】
　第３期鳥取市健康づくり計画（とっとり市民元気プラン２０１６）を策定するため
１　アンケートの実施
２　健康づくりを語る会の開催
３　鳥取市民健康づくり推進協議会での審議、社会福祉協議会での諮問審議
を行うもの。

【事業の成果】
１　アンケートを実施し、市民の実態を把握。第２期計画の評価を行うとともに、第３期
　計画の健康課題を明らかにした。
２　健康づくりを語る会を開催し、健康課題を基に、健康づくりの目標や施策について協
　議し、鳥取市健康づくり推進協議会に提案した。
３　計画の内容について協議会で審議。市民政策コメントを経て、社会福祉審議会にて諮
　問審議の後、計画を策定した。

【今後の課題・方向性】
　健康づくり地区組織等と協働で、第３期鳥取市健康づくり計画を推進する。
　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２８年度～３２年度）
　計画の推進にあたっては、計画に基づき年次計画を立て、健康づくりを推進していくと
ともに、計画の進捗管理と評価については、鳥取市民健康づくり推進協議会において実施
する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 2,780 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 2,780 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 2,397 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,397 諸収入 0 

計 2,397 その他 0 

（参考） 評価
結果

策定した第３期鳥取市健康づくり計画を健康づくり地区組織等と協働で推進する（計画年度：平成２８年度～３２年度）。計画の推
進にあたっては、計画に基づき年次計画を立て、健康づくりを推進していくとともに、計画の進捗管理と評価については、鳥取市民
健康づくり推進協議会において実施する。前年度決算額 0 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２７ 項　　目　　名 ふしめ歯科健診事業費

主要な施策 ふしめ歯科健診事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】健康づくり係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９５（健０２８）

【事業の概要】
　平成１６年度までは、単県事業として「ふしめ歯科検診」が実施されていたが、平成１
７年度より国の事業に移行した。
　歯科検診を実施し歯牙喪失の原因となる歯周疾患の早期発見、早期治療及び適切な指導
によりできるだけ長く自己の歯牙が保てるよう、市民の歯科保健に対する意識付けと健康
の保持増進を図る。
　対象者：４０、５０、６０、７０歳に達する者の１０歳ごとのふしめ年齢。
　委託先：鳥取県東部歯科医師会
　※平成２７年度より個人負担５００円を無料化した。

【事業の成果】
　　　　　　　　　決算額　　　受診者数
　平成２５年度　２７４千円　　１４０人
　平成２６年度　３０２千円　　１６８人
　平成２７年度　５２０千円　　２４２人

【今後の課題・方向性】
　今後も市民に対して歯科保健の重要性を啓発し、受診者の増加を図っていく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 643 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 643 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 520 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 322 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 198 諸収入 0 

計 520 その他 0 

（参考） 評価
結果

市民に対し歯科保健の重要性を啓発し、口腔衛生の促進を図り口腔疾患予防をとおして健康増進へとつなげる。
２７年度より個人負担５００円を無料化したことにより受診者が増加し健診しやすくなり、口腔衛生の向上が図られてきた。前年度決算額 302 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２８ 項　　目　　名 健康づくり計画策定費

主要な施策 健康づくり計画策定費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】健康づくり係 0857-20-3194

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９６（健０２９）

【事業の概要】
　第３期鳥取市健康づくり計画（とっとり市民元気プラン２０１６）を策定するため
１　アンケートの実施
２　健康づくりを語る会の開催
３　鳥取市民健康づくり推進協議会での審議、社会福祉協議会での諮問審議
を行うもの。

【事業の成果】
１　アンケートを実施し、市民の実態を把握。第２期計画の評価を行うとともに、第３期
　計画の健康課題を明らかにした。
２　健康づくりを語る会を開催し、健康課題を基に、健康づくりの目標や施策について協
　議し、鳥取市健康づくり推進協議会に提案した。
３　計画の内容について協議会で審議。市民政策コメントを経て、社会福祉審議会にて諮
　問審議の後、計画を策定した。

【今後の課題・方向性】
　健康づくり地区組織等と協働で、第３期鳥取市健康づくり計画を推進する。
　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２８年度～３２年度）
　計画の推進にあたっては、計画に基づき年次計画を立て、健康づくりを推進していくと
ともに、計画の進捗管理と評価については、鳥取市民健康づくり推進協議会において実施
する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 2,780 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 2,780 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 2,397 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,397 諸収入 0 

計 2,397 その他 0 

（参考） 評価
結果

策定した第３期鳥取市健康づくり計画を健康づくり地区組織等と協働で推進する（計画年度：平成２８年度～３２年度）。計画の推
進にあたっては、計画に基づき年次計画を立て、健康づくりを推進していくとともに、計画の進捗管理と評価については、鳥取市民
健康づくり推進協議会において実施する。前年度決算額 0 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２５ 項　　目　　名 母子栄養改善事業費

主要な施策 食育活動等推進事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】食育推進係 0857-20-3192

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９４（健０２６）

【事業の概要】
　乳幼児期の食のあり方は、健康的な食習慣を定着させる大切な時期であるが、育児不安
の要因の一つにもなっている。そのため、従来より乳児期を対象に実施している「離乳食講
習会」に加え、平成１８年度より幼児期を対象とした「食育教室」を実施している。
　また、平成２７年度は、新規に、栄養士による離乳食の調理状況を収録したＤＶＤを作製
することで、離乳食作りが初めての保護者や、就労等により受講が困難な方への貸出を開始
できるようにした。

【事業の成果】
　乳幼児期より日本的な食文化や食材に触れる機会を増やすことで、規則正しい食習慣が
身につき、健やかな心と体の成長、保護者の不安軽減につながった。

　　　　　　　　　平成２５年度　　平成２６年度　　  平成２７年度
　・決算額　　　　　９７５千円 　 　９５９千円　　１，４０２千円
　・離乳食講習会　　　　３９回　　　　　４２回　　　  　　４３回
　・食育教室　　　　　　４５回　　　　　８４回　  　　　　７１回
　・ＤＶＤ作製枚数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０枚
　
【今後の課題・方向性】
　生涯の健康維持には、乳幼児期からの健康的な食習慣の定着が必要である。引き続き、
健全な食生活が実践できるよう対象者に合わせた支援をしていく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 1,491 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,491 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,402 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 233 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,169 諸収入 0 

計 1,402 その他 0 

（参考） 評価
結果

心身の機能の発達著しい乳幼児期から、食に関する知識の習得や、体験をすることで生涯にわたる健全な心身と豊かな人間性を育む
基礎となる事業として今後も充実を図る。前年度決算額 959 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２６ 項　　目　　名 在宅高齢者歯科対策事業費

主要な施策 在宅高齢者歯科対策事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】健康づくり係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９５（健０２７）

【事業の概要】
　６５歳以上で通院困難な在宅及び通所サービス利用者に歯科医師が、施設歯科健診及び
訪問歯科調査を実施する事で、適切な口腔管理について動機づけする機会を確保し、歯科
保健に対する意識を高め、高齢者の健康づくりを推進する。
　対象者　：６５歳以上で通院困難な在宅及び通所サービスを利用している高齢者等
　実施方法：歯科医師等が訪問し、訪問歯科調査を実施
　委託先　：鳥取県東部歯科医師会

【事業の成果】
　在宅高齢者歯科健診の実績
　　　　　　　　　　決算額　　　　　　 利用者数
　平成２５年度　２，０８４千円　　７１件（２９３人）
　平成２６年度　２，６０１千円　　９１件（３６７人）
　平成２７年度　２，１９２千円　　７６件（３２３人）

【今後の課題・方向性】
　通院困難な在宅高齢者及び通所サービス利用者に口腔状態を知る機会を提供し、本人や
家族、関係専門職の歯科に対する関心を喚起するために継続実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 2,440 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 2,440 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 2,192 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 627 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,565 諸収入 0 

計 2,192 その他 0 

（参考） 評価
結果

通院困難な在宅高齢者及び通所サービス利用者の口腔状態を知らせる事により、本人、家族、関係専門職へ口腔への関心を持っても
らい高齢者の健康維持とさらなる病気への予防につなげるよう啓発していく。前年度決算額 2,601 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２５ 項　　目　　名 母子栄養改善事業費

主要な施策 食育活動等推進事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】食育推進係 0857-20-3192

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９４（健０２６）

【事業の概要】
　乳幼児期の食のあり方は、健康的な食習慣を定着させる大切な時期であるが、育児不安
の要因の一つにもなっている。そのため、従来より乳児期を対象に実施している「離乳食講
習会」に加え、平成１８年度より幼児期を対象とした「食育教室」を実施している。
　また、平成２７年度は、新規に、栄養士による離乳食の調理状況を収録したＤＶＤを作製
することで、離乳食作りが初めての保護者や、就労等により受講が困難な方への貸出を開始
できるようにした。

【事業の成果】
　乳幼児期より日本的な食文化や食材に触れる機会を増やすことで、規則正しい食習慣が
身につき、健やかな心と体の成長、保護者の不安軽減につながった。

　　　　　　　　　平成２５年度　　平成２６年度　　  平成２７年度
　・決算額　　　　　９７５千円 　 　９５９千円　　１，４０２千円
　・離乳食講習会　　　　３９回　　　　　４２回　　　  　　４３回
　・食育教室　　　　　　４５回　　　　　８４回　  　　　　７１回
　・ＤＶＤ作製枚数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０枚
　
【今後の課題・方向性】
　生涯の健康維持には、乳幼児期からの健康的な食習慣の定着が必要である。引き続き、
健全な食生活が実践できるよう対象者に合わせた支援をしていく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 1,491 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,491 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,402 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 233 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,169 諸収入 0 

計 1,402 その他 0 

（参考） 評価
結果

心身の機能の発達著しい乳幼児期から、食に関する知識の習得や、体験をすることで生涯にわたる健全な心身と豊かな人間性を育む
基礎となる事業として今後も充実を図る。前年度決算額 959 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２６ 項　　目　　名 在宅高齢者歯科対策事業費

主要な施策 在宅高齢者歯科対策事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】健康づくり係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９５（健０２７）

【事業の概要】
　６５歳以上で通院困難な在宅及び通所サービス利用者に歯科医師が、施設歯科健診及び
訪問歯科調査を実施する事で、適切な口腔管理について動機づけする機会を確保し、歯科
保健に対する意識を高め、高齢者の健康づくりを推進する。
　対象者　：６５歳以上で通院困難な在宅及び通所サービスを利用している高齢者等
　実施方法：歯科医師等が訪問し、訪問歯科調査を実施
　委託先　：鳥取県東部歯科医師会

【事業の成果】
　在宅高齢者歯科健診の実績
　　　　　　　　　　決算額　　　　　　 利用者数
　平成２５年度　２，０８４千円　　７１件（２９３人）
　平成２６年度　２，６０１千円　　９１件（３６７人）
　平成２７年度　２，１９２千円　　７６件（３２３人）

【今後の課題・方向性】
　通院困難な在宅高齢者及び通所サービス利用者に口腔状態を知る機会を提供し、本人や
家族、関係専門職の歯科に対する関心を喚起するために継続実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 2,440 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 2,440 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 2,192 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 627 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,565 諸収入 0 

計 2,192 その他 0 

（参考） 評価
結果

通院困難な在宅高齢者及び通所サービス利用者の口腔状態を知らせる事により、本人、家族、関係専門職へ口腔への関心を持っても
らい高齢者の健康維持とさらなる病気への予防につなげるよう啓発していく。前年度決算額 2,601 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２７ 項　　目　　名 ふしめ歯科健診事業費

主要な施策 ふしめ歯科健診事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】健康づくり係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９５（健０２８）

【事業の概要】
　平成１６年度までは、単県事業として「ふしめ歯科検診」が実施されていたが、平成１
７年度より国の事業に移行した。
　歯科検診を実施し歯牙喪失の原因となる歯周疾患の早期発見、早期治療及び適切な指導
によりできるだけ長く自己の歯牙が保てるよう、市民の歯科保健に対する意識付けと健康
の保持増進を図る。
　対象者：４０、５０、６０、７０歳に達する者の１０歳ごとのふしめ年齢。
　委託先：鳥取県東部歯科医師会
　※平成２７年度より個人負担５００円を無料化した。

【事業の成果】
　　　　　　　　　決算額　　　受診者数
　平成２５年度　２７４千円　　１４０人
　平成２６年度　３０２千円　　１６８人
　平成２７年度　５２０千円　　２４２人

【今後の課題・方向性】
　今後も市民に対して歯科保健の重要性を啓発し、受診者の増加を図っていく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 643 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 643 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 520 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 322 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 198 諸収入 0 

計 520 その他 0 

（参考） 評価
結果

市民に対し歯科保健の重要性を啓発し、口腔衛生の促進を図り口腔疾患予防をとおして健康増進へとつなげる。
２７年度より個人負担５００円を無料化したことにより受診者が増加し健診しやすくなり、口腔衛生の向上が図られてきた。前年度決算額 302 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２８ 項　　目　　名 健康づくり計画策定費

主要な施策 健康づくり計画策定費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】健康づくり係 0857-20-3194

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９６（健０２９）

【事業の概要】
　第３期鳥取市健康づくり計画（とっとり市民元気プラン２０１６）を策定するため
１　アンケートの実施
２　健康づくりを語る会の開催
３　鳥取市民健康づくり推進協議会での審議、社会福祉協議会での諮問審議
を行うもの。

【事業の成果】
１　アンケートを実施し、市民の実態を把握。第２期計画の評価を行うとともに、第３期
　計画の健康課題を明らかにした。
２　健康づくりを語る会を開催し、健康課題を基に、健康づくりの目標や施策について協
　議し、鳥取市健康づくり推進協議会に提案した。
３　計画の内容について協議会で審議。市民政策コメントを経て、社会福祉審議会にて諮
　問審議の後、計画を策定した。

【今後の課題・方向性】
　健康づくり地区組織等と協働で、第３期鳥取市健康づくり計画を推進する。
　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２８年度～３２年度）
　計画の推進にあたっては、計画に基づき年次計画を立て、健康づくりを推進していくと
ともに、計画の進捗管理と評価については、鳥取市民健康づくり推進協議会において実施
する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 2,780 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 2,780 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 2,397 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,397 諸収入 0 

計 2,397 その他 0 

（参考） 評価
結果

策定した第３期鳥取市健康づくり計画を健康づくり地区組織等と協働で推進する（計画年度：平成２８年度～３２年度）。計画の推
進にあたっては、計画に基づき年次計画を立て、健康づくりを推進していくとともに、計画の進捗管理と評価については、鳥取市民
健康づくり推進協議会において実施する。前年度決算額 0 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２７ 項　　目　　名 ふしめ歯科健診事業費

主要な施策 ふしめ歯科健診事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】健康づくり係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９５（健０２８）

【事業の概要】
　平成１６年度までは、単県事業として「ふしめ歯科検診」が実施されていたが、平成１
７年度より国の事業に移行した。
　歯科検診を実施し歯牙喪失の原因となる歯周疾患の早期発見、早期治療及び適切な指導
によりできるだけ長く自己の歯牙が保てるよう、市民の歯科保健に対する意識付けと健康
の保持増進を図る。
　対象者：４０、５０、６０、７０歳に達する者の１０歳ごとのふしめ年齢。
　委託先：鳥取県東部歯科医師会
　※平成２７年度より個人負担５００円を無料化した。

【事業の成果】
　　　　　　　　　決算額　　　受診者数
　平成２５年度　２７４千円　　１４０人
　平成２６年度　３０２千円　　１６８人
　平成２７年度　５２０千円　　２４２人

【今後の課題・方向性】
　今後も市民に対して歯科保健の重要性を啓発し、受診者の増加を図っていく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 643 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 643 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 520 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 322 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 198 諸収入 0 

計 520 その他 0 

（参考） 評価
結果

市民に対し歯科保健の重要性を啓発し、口腔衛生の促進を図り口腔疾患予防をとおして健康増進へとつなげる。
２７年度より個人負担５００円を無料化したことにより受診者が増加し健診しやすくなり、口腔衛生の向上が図られてきた。前年度決算額 302 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２８ 項　　目　　名 健康づくり計画策定費

主要な施策 健康づくり計画策定費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】健康づくり係 0857-20-3194

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９６（健０２９）

【事業の概要】
　第３期鳥取市健康づくり計画（とっとり市民元気プラン２０１６）を策定するため
１　アンケートの実施
２　健康づくりを語る会の開催
３　鳥取市民健康づくり推進協議会での審議、社会福祉協議会での諮問審議
を行うもの。

【事業の成果】
１　アンケートを実施し、市民の実態を把握。第２期計画の評価を行うとともに、第３期
　計画の健康課題を明らかにした。
２　健康づくりを語る会を開催し、健康課題を基に、健康づくりの目標や施策について協
　議し、鳥取市健康づくり推進協議会に提案した。
３　計画の内容について協議会で審議。市民政策コメントを経て、社会福祉審議会にて諮
　問審議の後、計画を策定した。

【今後の課題・方向性】
　健康づくり地区組織等と協働で、第３期鳥取市健康づくり計画を推進する。
　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２８年度～３２年度）
　計画の推進にあたっては、計画に基づき年次計画を立て、健康づくりを推進していくと
ともに、計画の進捗管理と評価については、鳥取市民健康づくり推進協議会において実施
する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 2,780 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 2,780 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 2,397 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,397 諸収入 0 

計 2,397 その他 0 

（参考） 評価
結果

策定した第３期鳥取市健康づくり計画を健康づくり地区組織等と協働で推進する（計画年度：平成２８年度～３２年度）。計画の推
進にあたっては、計画に基づき年次計画を立て、健康づくりを推進していくとともに、計画の進捗管理と評価については、鳥取市民
健康づくり推進協議会において実施する。前年度決算額 0 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２５ 項　　目　　名 母子栄養改善事業費

主要な施策 食育活動等推進事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】食育推進係 0857-20-3192

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９４（健０２６）

【事業の概要】
　乳幼児期の食のあり方は、健康的な食習慣を定着させる大切な時期であるが、育児不安
の要因の一つにもなっている。そのため、従来より乳児期を対象に実施している「離乳食講
習会」に加え、平成１８年度より幼児期を対象とした「食育教室」を実施している。
　また、平成２７年度は、新規に、栄養士による離乳食の調理状況を収録したＤＶＤを作製
することで、離乳食作りが初めての保護者や、就労等により受講が困難な方への貸出を開始
できるようにした。

【事業の成果】
　乳幼児期より日本的な食文化や食材に触れる機会を増やすことで、規則正しい食習慣が
身につき、健やかな心と体の成長、保護者の不安軽減につながった。

　　　　　　　　　平成２５年度　　平成２６年度　　  平成２７年度
　・決算額　　　　　９７５千円 　 　９５９千円　　１，４０２千円
　・離乳食講習会　　　　３９回　　　　　４２回　　　  　　４３回
　・食育教室　　　　　　４５回　　　　　８４回　  　　　　７１回
　・ＤＶＤ作製枚数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０枚
　
【今後の課題・方向性】
　生涯の健康維持には、乳幼児期からの健康的な食習慣の定着が必要である。引き続き、
健全な食生活が実践できるよう対象者に合わせた支援をしていく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 1,491 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,491 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,402 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 233 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,169 諸収入 0 

計 1,402 その他 0 

（参考） 評価
結果

心身の機能の発達著しい乳幼児期から、食に関する知識の習得や、体験をすることで生涯にわたる健全な心身と豊かな人間性を育む
基礎となる事業として今後も充実を図る。前年度決算額 959 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２６ 項　　目　　名 在宅高齢者歯科対策事業費

主要な施策 在宅高齢者歯科対策事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】健康づくり係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９５（健０２７）

【事業の概要】
　６５歳以上で通院困難な在宅及び通所サービス利用者に歯科医師が、施設歯科健診及び
訪問歯科調査を実施する事で、適切な口腔管理について動機づけする機会を確保し、歯科
保健に対する意識を高め、高齢者の健康づくりを推進する。
　対象者　：６５歳以上で通院困難な在宅及び通所サービスを利用している高齢者等
　実施方法：歯科医師等が訪問し、訪問歯科調査を実施
　委託先　：鳥取県東部歯科医師会

【事業の成果】
　在宅高齢者歯科健診の実績
　　　　　　　　　　決算額　　　　　　 利用者数
　平成２５年度　２，０８４千円　　７１件（２９３人）
　平成２６年度　２，６０１千円　　９１件（３６７人）
　平成２７年度　２，１９２千円　　７６件（３２３人）

【今後の課題・方向性】
　通院困難な在宅高齢者及び通所サービス利用者に口腔状態を知る機会を提供し、本人や
家族、関係専門職の歯科に対する関心を喚起するために継続実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 2,440 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 2,440 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 2,192 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 627 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,565 諸収入 0 

計 2,192 その他 0 

（参考） 評価
結果

通院困難な在宅高齢者及び通所サービス利用者の口腔状態を知らせる事により、本人、家族、関係専門職へ口腔への関心を持っても
らい高齢者の健康維持とさらなる病気への予防につなげるよう啓発していく。前年度決算額 2,601 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２５ 項　　目　　名 母子栄養改善事業費

主要な施策 食育活動等推進事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】食育推進係 0857-20-3192

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９４（健０２６）

【事業の概要】
　乳幼児期の食のあり方は、健康的な食習慣を定着させる大切な時期であるが、育児不安
の要因の一つにもなっている。そのため、従来より乳児期を対象に実施している「離乳食講
習会」に加え、平成１８年度より幼児期を対象とした「食育教室」を実施している。
　また、平成２７年度は、新規に、栄養士による離乳食の調理状況を収録したＤＶＤを作製
することで、離乳食作りが初めての保護者や、就労等により受講が困難な方への貸出を開始
できるようにした。

【事業の成果】
　乳幼児期より日本的な食文化や食材に触れる機会を増やすことで、規則正しい食習慣が
身につき、健やかな心と体の成長、保護者の不安軽減につながった。

　　　　　　　　　平成２５年度　　平成２６年度　　  平成２７年度
　・決算額　　　　　９７５千円 　 　９５９千円　　１，４０２千円
　・離乳食講習会　　　　３９回　　　　　４２回　　　  　　４３回
　・食育教室　　　　　　４５回　　　　　８４回　  　　　　７１回
　・ＤＶＤ作製枚数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０枚
　
【今後の課題・方向性】
　生涯の健康維持には、乳幼児期からの健康的な食習慣の定着が必要である。引き続き、
健全な食生活が実践できるよう対象者に合わせた支援をしていく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 1,491 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,491 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,402 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 233 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,169 諸収入 0 

計 1,402 その他 0 

（参考） 評価
結果

心身の機能の発達著しい乳幼児期から、食に関する知識の習得や、体験をすることで生涯にわたる健全な心身と豊かな人間性を育む
基礎となる事業として今後も充実を図る。前年度決算額 959 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２６ 項　　目　　名 在宅高齢者歯科対策事業費

主要な施策 在宅高齢者歯科対策事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】健康づくり係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９５（健０２７）

【事業の概要】
　６５歳以上で通院困難な在宅及び通所サービス利用者に歯科医師が、施設歯科健診及び
訪問歯科調査を実施する事で、適切な口腔管理について動機づけする機会を確保し、歯科
保健に対する意識を高め、高齢者の健康づくりを推進する。
　対象者　：６５歳以上で通院困難な在宅及び通所サービスを利用している高齢者等
　実施方法：歯科医師等が訪問し、訪問歯科調査を実施
　委託先　：鳥取県東部歯科医師会

【事業の成果】
　在宅高齢者歯科健診の実績
　　　　　　　　　　決算額　　　　　　 利用者数
　平成２５年度　２，０８４千円　　７１件（２９３人）
　平成２６年度　２，６０１千円　　９１件（３６７人）
　平成２７年度　２，１９２千円　　７６件（３２３人）

【今後の課題・方向性】
　通院困難な在宅高齢者及び通所サービス利用者に口腔状態を知る機会を提供し、本人や
家族、関係専門職の歯科に対する関心を喚起するために継続実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 2,440 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 2,440 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 2,192 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 627 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,565 諸収入 0 

計 2,192 その他 0 

（参考） 評価
結果

通院困難な在宅高齢者及び通所サービス利用者の口腔状態を知らせる事により、本人、家族、関係専門職へ口腔への関心を持っても
らい高齢者の健康維持とさらなる病気への予防につなげるよう啓発していく。前年度決算額 2,601 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３１ 項　　目　　名 妊婦健康診査費

主要な施策 妊婦健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算Ｐ９７（健０３１）

【事業の概要】
　母子手帳交付時にあわせて妊婦一般健康診査受診票を交付する。
　交付枚数は、妊娠全期を通して１４枚。ただし、多胎妊婦には左記に加えて５枚分を追
加で交付する。

【事業の成果】
　妊娠中の異常の早期発見や疾病予防のために、定期的な妊婦健康診査を受けることが必
要である。妊婦健康診査費の一部を助成することで経済的負担の軽減を図り、妊婦健診を
受けやすくし、安心して出産をむかえられるよう支援した。

　　　　　　　　　　　決算額　　　　　　　　一般　　　　　　多胎
　平成２５年度　１４３，３２８千円　　延２２，１４５人　　延２３人
　平成２６年度　１４２，０１８千円　　延２１，７６５人　　延２２人
　平成２７年度　１４０，２０４千円　　延２１，５８０人　　延１４人

【今後の課題・方向性】
　妊婦健康診査の重要性について周知しながら継続実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 141,461 

補正予算額 409 

予算流・充用額 0 

最終予算額 141,870 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 140,204 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 33 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 140,171 諸収入 0 

計 140,204 その他 0 

（参考） 評価
結果

妊婦と胎児の健康を確保するために、妊婦が安心して健診（歯科健診を含む）を受けられる体制を継続実施していく。
前年度決算額 142,018 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３２ 項　　目　　名 乳児健康診査費

主要な施策 乳児健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算Ｐ９７（健０３２）

【事業の概要】
　母子保健法に基づく健康診査として３～４か月健診・９～１０か月健診の受診券を発行
し、医療機関委託で実施する。

【事業の成果】
　成長発達の確認や疾病の早期発見をし、適切な指導を行い、乳児の健康の保持増進を図
ることが出来た。
　　　　　　　　　　 決算額　　　　 　受診者数
  平成２５年度　１７，３８３千円　　３，００９人
　平成２６年度　１７，８２９千円　　３，０２６人
　平成２７年度　１８，０１１千円　　３，０５２人

【今後の課題・方向性】
　乳児健康診査の効果的な推進について継続実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 18,066 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 18,066 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 18,011 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 18,011 諸収入 0 

計 18,011 その他 0 

（参考） 評価
結果

母子保健法に基づく健康診査で、鳥取県下統一した方法で実施している。安心して健診を受けられる体制を整備し、乳児の健康を確
保するためにも継続実施していく。前年度決算額 17,829 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３１ 項　　目　　名 妊婦健康診査費

主要な施策 妊婦健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算Ｐ９７（健０３１）

【事業の概要】
　母子手帳交付時にあわせて妊婦一般健康診査受診票を交付する。
　交付枚数は、妊娠全期を通して１４枚。ただし、多胎妊婦には左記に加えて５枚分を追
加で交付する。

【事業の成果】
　妊娠中の異常の早期発見や疾病予防のために、定期的な妊婦健康診査を受けることが必
要である。妊婦健康診査費の一部を助成することで経済的負担の軽減を図り、妊婦健診を
受けやすくし、安心して出産をむかえられるよう支援した。

　　　　　　　　　　　決算額　　　　　　　　一般　　　　　　多胎
　平成２５年度　１４３，３２８千円　　延２２，１４５人　　延２３人
　平成２６年度　１４２，０１８千円　　延２１，７６５人　　延２２人
　平成２７年度　１４０，２０４千円　　延２１，５８０人　　延１４人

【今後の課題・方向性】
　妊婦健康診査の重要性について周知しながら継続実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 141,461 

補正予算額 409 

予算流・充用額 0 

最終予算額 141,870 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 140,204 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 33 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 140,171 諸収入 0 

計 140,204 その他 0 

（参考） 評価
結果

妊婦と胎児の健康を確保するために、妊婦が安心して健診（歯科健診を含む）を受けられる体制を継続実施していく。
前年度決算額 142,018 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３２ 項　　目　　名 乳児健康診査費

主要な施策 乳児健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算Ｐ９７（健０３２）

【事業の概要】
　母子保健法に基づく健康診査として３～４か月健診・９～１０か月健診の受診券を発行
し、医療機関委託で実施する。

【事業の成果】
　成長発達の確認や疾病の早期発見をし、適切な指導を行い、乳児の健康の保持増進を図
ることが出来た。
　　　　　　　　　　 決算額　　　　 　受診者数
  平成２５年度　１７，３８３千円　　３，００９人
　平成２６年度　１７，８２９千円　　３，０２６人
　平成２７年度　１８，０１１千円　　３，０５２人

【今後の課題・方向性】
　乳児健康診査の効果的な推進について継続実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 18,066 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 18,066 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 18,011 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 18,011 諸収入 0 

計 18,011 その他 0 

（参考） 評価
結果

母子保健法に基づく健康診査で、鳥取県下統一した方法で実施している。安心して健診を受けられる体制を整備し、乳児の健康を確
保するためにも継続実施していく。前年度決算額 17,829 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２９ 項　　目　　名 地域自死対策緊急強化事業費

主要な施策 地域自死対策緊急強化事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】健康づくり係 0857-20-3194

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：６月補正予算・Ｐ１０（健００４）

【事業の概要】
　国は都道府県に平成２１年度から５カ年計画で「地域自殺対策緊急強化基金」を造成。
平成２６年度一年間期間延長して終了したが、新たな国の経済対策により「地域自殺対策
強化交付金」が設けられ、若年層やハイリスク者への対策が強化されることとなり、平成
２７年度も県から市町村に交付金が分配。

【事業の成果】
　平成２５年度　３９８千円（人材育成…研修開催、普及啓発…啓発用紙芝居、相談窓口
　　　　　　　　紹介カード等）
　平成２６年度　４３２千円（人材育成…研修会開催　電話相談支援…鳥取いのちの電話
　　　　　　　　補助　普及啓発…啓発用紙芝居、メンタルチェックカード等）
　平成２７年度　６５２千円（人材育成…研修会開催　電話相談支援…鳥取いのちの電話
　　　　　　　　補助　こころの体温計導入　普及啓発…相談窓口紹介カード、若年層向
　　　　　　　　け自死予防啓発チラシ等）

【今後の課題・方向性】
　本市の現状を踏まえながら、自殺対策計画の策定及び自死対策の取組みを引き続き継続
して実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 202 

補正予算額 535 

予算流・充用額 0 

最終予算額 737 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 652 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 393 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 259 諸収入 0 

計 652 その他 0 

（参考） 評価
結果

本市の現状を踏まえながら、自殺対策計画の策定及び自死対策の取組みを引き続き継続して実施する。
前年度決算額 432 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３０ 項　　目　　名 母子保健訪問指導事業費

主要な施策 母子保健訪問指導事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算Ｐ９６（健０３０）

【事業の概要】
　子どもの健やかな成長と子育てを支援するために、母子保健法に基づく新生児訪問指導
と併せて児童福祉法に基づく「こんにちは赤ちゃん事業」として、実施。生後４か月まで
の乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育てに関する不安や相談等に応じたり、情報提供を
行う。平成２５年度より未熟児訪問指導が、鳥取県から移譲となり、未熟児への全数訪問
も実施している。

【事業の成果】
　保健師及び委託した母子保健推進員が産婦及び新生児の家庭を訪問し、保健指導を行うこ
とにより、子育てに関する不安を軽減し、その後の適切な育児へとつなげることができ
た。また、これまで県が行ってきた未熟児の訪問指導を市が実施することで、身近な支援者
により継続的なかかわりを持つことができた。

　　　　　　　　　　決算額　　　　　産婦人数　　　 新生児人数
　平成２５年度　５，６１０千円　　１，５７８人　　１，５９７人
  平成２６年度　５，４９２千円　　１，５８０人　　１，５８６人
　平成２７年度　５，４７５千円　　１，６１１人　　１，６２２人

【今後の課題・方向性】
　事業の周知に努めるとともに全数訪問を目指して継続実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 6,062 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 6,062 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 5,475 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,472 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,003 諸収入 0 

計 5,475 その他 0 

（参考） 評価
結果

新生児期や乳幼児期の子どもを持つ家庭へのサポートを効率的かつ確実に実施するために今後も事業を継続する。
前年度決算額 5,492 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２９ 項　　目　　名 地域自死対策緊急強化事業費

主要な施策 地域自死対策緊急強化事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】健康づくり係 0857-20-3194

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：６月補正予算・Ｐ１０（健００４）

【事業の概要】
　国は都道府県に平成２１年度から５カ年計画で「地域自殺対策緊急強化基金」を造成。
平成２６年度一年間期間延長して終了したが、新たな国の経済対策により「地域自殺対策
強化交付金」が設けられ、若年層やハイリスク者への対策が強化されることとなり、平成
２７年度も県から市町村に交付金が分配。

【事業の成果】
　平成２５年度　３９８千円（人材育成…研修開催、普及啓発…啓発用紙芝居、相談窓口
　　　　　　　　紹介カード等）
　平成２６年度　４３２千円（人材育成…研修会開催　電話相談支援…鳥取いのちの電話
　　　　　　　　補助　普及啓発…啓発用紙芝居、メンタルチェックカード等）
　平成２７年度　６５２千円（人材育成…研修会開催　電話相談支援…鳥取いのちの電話
　　　　　　　　補助　こころの体温計導入　普及啓発…相談窓口紹介カード、若年層向
　　　　　　　　け自死予防啓発チラシ等）

【今後の課題・方向性】
　本市の現状を踏まえながら、自殺対策計画の策定及び自死対策の取組みを引き続き継続
して実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 202 

補正予算額 535 

予算流・充用額 0 

最終予算額 737 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 652 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 393 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 259 諸収入 0 

計 652 その他 0 

（参考） 評価
結果

本市の現状を踏まえながら、自殺対策計画の策定及び自死対策の取組みを引き続き継続して実施する。
前年度決算額 432 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３０ 項　　目　　名 母子保健訪問指導事業費

主要な施策 母子保健訪問指導事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算Ｐ９６（健０３０）

【事業の概要】
　子どもの健やかな成長と子育てを支援するために、母子保健法に基づく新生児訪問指導
と併せて児童福祉法に基づく「こんにちは赤ちゃん事業」として、実施。生後４か月まで
の乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育てに関する不安や相談等に応じたり、情報提供を
行う。平成２５年度より未熟児訪問指導が、鳥取県から移譲となり、未熟児への全数訪問
も実施している。

【事業の成果】
　保健師及び委託した母子保健推進員が産婦及び新生児の家庭を訪問し、保健指導を行うこ
とにより、子育てに関する不安を軽減し、その後の適切な育児へとつなげることができ
た。また、これまで県が行ってきた未熟児の訪問指導を市が実施することで、身近な支援者
により継続的なかかわりを持つことができた。

　　　　　　　　　　決算額　　　　　産婦人数　　　 新生児人数
　平成２５年度　５，６１０千円　　１，５７８人　　１，５９７人
  平成２６年度　５，４９２千円　　１，５８０人　　１，５８６人
　平成２７年度　５，４７５千円　　１，６１１人　　１，６２２人

【今後の課題・方向性】
　事業の周知に努めるとともに全数訪問を目指して継続実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 6,062 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 6,062 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 5,475 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,472 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,003 諸収入 0 

計 5,475 その他 0 

（参考） 評価
結果

新生児期や乳幼児期の子どもを持つ家庭へのサポートを効率的かつ確実に実施するために今後も事業を継続する。
前年度決算額 5,492 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３１ 項　　目　　名 妊婦健康診査費

主要な施策 妊婦健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算Ｐ９７（健０３１）

【事業の概要】
　母子手帳交付時にあわせて妊婦一般健康診査受診票を交付する。
　交付枚数は、妊娠全期を通して１４枚。ただし、多胎妊婦には左記に加えて５枚分を追
加で交付する。

【事業の成果】
　妊娠中の異常の早期発見や疾病予防のために、定期的な妊婦健康診査を受けることが必
要である。妊婦健康診査費の一部を助成することで経済的負担の軽減を図り、妊婦健診を
受けやすくし、安心して出産をむかえられるよう支援した。

　　　　　　　　　　　決算額　　　　　　　　一般　　　　　　多胎
　平成２５年度　１４３，３２８千円　　延２２，１４５人　　延２３人
　平成２６年度　１４２，０１８千円　　延２１，７６５人　　延２２人
　平成２７年度　１４０，２０４千円　　延２１，５８０人　　延１４人

【今後の課題・方向性】
　妊婦健康診査の重要性について周知しながら継続実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 141,461 

補正予算額 409 

予算流・充用額 0 

最終予算額 141,870 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 140,204 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 33 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 140,171 諸収入 0 

計 140,204 その他 0 

（参考） 評価
結果

妊婦と胎児の健康を確保するために、妊婦が安心して健診（歯科健診を含む）を受けられる体制を継続実施していく。
前年度決算額 142,018 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３２ 項　　目　　名 乳児健康診査費

主要な施策 乳児健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算Ｐ９７（健０３２）

【事業の概要】
　母子保健法に基づく健康診査として３～４か月健診・９～１０か月健診の受診券を発行
し、医療機関委託で実施する。

【事業の成果】
　成長発達の確認や疾病の早期発見をし、適切な指導を行い、乳児の健康の保持増進を図
ることが出来た。
　　　　　　　　　　 決算額　　　　 　受診者数
  平成２５年度　１７，３８３千円　　３，００９人
　平成２６年度　１７，８２９千円　　３，０２６人
　平成２７年度　１８，０１１千円　　３，０５２人

【今後の課題・方向性】
　乳児健康診査の効果的な推進について継続実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 18,066 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 18,066 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 18,011 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 18,011 諸収入 0 

計 18,011 その他 0 

（参考） 評価
結果

母子保健法に基づく健康診査で、鳥取県下統一した方法で実施している。安心して健診を受けられる体制を整備し、乳児の健康を確
保するためにも継続実施していく。前年度決算額 17,829 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３１ 項　　目　　名 妊婦健康診査費

主要な施策 妊婦健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算Ｐ９７（健０３１）

【事業の概要】
　母子手帳交付時にあわせて妊婦一般健康診査受診票を交付する。
　交付枚数は、妊娠全期を通して１４枚。ただし、多胎妊婦には左記に加えて５枚分を追
加で交付する。

【事業の成果】
　妊娠中の異常の早期発見や疾病予防のために、定期的な妊婦健康診査を受けることが必
要である。妊婦健康診査費の一部を助成することで経済的負担の軽減を図り、妊婦健診を
受けやすくし、安心して出産をむかえられるよう支援した。

　　　　　　　　　　　決算額　　　　　　　　一般　　　　　　多胎
　平成２５年度　１４３，３２８千円　　延２２，１４５人　　延２３人
　平成２６年度　１４２，０１８千円　　延２１，７６５人　　延２２人
　平成２７年度　１４０，２０４千円　　延２１，５８０人　　延１４人

【今後の課題・方向性】
　妊婦健康診査の重要性について周知しながら継続実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 141,461 

補正予算額 409 

予算流・充用額 0 

最終予算額 141,870 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 140,204 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 33 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 140,171 諸収入 0 

計 140,204 その他 0 

（参考） 評価
結果

妊婦と胎児の健康を確保するために、妊婦が安心して健診（歯科健診を含む）を受けられる体制を継続実施していく。
前年度決算額 142,018 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３２ 項　　目　　名 乳児健康診査費

主要な施策 乳児健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算Ｐ９７（健０３２）

【事業の概要】
　母子保健法に基づく健康診査として３～４か月健診・９～１０か月健診の受診券を発行
し、医療機関委託で実施する。

【事業の成果】
　成長発達の確認や疾病の早期発見をし、適切な指導を行い、乳児の健康の保持増進を図
ることが出来た。
　　　　　　　　　　 決算額　　　　 　受診者数
  平成２５年度　１７，３８３千円　　３，００９人
　平成２６年度　１７，８２９千円　　３，０２６人
　平成２７年度　１８，０１１千円　　３，０５２人

【今後の課題・方向性】
　乳児健康診査の効果的な推進について継続実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 18,066 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 18,066 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 18,011 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 18,011 諸収入 0 

計 18,011 その他 0 

（参考） 評価
結果

母子保健法に基づく健康診査で、鳥取県下統一した方法で実施している。安心して健診を受けられる体制を整備し、乳児の健康を確
保するためにも継続実施していく。前年度決算額 17,829 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２９ 項　　目　　名 地域自死対策緊急強化事業費

主要な施策 地域自死対策緊急強化事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】健康づくり係 0857-20-3194

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：６月補正予算・Ｐ１０（健００４）

【事業の概要】
　国は都道府県に平成２１年度から５カ年計画で「地域自殺対策緊急強化基金」を造成。
平成２６年度一年間期間延長して終了したが、新たな国の経済対策により「地域自殺対策
強化交付金」が設けられ、若年層やハイリスク者への対策が強化されることとなり、平成
２７年度も県から市町村に交付金が分配。

【事業の成果】
　平成２５年度　３９８千円（人材育成…研修開催、普及啓発…啓発用紙芝居、相談窓口
　　　　　　　　紹介カード等）
　平成２６年度　４３２千円（人材育成…研修会開催　電話相談支援…鳥取いのちの電話
　　　　　　　　補助　普及啓発…啓発用紙芝居、メンタルチェックカード等）
　平成２７年度　６５２千円（人材育成…研修会開催　電話相談支援…鳥取いのちの電話
　　　　　　　　補助　こころの体温計導入　普及啓発…相談窓口紹介カード、若年層向
　　　　　　　　け自死予防啓発チラシ等）

【今後の課題・方向性】
　本市の現状を踏まえながら、自殺対策計画の策定及び自死対策の取組みを引き続き継続
して実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 202 

補正予算額 535 

予算流・充用額 0 

最終予算額 737 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 652 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 393 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 259 諸収入 0 

計 652 その他 0 

（参考） 評価
結果

本市の現状を踏まえながら、自殺対策計画の策定及び自死対策の取組みを引き続き継続して実施する。
前年度決算額 432 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３０ 項　　目　　名 母子保健訪問指導事業費

主要な施策 母子保健訪問指導事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算Ｐ９６（健０３０）

【事業の概要】
　子どもの健やかな成長と子育てを支援するために、母子保健法に基づく新生児訪問指導
と併せて児童福祉法に基づく「こんにちは赤ちゃん事業」として、実施。生後４か月まで
の乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育てに関する不安や相談等に応じたり、情報提供を
行う。平成２５年度より未熟児訪問指導が、鳥取県から移譲となり、未熟児への全数訪問
も実施している。

【事業の成果】
　保健師及び委託した母子保健推進員が産婦及び新生児の家庭を訪問し、保健指導を行うこ
とにより、子育てに関する不安を軽減し、その後の適切な育児へとつなげることができ
た。また、これまで県が行ってきた未熟児の訪問指導を市が実施することで、身近な支援者
により継続的なかかわりを持つことができた。

　　　　　　　　　　決算額　　　　　産婦人数　　　 新生児人数
　平成２５年度　５，６１０千円　　１，５７８人　　１，５９７人
  平成２６年度　５，４９２千円　　１，５８０人　　１，５８６人
　平成２７年度　５，４７５千円　　１，６１１人　　１，６２２人

【今後の課題・方向性】
　事業の周知に努めるとともに全数訪問を目指して継続実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 6,062 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 6,062 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 5,475 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,472 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,003 諸収入 0 

計 5,475 その他 0 

（参考） 評価
結果

新生児期や乳幼児期の子どもを持つ家庭へのサポートを効率的かつ確実に実施するために今後も事業を継続する。
前年度決算額 5,492 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０２９ 項　　目　　名 地域自死対策緊急強化事業費

主要な施策 地域自死対策緊急強化事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】健康づくり係 0857-20-3194

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：６月補正予算・Ｐ１０（健００４）

【事業の概要】
　国は都道府県に平成２１年度から５カ年計画で「地域自殺対策緊急強化基金」を造成。
平成２６年度一年間期間延長して終了したが、新たな国の経済対策により「地域自殺対策
強化交付金」が設けられ、若年層やハイリスク者への対策が強化されることとなり、平成
２７年度も県から市町村に交付金が分配。

【事業の成果】
　平成２５年度　３９８千円（人材育成…研修開催、普及啓発…啓発用紙芝居、相談窓口
　　　　　　　　紹介カード等）
　平成２６年度　４３２千円（人材育成…研修会開催　電話相談支援…鳥取いのちの電話
　　　　　　　　補助　普及啓発…啓発用紙芝居、メンタルチェックカード等）
　平成２７年度　６５２千円（人材育成…研修会開催　電話相談支援…鳥取いのちの電話
　　　　　　　　補助　こころの体温計導入　普及啓発…相談窓口紹介カード、若年層向
　　　　　　　　け自死予防啓発チラシ等）

【今後の課題・方向性】
　本市の現状を踏まえながら、自殺対策計画の策定及び自死対策の取組みを引き続き継続
して実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 健康対策費

当初予算額 202 

補正予算額 535 

予算流・充用額 0 

最終予算額 737 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 652 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 393 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 259 諸収入 0 

計 652 その他 0 

（参考） 評価
結果

本市の現状を踏まえながら、自殺対策計画の策定及び自死対策の取組みを引き続き継続して実施する。
前年度決算額 432 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３０ 項　　目　　名 母子保健訪問指導事業費

主要な施策 母子保健訪問指導事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算Ｐ９６（健０３０）

【事業の概要】
　子どもの健やかな成長と子育てを支援するために、母子保健法に基づく新生児訪問指導
と併せて児童福祉法に基づく「こんにちは赤ちゃん事業」として、実施。生後４か月まで
の乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育てに関する不安や相談等に応じたり、情報提供を
行う。平成２５年度より未熟児訪問指導が、鳥取県から移譲となり、未熟児への全数訪問
も実施している。

【事業の成果】
　保健師及び委託した母子保健推進員が産婦及び新生児の家庭を訪問し、保健指導を行うこ
とにより、子育てに関する不安を軽減し、その後の適切な育児へとつなげることができ
た。また、これまで県が行ってきた未熟児の訪問指導を市が実施することで、身近な支援者
により継続的なかかわりを持つことができた。

　　　　　　　　　　決算額　　　　　産婦人数　　　 新生児人数
　平成２５年度　５，６１０千円　　１，５７８人　　１，５９７人
  平成２６年度　５，４９２千円　　１，５８０人　　１，５８６人
　平成２７年度　５，４７５千円　　１，６１１人　　１，６２２人

【今後の課題・方向性】
　事業の周知に努めるとともに全数訪問を目指して継続実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 6,062 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 6,062 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 5,475 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,472 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,003 諸収入 0 

計 5,475 その他 0 

（参考） 評価
結果

新生児期や乳幼児期の子どもを持つ家庭へのサポートを効率的かつ確実に実施するために今後も事業を継続する。
前年度決算額 5,492 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３５ 項　　目　　名 ３歳児健康診査費

主要な施策 ３歳児健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９９（健０３５）

【事業の概要】
　母子保健法第１２条に基づく市町村の義務健診で、幼児の健康・発達の個人的差異が明
らかになる３歳児に対して健康診査を実施することにより、視覚・聴覚・運動・心身の成
長・発達の確認や疾病の早期発見に努め、また、虫歯の予防や育児に関する相談・助言を
行い幼児の健康の保持増進と育児支援を図るもの。

【事業の成果】
　問診、尿検査、視力検査、聴力検査、身体計測、小児科医師・歯科医師の診察、ブラッ
シング指導、保健指導、栄養相談、育児相談、発達相談

　　　　　　　　　　決算額　　　　　　受診者数（受診率）
　平成２５年度　６，４３０千円　　１，６４９人（９７．０％）
　平成２６年度　６，２７１千円　　１，７４０人（９７．２％）
　平成２７年度　６，２１１千円　　１，６３１人（９７．６％）
　＊委託先
　精密検査：実施各医療機関
　臨床検査技師派遣：公益財団法人　鳥取県保健事業団
　医師等送迎業務：鳥取ハイヤー協同組合

【今後の課題・方向性】
　母子保健法に基づいて実施しており、子どもの成長・発達を確認するとともに、子育て
支援としても重要な役割を担っており、今後も継続して実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 6,945 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 6,945 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 6,211 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 6,211 諸収入 0 

計 6,211 その他 0 

（参考） 評価
結果

母子保健法に基づいて実施しており、子どもの成長、発達の確認とともに、子育て支援としても重要な役割を担っており、今後も継
続実施する。前年度決算額 6,271 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３６ 項　　目　　名 育児等健康支援事業費

主要な施策 育児等健康支援事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算Ｐ９９（健０３６）

【事業の概要】
　母子の健康づくりや栄養管理、育児等について、グループワーク等の方法を用いて教室
を実施することで、母子の愛着形成を促進し子どもの健やかな発達を促す。また、発達が
気がかりな子どもやその保護者、育児不安を持つ母親等に対し、相談の場や親子のふれあ
いの場を設けて子どもの健全な発達を促し、育児不安の軽減を図る。

【事業の成果】
　各地区で活動している子育てサークルや支援センターからの要望に応じ、子育ての正し
い知識の普及や育児の悩みのグループワーク等を実施することで、育児不安の解消や母子
の孤立の防止につながった。また、母子の愛着形成を促進し、子どもの健やかな成長・発
達を促すことができた。
　　　　　　　　　　決算額　　　　　幼児学級〔延〕　　 　　地区健康教育〔延〕
　平成２５年度　１，２１９千円　　２２回（２５０組）　　１４５回（３，３４９人）
　平成２６年度　１，２３７千円　　２３回（１９６組）　　１５１回（４，４４９人）
　平成２７年度　１，１２８千円　　２３回（１９２組）　　１６５回（３，９３３人）

【今後の課題・方向性】
　保護者の育児不安を軽減し、子どもの健やかな成長・発達を支援するため、ライフステ
ージとその課題に応じた教育と相談を継続実施する。

　※その他財源の諸収入は、育児等健康支援事業事故に係る保険金

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 1,418 

補正予算額 0 

予算流・充用額 △ 22 

最終予算額 1,396 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,128 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 7 0 

一般財源 1,121 諸収入 7 

計 1,128 その他 0 

（参考） 評価
結果

育児不安を軽減し、子どもの健やかな発育・発達を支援するために今後もライフステージとその課題に応じた教育と相談を継続実施
する。前年度決算額 1,237 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３５ 項　　目　　名 ３歳児健康診査費

主要な施策 ３歳児健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９９（健０３５）

【事業の概要】
　母子保健法第１２条に基づく市町村の義務健診で、幼児の健康・発達の個人的差異が明
らかになる３歳児に対して健康診査を実施することにより、視覚・聴覚・運動・心身の成
長・発達の確認や疾病の早期発見に努め、また、虫歯の予防や育児に関する相談・助言を
行い幼児の健康の保持増進と育児支援を図るもの。

【事業の成果】
　問診、尿検査、視力検査、聴力検査、身体計測、小児科医師・歯科医師の診察、ブラッ
シング指導、保健指導、栄養相談、育児相談、発達相談

　　　　　　　　　　決算額　　　　　　受診者数（受診率）
　平成２５年度　６，４３０千円　　１，６４９人（９７．０％）
　平成２６年度　６，２７１千円　　１，７４０人（９７．２％）
　平成２７年度　６，２１１千円　　１，６３１人（９７．６％）
　＊委託先
　精密検査：実施各医療機関
　臨床検査技師派遣：公益財団法人　鳥取県保健事業団
　医師等送迎業務：鳥取ハイヤー協同組合

【今後の課題・方向性】
　母子保健法に基づいて実施しており、子どもの成長・発達を確認するとともに、子育て
支援としても重要な役割を担っており、今後も継続して実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 6,945 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 6,945 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 6,211 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 6,211 諸収入 0 

計 6,211 その他 0 

（参考） 評価
結果

母子保健法に基づいて実施しており、子どもの成長、発達の確認とともに、子育て支援としても重要な役割を担っており、今後も継
続実施する。前年度決算額 6,271 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３６ 項　　目　　名 育児等健康支援事業費

主要な施策 育児等健康支援事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算Ｐ９９（健０３６）

【事業の概要】
　母子の健康づくりや栄養管理、育児等について、グループワーク等の方法を用いて教室
を実施することで、母子の愛着形成を促進し子どもの健やかな発達を促す。また、発達が
気がかりな子どもやその保護者、育児不安を持つ母親等に対し、相談の場や親子のふれあ
いの場を設けて子どもの健全な発達を促し、育児不安の軽減を図る。

【事業の成果】
　各地区で活動している子育てサークルや支援センターからの要望に応じ、子育ての正し
い知識の普及や育児の悩みのグループワーク等を実施することで、育児不安の解消や母子
の孤立の防止につながった。また、母子の愛着形成を促進し、子どもの健やかな成長・発
達を促すことができた。
　　　　　　　　　　決算額　　　　　幼児学級〔延〕　　 　　地区健康教育〔延〕
　平成２５年度　１，２１９千円　　２２回（２５０組）　　１４５回（３，３４９人）
　平成２６年度　１，２３７千円　　２３回（１９６組）　　１５１回（４，４４９人）
　平成２７年度　１，１２８千円　　２３回（１９２組）　　１６５回（３，９３３人）

【今後の課題・方向性】
　保護者の育児不安を軽減し、子どもの健やかな成長・発達を支援するため、ライフステ
ージとその課題に応じた教育と相談を継続実施する。

　※その他財源の諸収入は、育児等健康支援事業事故に係る保険金

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 1,418 

補正予算額 0 

予算流・充用額 △ 22 

最終予算額 1,396 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,128 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 7 0 

一般財源 1,121 諸収入 7 

計 1,128 その他 0 

（参考） 評価
結果

育児不安を軽減し、子どもの健やかな発育・発達を支援するために今後もライフステージとその課題に応じた教育と相談を継続実施
する。前年度決算額 1,237 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３３ 項　　目　　名 ６か月児健康診査費

主要な施策 ６か月児健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９８（健０３３）

【事業の概要】
　乳児期の健康保持増進を図るためには、定期的に健康診査を受け健康状態を明らかにす
る必要がある。母子保健法に基づく健康診査。
　６か月児に健康診査を行い、成長発達の確認や疾病の早期発見をし、適切な指導を行う
ことで、６か月児の心身の健やかな成長を図る。

【事業の成果】
　身体計測・小児科医の診察
　栄養指導（栄養士）・保健指導（保健師）
　絵本の読み聞かせ、ブックスタートパックの配布

　　　　　　　　　　決算額　　　　　　受診者数（受診率）
　平成２５年度　２，９６８千円　　１，５９６人（９８．０％）
　平成２６年度　２，９５７千円　　１，６０９人（９８．８％）
　平成２７年度　３，０４７千円　　１，６１３人（９８．８％）

【今後の課題・方向性】
　子どもの成長、発達を確認するとともに、子育て支援としても重要な役割を担っており
今後も継続して実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 3,060 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,060 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 3,047 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,047 諸収入 0 

計 3,047 その他 0 

（参考） 評価
結果

こどもの成長、発達を確認するとともに、子育て支援としても重要な役割を担っており、今後も継続して実施する。
前年度決算額 2,957 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３４ 項　　目　　名 １歳６か月児健康診査費

主要な施策 １歳６か月児健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９８（健０３４）

【事業の概要】
　母子保健法第１２条に基づく市町村の義務健診で、健診内容は、身体計測、小児科医師
・歯科医師の診察、歯磨き指導、発達相談、栄養相談、育児相談を行う。
　１歳６ヶ月の頃はおしゃべりをしたり歩くことができるようになる大切な時期である。
この頃にとって大切な生活習慣への働きかけ、むし歯予防、食事、その他育児等に関する支
援をしていく。

【事業の成果】
　身体計測、小児科医師・歯科医師の診察、歯磨き指導、発達相談、栄養相談、育児相談

　　　　　　　　　　決算額　　　　　　受診者数（受診率）
　平成２５年度　４，５３３千円　　１，７２９人（９７．９％）
　平成２６年度　４，７２５千円　　１，５８５人（９８．４％）
　平成２７年度　４，３８８千円　　１，６０９人（９８．４％）
　＊精密検査委託先：実施各医療機関

【今後の課題・方向性】
　子どもの成長、発達を確認するとともに、子育て支援としても重要な役割を担っており
今後も継続実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 4,655 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 4,655 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 4,388 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 4,388 諸収入 0 

計 4,388 その他 0 

（参考） 評価
結果

子どもの成長、発達の確認とともに、子育て支援としても重要な役割を担っており、今後も継続実施する。
前年度決算額 4,725 

- 106 -

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３３ 項　　目　　名 ６か月児健康診査費

主要な施策 ６か月児健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９８（健０３３）

【事業の概要】
　乳児期の健康保持増進を図るためには、定期的に健康診査を受け健康状態を明らかにす
る必要がある。母子保健法に基づく健康診査。
　６か月児に健康診査を行い、成長発達の確認や疾病の早期発見をし、適切な指導を行う
ことで、６か月児の心身の健やかな成長を図る。

【事業の成果】
　身体計測・小児科医の診察
　栄養指導（栄養士）・保健指導（保健師）
　絵本の読み聞かせ、ブックスタートパックの配布

　　　　　　　　　　決算額　　　　　　受診者数（受診率）
　平成２５年度　２，９６８千円　　１，５９６人（９８．０％）
　平成２６年度　２，９５７千円　　１，６０９人（９８．８％）
　平成２７年度　３，０４７千円　　１，６１３人（９８．８％）

【今後の課題・方向性】
　子どもの成長、発達を確認するとともに、子育て支援としても重要な役割を担っており
今後も継続して実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 3,060 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,060 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 3,047 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,047 諸収入 0 

計 3,047 その他 0 

（参考） 評価
結果

こどもの成長、発達を確認するとともに、子育て支援としても重要な役割を担っており、今後も継続して実施する。
前年度決算額 2,957 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３４ 項　　目　　名 １歳６か月児健康診査費

主要な施策 １歳６か月児健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９８（健０３４）

【事業の概要】
　母子保健法第１２条に基づく市町村の義務健診で、健診内容は、身体計測、小児科医師
・歯科医師の診察、歯磨き指導、発達相談、栄養相談、育児相談を行う。
　１歳６ヶ月の頃はおしゃべりをしたり歩くことができるようになる大切な時期である。
この頃にとって大切な生活習慣への働きかけ、むし歯予防、食事、その他育児等に関する支
援をしていく。

【事業の成果】
　身体計測、小児科医師・歯科医師の診察、歯磨き指導、発達相談、栄養相談、育児相談

　　　　　　　　　　決算額　　　　　　受診者数（受診率）
　平成２５年度　４，５３３千円　　１，７２９人（９７．９％）
　平成２６年度　４，７２５千円　　１，５８５人（９８．４％）
　平成２７年度　４，３８８千円　　１，６０９人（９８．４％）
　＊精密検査委託先：実施各医療機関

【今後の課題・方向性】
　子どもの成長、発達を確認するとともに、子育て支援としても重要な役割を担っており
今後も継続実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 4,655 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 4,655 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 4,388 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 4,388 諸収入 0 

計 4,388 その他 0 

（参考） 評価
結果

子どもの成長、発達の確認とともに、子育て支援としても重要な役割を担っており、今後も継続実施する。
前年度決算額 4,725 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３５ 項　　目　　名 ３歳児健康診査費

主要な施策 ３歳児健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９９（健０３５）

【事業の概要】
　母子保健法第１２条に基づく市町村の義務健診で、幼児の健康・発達の個人的差異が明
らかになる３歳児に対して健康診査を実施することにより、視覚・聴覚・運動・心身の成
長・発達の確認や疾病の早期発見に努め、また、虫歯の予防や育児に関する相談・助言を
行い幼児の健康の保持増進と育児支援を図るもの。

【事業の成果】
　問診、尿検査、視力検査、聴力検査、身体計測、小児科医師・歯科医師の診察、ブラッ
シング指導、保健指導、栄養相談、育児相談、発達相談

　　　　　　　　　　決算額　　　　　　受診者数（受診率）
　平成２５年度　６，４３０千円　　１，６４９人（９７．０％）
　平成２６年度　６，２７１千円　　１，７４０人（９７．２％）
　平成２７年度　６，２１１千円　　１，６３１人（９７．６％）
　＊委託先
　精密検査：実施各医療機関
　臨床検査技師派遣：公益財団法人　鳥取県保健事業団
　医師等送迎業務：鳥取ハイヤー協同組合

【今後の課題・方向性】
　母子保健法に基づいて実施しており、子どもの成長・発達を確認するとともに、子育て
支援としても重要な役割を担っており、今後も継続して実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 6,945 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 6,945 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 6,211 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 6,211 諸収入 0 

計 6,211 その他 0 

（参考） 評価
結果

母子保健法に基づいて実施しており、子どもの成長、発達の確認とともに、子育て支援としても重要な役割を担っており、今後も継
続実施する。前年度決算額 6,271 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３６ 項　　目　　名 育児等健康支援事業費

主要な施策 育児等健康支援事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算Ｐ９９（健０３６）

【事業の概要】
　母子の健康づくりや栄養管理、育児等について、グループワーク等の方法を用いて教室
を実施することで、母子の愛着形成を促進し子どもの健やかな発達を促す。また、発達が
気がかりな子どもやその保護者、育児不安を持つ母親等に対し、相談の場や親子のふれあ
いの場を設けて子どもの健全な発達を促し、育児不安の軽減を図る。

【事業の成果】
　各地区で活動している子育てサークルや支援センターからの要望に応じ、子育ての正し
い知識の普及や育児の悩みのグループワーク等を実施することで、育児不安の解消や母子
の孤立の防止につながった。また、母子の愛着形成を促進し、子どもの健やかな成長・発
達を促すことができた。
　　　　　　　　　　決算額　　　　　幼児学級〔延〕　　 　　地区健康教育〔延〕
　平成２５年度　１，２１９千円　　２２回（２５０組）　　１４５回（３，３４９人）
　平成２６年度　１，２３７千円　　２３回（１９６組）　　１５１回（４，４４９人）
　平成２７年度　１，１２８千円　　２３回（１９２組）　　１６５回（３，９３３人）

【今後の課題・方向性】
　保護者の育児不安を軽減し、子どもの健やかな成長・発達を支援するため、ライフステ
ージとその課題に応じた教育と相談を継続実施する。

　※その他財源の諸収入は、育児等健康支援事業事故に係る保険金

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 1,418 

補正予算額 0 

予算流・充用額 △ 22 

最終予算額 1,396 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,128 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 7 0 

一般財源 1,121 諸収入 7 

計 1,128 その他 0 

（参考） 評価
結果

育児不安を軽減し、子どもの健やかな発育・発達を支援するために今後もライフステージとその課題に応じた教育と相談を継続実施
する。前年度決算額 1,237 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３５ 項　　目　　名 ３歳児健康診査費

主要な施策 ３歳児健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９９（健０３５）

【事業の概要】
　母子保健法第１２条に基づく市町村の義務健診で、幼児の健康・発達の個人的差異が明
らかになる３歳児に対して健康診査を実施することにより、視覚・聴覚・運動・心身の成
長・発達の確認や疾病の早期発見に努め、また、虫歯の予防や育児に関する相談・助言を
行い幼児の健康の保持増進と育児支援を図るもの。

【事業の成果】
　問診、尿検査、視力検査、聴力検査、身体計測、小児科医師・歯科医師の診察、ブラッ
シング指導、保健指導、栄養相談、育児相談、発達相談

　　　　　　　　　　決算額　　　　　　受診者数（受診率）
　平成２５年度　６，４３０千円　　１，６４９人（９７．０％）
　平成２６年度　６，２７１千円　　１，７４０人（９７．２％）
　平成２７年度　６，２１１千円　　１，６３１人（９７．６％）
　＊委託先
　精密検査：実施各医療機関
　臨床検査技師派遣：公益財団法人　鳥取県保健事業団
　医師等送迎業務：鳥取ハイヤー協同組合

【今後の課題・方向性】
　母子保健法に基づいて実施しており、子どもの成長・発達を確認するとともに、子育て
支援としても重要な役割を担っており、今後も継続して実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 6,945 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 6,945 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 6,211 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 6,211 諸収入 0 

計 6,211 その他 0 

（参考） 評価
結果

母子保健法に基づいて実施しており、子どもの成長、発達の確認とともに、子育て支援としても重要な役割を担っており、今後も継
続実施する。前年度決算額 6,271 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３６ 項　　目　　名 育児等健康支援事業費

主要な施策 育児等健康支援事業費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算Ｐ９９（健０３６）

【事業の概要】
　母子の健康づくりや栄養管理、育児等について、グループワーク等の方法を用いて教室
を実施することで、母子の愛着形成を促進し子どもの健やかな発達を促す。また、発達が
気がかりな子どもやその保護者、育児不安を持つ母親等に対し、相談の場や親子のふれあ
いの場を設けて子どもの健全な発達を促し、育児不安の軽減を図る。

【事業の成果】
　各地区で活動している子育てサークルや支援センターからの要望に応じ、子育ての正し
い知識の普及や育児の悩みのグループワーク等を実施することで、育児不安の解消や母子
の孤立の防止につながった。また、母子の愛着形成を促進し、子どもの健やかな成長・発
達を促すことができた。
　　　　　　　　　　決算額　　　　　幼児学級〔延〕　　 　　地区健康教育〔延〕
　平成２５年度　１，２１９千円　　２２回（２５０組）　　１４５回（３，３４９人）
　平成２６年度　１，２３７千円　　２３回（１９６組）　　１５１回（４，４４９人）
　平成２７年度　１，１２８千円　　２３回（１９２組）　　１６５回（３，９３３人）

【今後の課題・方向性】
　保護者の育児不安を軽減し、子どもの健やかな成長・発達を支援するため、ライフステ
ージとその課題に応じた教育と相談を継続実施する。

　※その他財源の諸収入は、育児等健康支援事業事故に係る保険金

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 1,418 

補正予算額 0 

予算流・充用額 △ 22 

最終予算額 1,396 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,128 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 7 0 

一般財源 1,121 諸収入 7 

計 1,128 その他 0 

（参考） 評価
結果

育児不安を軽減し、子どもの健やかな発育・発達を支援するために今後もライフステージとその課題に応じた教育と相談を継続実施
する。前年度決算額 1,237 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３３ 項　　目　　名 ６か月児健康診査費

主要な施策 ６か月児健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９８（健０３３）

【事業の概要】
　乳児期の健康保持増進を図るためには、定期的に健康診査を受け健康状態を明らかにす
る必要がある。母子保健法に基づく健康診査。
　６か月児に健康診査を行い、成長発達の確認や疾病の早期発見をし、適切な指導を行う
ことで、６か月児の心身の健やかな成長を図る。

【事業の成果】
　身体計測・小児科医の診察
　栄養指導（栄養士）・保健指導（保健師）
　絵本の読み聞かせ、ブックスタートパックの配布

　　　　　　　　　　決算額　　　　　　受診者数（受診率）
　平成２５年度　２，９６８千円　　１，５９６人（９８．０％）
　平成２６年度　２，９５７千円　　１，６０９人（９８．８％）
　平成２７年度　３，０４７千円　　１，６１３人（９８．８％）

【今後の課題・方向性】
　子どもの成長、発達を確認するとともに、子育て支援としても重要な役割を担っており
今後も継続して実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 3,060 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,060 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 3,047 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,047 諸収入 0 

計 3,047 その他 0 

（参考） 評価
結果

こどもの成長、発達を確認するとともに、子育て支援としても重要な役割を担っており、今後も継続して実施する。
前年度決算額 2,957 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３４ 項　　目　　名 １歳６か月児健康診査費

主要な施策 １歳６か月児健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９８（健０３４）

【事業の概要】
　母子保健法第１２条に基づく市町村の義務健診で、健診内容は、身体計測、小児科医師
・歯科医師の診察、歯磨き指導、発達相談、栄養相談、育児相談を行う。
　１歳６ヶ月の頃はおしゃべりをしたり歩くことができるようになる大切な時期である。
この頃にとって大切な生活習慣への働きかけ、むし歯予防、食事、その他育児等に関する支
援をしていく。

【事業の成果】
　身体計測、小児科医師・歯科医師の診察、歯磨き指導、発達相談、栄養相談、育児相談

　　　　　　　　　　決算額　　　　　　受診者数（受診率）
　平成２５年度　４，５３３千円　　１，７２９人（９７．９％）
　平成２６年度　４，７２５千円　　１，５８５人（９８．４％）
　平成２７年度　４，３８８千円　　１，６０９人（９８．４％）
　＊精密検査委託先：実施各医療機関

【今後の課題・方向性】
　子どもの成長、発達を確認するとともに、子育て支援としても重要な役割を担っており
今後も継続実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 4,655 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 4,655 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 4,388 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 4,388 諸収入 0 

計 4,388 その他 0 

（参考） 評価
結果

子どもの成長、発達の確認とともに、子育て支援としても重要な役割を担っており、今後も継続実施する。
前年度決算額 4,725 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３３ 項　　目　　名 ６か月児健康診査費

主要な施策 ６か月児健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９８（健０３３）

【事業の概要】
　乳児期の健康保持増進を図るためには、定期的に健康診査を受け健康状態を明らかにす
る必要がある。母子保健法に基づく健康診査。
　６か月児に健康診査を行い、成長発達の確認や疾病の早期発見をし、適切な指導を行う
ことで、６か月児の心身の健やかな成長を図る。

【事業の成果】
　身体計測・小児科医の診察
　栄養指導（栄養士）・保健指導（保健師）
　絵本の読み聞かせ、ブックスタートパックの配布

　　　　　　　　　　決算額　　　　　　受診者数（受診率）
　平成２５年度　２，９６８千円　　１，５９６人（９８．０％）
　平成２６年度　２，９５７千円　　１，６０９人（９８．８％）
　平成２７年度　３，０４７千円　　１，６１３人（９８．８％）

【今後の課題・方向性】
　子どもの成長、発達を確認するとともに、子育て支援としても重要な役割を担っており
今後も継続して実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 3,060 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 3,060 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 3,047 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,047 諸収入 0 

計 3,047 その他 0 

（参考） 評価
結果

こどもの成長、発達を確認するとともに、子育て支援としても重要な役割を担っており、今後も継続して実施する。
前年度決算額 2,957 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３４ 項　　目　　名 １歳６か月児健康診査費

主要な施策 １歳６か月児健康診査費 ページ 34 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９８（健０３４）

【事業の概要】
　母子保健法第１２条に基づく市町村の義務健診で、健診内容は、身体計測、小児科医師
・歯科医師の診察、歯磨き指導、発達相談、栄養相談、育児相談を行う。
　１歳６ヶ月の頃はおしゃべりをしたり歩くことができるようになる大切な時期である。
この頃にとって大切な生活習慣への働きかけ、むし歯予防、食事、その他育児等に関する支
援をしていく。

【事業の成果】
　身体計測、小児科医師・歯科医師の診察、歯磨き指導、発達相談、栄養相談、育児相談

　　　　　　　　　　決算額　　　　　　受診者数（受診率）
　平成２５年度　４，５３３千円　　１，７２９人（９７．９％）
　平成２６年度　４，７２５千円　　１，５８５人（９８．４％）
　平成２７年度　４，３８８千円　　１，６０９人（９８．４％）
　＊精密検査委託先：実施各医療機関

【今後の課題・方向性】
　子どもの成長、発達を確認するとともに、子育て支援としても重要な役割を担っており
今後も継続実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 4,655 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 4,655 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 4,388 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 4,388 諸収入 0 

計 4,388 その他 0 

（参考） 評価
結果

子どもの成長、発達の確認とともに、子育て支援としても重要な役割を担っており、今後も継続実施する。
前年度決算額 4,725 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３９ 項　　目　　名 特定不妊治療助成事業費補助金

主要な施策 特定不妊治療助成事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０１（健０３９）

【事業の概要】
　経済的負担が原因で子どもを諦める夫婦がないように治療費を助成することで子どもを
望む夫婦が安心して子どもを産み育てる環境づくりを行うために、鳥取県特定不妊治療助
成事業の対象となった人に対して治療費の追加助成を行う。平成２５年７月１日より助成
回数の上限を撤廃した。
　◎１年度に２回（初年度は３回）を限度に通算５年度で１０回まで
　　鳥取県特定不妊治療助成事業の対象となった費用から鳥取県の助成金を控除した額又
　は５万円（以前に凍結した胚を解凍して胚移植を実施した治療については２万５千円）
　のいずれか低い額を助成。それ以上の回数になる場合は、鳥取県特定不妊治療助成事業
　の対象となった費用から、鳥取県の助成金を控除した額又は２万５千円のいずれか低い
　額を助成。
　◎平成２６年度６月１日以降、新規で助成を受ける場合は妻の年齢が４０歳未満の場合
　は通算５年度で６回まで。４０歳以上の場合は、初年度３回、次年度２回までの治療費
　を助成。内容については上記と同様。

【事業の成果】
　　　　　　　　　　 決算額　　　　　　 助成人数（件数）
　平成２５年度　１３，５７６千円　　実１７９名（延３８２件）
　平成２６年度　１３，９９９千円　　実１７６名（延３８５件）
　平成２７年度　１３，６１９千円　　実１６５名（延３６２件）

【今後の課題・方向性】
　今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続して実施していく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 15,053 

補正予算額 0 

予算流・充用額 △ 91 

最終予算額 14,962 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 13,619 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 13,619 諸収入 0 

計 13,619 その他 0 

（参考） 評価
結果

少子化対策の一環として、市民が安心して子どもを産める環境づくりは継続的に必要である。
前年度決算額 13,999 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４０ 項　　目　　名 一般不妊治療助成事業費

主要な施策 一般不妊治療助成事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０１（健０４０）

【事業の概要】
　保険適用とならない人工授精の費用の一部を助成することにより、治療に係る経済的な
負担を軽減する。
　特定不妊治療費については県・市の助成事業が実施されていたが、特定不妊治療の前段
である人工授精については保険適用となっていなかったため、子どもを産み育てたいが不
妊に悩む夫婦の治療に係る経済的負担が大きかった。
県が平成２３年７月１日より人工授精費助成事業を開始したことに伴い、上乗せ助成をす
ることで少子化対策の施策とするため、市は平成２３年１０月１日から制度を開始した。
（1）対象者
　　県から本事業の交付決定を受け、かつ申請時に市内に１年以上居住している人。
（2）助成額と根拠
　　治療費の２割を通算２年度助成。県５割・市２割の助成を合わせて実質的な自己負担
　を３割。

【事業の成果】
　　　　　　　　　決算額　　　　助成人数（件数）
　平成２５年度　４８７千円　　実５７名（延５９件）
　平成２６年度　６０３千円　　実６９名（延７６件）
　平成２７年度　７１４千円　　実６７名（延７３件）

【今後の課題・方向性】
　今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続して実施していく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 624 

補正予算額 0 

予算流・充用額 91 

最終予算額 715 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 714 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 714 諸収入 0 

計 714 その他 0 

（参考） 評価
結果

市民が安心して子どもを産み育てる環境を確保するために継続実施する。
前年度決算額 603 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３９ 項　　目　　名 特定不妊治療助成事業費補助金

主要な施策 特定不妊治療助成事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０１（健０３９）

【事業の概要】
　経済的負担が原因で子どもを諦める夫婦がないように治療費を助成することで子どもを
望む夫婦が安心して子どもを産み育てる環境づくりを行うために、鳥取県特定不妊治療助
成事業の対象となった人に対して治療費の追加助成を行う。平成２５年７月１日より助成
回数の上限を撤廃した。
　◎１年度に２回（初年度は３回）を限度に通算５年度で１０回まで
　　鳥取県特定不妊治療助成事業の対象となった費用から鳥取県の助成金を控除した額又
　は５万円（以前に凍結した胚を解凍して胚移植を実施した治療については２万５千円）
　のいずれか低い額を助成。それ以上の回数になる場合は、鳥取県特定不妊治療助成事業
　の対象となった費用から、鳥取県の助成金を控除した額又は２万５千円のいずれか低い
　額を助成。
　◎平成２６年度６月１日以降、新規で助成を受ける場合は妻の年齢が４０歳未満の場合
　は通算５年度で６回まで。４０歳以上の場合は、初年度３回、次年度２回までの治療費
　を助成。内容については上記と同様。

【事業の成果】
　　　　　　　　　　 決算額　　　　　　 助成人数（件数）
　平成２５年度　１３，５７６千円　　実１７９名（延３８２件）
　平成２６年度　１３，９９９千円　　実１７６名（延３８５件）
　平成２７年度　１３，６１９千円　　実１６５名（延３６２件）

【今後の課題・方向性】
　今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続して実施していく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 15,053 

補正予算額 0 

予算流・充用額 △ 91 

最終予算額 14,962 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 13,619 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 13,619 諸収入 0 

計 13,619 その他 0 

（参考） 評価
結果

少子化対策の一環として、市民が安心して子どもを産める環境づくりは継続的に必要である。
前年度決算額 13,999 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４０ 項　　目　　名 一般不妊治療助成事業費

主要な施策 一般不妊治療助成事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０１（健０４０）

【事業の概要】
　保険適用とならない人工授精の費用の一部を助成することにより、治療に係る経済的な
負担を軽減する。
　特定不妊治療費については県・市の助成事業が実施されていたが、特定不妊治療の前段
である人工授精については保険適用となっていなかったため、子どもを産み育てたいが不
妊に悩む夫婦の治療に係る経済的負担が大きかった。
県が平成２３年７月１日より人工授精費助成事業を開始したことに伴い、上乗せ助成をす
ることで少子化対策の施策とするため、市は平成２３年１０月１日から制度を開始した。
（1）対象者
　　県から本事業の交付決定を受け、かつ申請時に市内に１年以上居住している人。
（2）助成額と根拠
　　治療費の２割を通算２年度助成。県５割・市２割の助成を合わせて実質的な自己負担
　を３割。

【事業の成果】
　　　　　　　　　決算額　　　　助成人数（件数）
　平成２５年度　４８７千円　　実５７名（延５９件）
　平成２６年度　６０３千円　　実６９名（延７６件）
　平成２７年度　７１４千円　　実６７名（延７３件）

【今後の課題・方向性】
　今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続して実施していく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 624 

補正予算額 0 

予算流・充用額 91 

最終予算額 715 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 714 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 714 諸収入 0 

計 714 その他 0 

（参考） 評価
結果

市民が安心して子どもを産み育てる環境を確保するために継続実施する。
前年度決算額 603 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３７ 項　　目　　名 ６歳臼歯保護推進事業費

主要な施策 ６歳臼歯保護推進事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１００（健０３７）

【事業の概要】
　平成９年度に６歳臼歯保護意識づけモデル事業として実施し、平成１０年度から６歳臼
歯保護推進事業として開始した。全乳歯が生えそろい、第１大臼歯（６歳臼歯）の生え始
める幼児期後期に、６歳臼歯の保護を目的とした歯の保健指導を実施し、生涯の歯の健康
管理の意識付けを行うことで歯科保健水準の向上を図るもの。

【事業の成果】
　対象者：年長児とその保護者
　実施方法：保育園、幼稚園を会場に、歯科医師による講話・歯科保健指導を行った。
　委託先：鳥取県東部歯科医師会

　　　　　　　　　　決算額　　　　実施園数　 　参加人数
　平成２５年度　１，２２９千円　　 ５８園　　２，９００人
　平成２６年度　１，１９０千円　　 ５６園　　２，７０７人
　平成２７年度　１，１９１千円　　 ５６園　　２，６７５人

【今後の課題・方向性】
　６歳臼歯の生え始める機会に歯科保健についての意識付けを親子で行うことで生涯を通
じた歯の健康づくりを継続して推進する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 1,233 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,233 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,191 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,191 諸収入 0 

計 1,191 その他 0 

（参考） 評価
結果

６歳臼歯の生え始める時期に親子で歯科保健について学び、生涯を通じた歯の健康づくりについて意識付けを図ることは重要であ
り、今後も継続が必要である。前年度決算額 1,190 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３８ 項　　目　　名 ２歳児歯科健診事業費

主要な施策 ２歳児歯科健診事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１００（健０３８）

【事業の概要】
　１歳６か月から３歳までの間にむし歯の罹患率が急激に増える傾向があることから、東
部歯科医師会と協議し、平成１１年１月より２歳児歯科健診開始。
　２歳児は乳歯がほぼ生えそろい始めるが、間食や歯磨き等の生活習慣が不規則なため、
むし歯になりやすい時期である。この時期に歯科健診・歯科保健指導を行うことにより、
口腔の健康の保持増進を図る。この事業を開始して、むし歯罹患率は減少傾向になった。
　３歳児健診において、平成２３年度１７.７％・平成２４年度１７.９％・平成２５年度
１５.３％・平成２６年度１６.３％・平成２７年度１７.８％である。

【事業の成果】
　歯科医師による診察、歯科衛生士による歯科保健指導及びフッ素塗布。
　通知は１歳６か月健診時に配布及び市報により周知。

　　　　　　　　　　決算額　　　　　受診者数
　平成２５年度　１，４２３千円　　１，４３０人
　平成２６年度　１，３８６千円　　１，３４７人
　平成２７年度　１，３７０千円　　１，３２４人

【今後の課題・方向性】
　２歳児歯科健診の必要性やむし歯予防教育の重要性を継続して啓発する。

　※その他財源の諸収入は、２歳児歯科健診歯ブラシ自己負担金

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 1,392 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,392 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,370 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 9 0 

一般財源 1,361 諸収入 9 

計 1,370 その他 0 

（参考） 評価
結果

３歳児のむし歯罹患率は増加傾向にあるため、２歳から３歳の時期にむし歯に罹患しやすい状況にあり２歳児歯科健診は重要であ
り、生活習慣の中での口腔疾患予防教育を継続して実施する。前年度決算額 1,386 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３７ 項　　目　　名 ６歳臼歯保護推進事業費

主要な施策 ６歳臼歯保護推進事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１００（健０３７）

【事業の概要】
　平成９年度に６歳臼歯保護意識づけモデル事業として実施し、平成１０年度から６歳臼
歯保護推進事業として開始した。全乳歯が生えそろい、第１大臼歯（６歳臼歯）の生え始
める幼児期後期に、６歳臼歯の保護を目的とした歯の保健指導を実施し、生涯の歯の健康
管理の意識付けを行うことで歯科保健水準の向上を図るもの。

【事業の成果】
　対象者：年長児とその保護者
　実施方法：保育園、幼稚園を会場に、歯科医師による講話・歯科保健指導を行った。
　委託先：鳥取県東部歯科医師会

　　　　　　　　　　決算額　　　　実施園数　 　参加人数
　平成２５年度　１，２２９千円　　 ５８園　　２，９００人
　平成２６年度　１，１９０千円　　 ５６園　　２，７０７人
　平成２７年度　１，１９１千円　　 ５６園　　２，６７５人

【今後の課題・方向性】
　６歳臼歯の生え始める機会に歯科保健についての意識付けを親子で行うことで生涯を通
じた歯の健康づくりを継続して推進する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 1,233 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,233 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,191 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,191 諸収入 0 

計 1,191 その他 0 

（参考） 評価
結果

６歳臼歯の生え始める時期に親子で歯科保健について学び、生涯を通じた歯の健康づくりについて意識付けを図ることは重要であ
り、今後も継続が必要である。前年度決算額 1,190 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３８ 項　　目　　名 ２歳児歯科健診事業費

主要な施策 ２歳児歯科健診事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１００（健０３８）

【事業の概要】
　１歳６か月から３歳までの間にむし歯の罹患率が急激に増える傾向があることから、東
部歯科医師会と協議し、平成１１年１月より２歳児歯科健診開始。
　２歳児は乳歯がほぼ生えそろい始めるが、間食や歯磨き等の生活習慣が不規則なため、
むし歯になりやすい時期である。この時期に歯科健診・歯科保健指導を行うことにより、
口腔の健康の保持増進を図る。この事業を開始して、むし歯罹患率は減少傾向になった。
　３歳児健診において、平成２３年度１７.７％・平成２４年度１７.９％・平成２５年度
１５.３％・平成２６年度１６.３％・平成２７年度１７.８％である。

【事業の成果】
　歯科医師による診察、歯科衛生士による歯科保健指導及びフッ素塗布。
　通知は１歳６か月健診時に配布及び市報により周知。

　　　　　　　　　　決算額　　　　　受診者数
　平成２５年度　１，４２３千円　　１，４３０人
　平成２６年度　１，３８６千円　　１，３４７人
　平成２７年度　１，３７０千円　　１，３２４人

【今後の課題・方向性】
　２歳児歯科健診の必要性やむし歯予防教育の重要性を継続して啓発する。

　※その他財源の諸収入は、２歳児歯科健診歯ブラシ自己負担金

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 1,392 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,392 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,370 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 9 0 

一般財源 1,361 諸収入 9 

計 1,370 その他 0 

（参考） 評価
結果

３歳児のむし歯罹患率は増加傾向にあるため、２歳から３歳の時期にむし歯に罹患しやすい状況にあり２歳児歯科健診は重要であ
り、生活習慣の中での口腔疾患予防教育を継続して実施する。前年度決算額 1,386 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３９ 項　　目　　名 特定不妊治療助成事業費補助金

主要な施策 特定不妊治療助成事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０１（健０３９）

【事業の概要】
　経済的負担が原因で子どもを諦める夫婦がないように治療費を助成することで子どもを
望む夫婦が安心して子どもを産み育てる環境づくりを行うために、鳥取県特定不妊治療助
成事業の対象となった人に対して治療費の追加助成を行う。平成２５年７月１日より助成
回数の上限を撤廃した。
　◎１年度に２回（初年度は３回）を限度に通算５年度で１０回まで
　　鳥取県特定不妊治療助成事業の対象となった費用から鳥取県の助成金を控除した額又
　は５万円（以前に凍結した胚を解凍して胚移植を実施した治療については２万５千円）
　のいずれか低い額を助成。それ以上の回数になる場合は、鳥取県特定不妊治療助成事業
　の対象となった費用から、鳥取県の助成金を控除した額又は２万５千円のいずれか低い
　額を助成。
　◎平成２６年度６月１日以降、新規で助成を受ける場合は妻の年齢が４０歳未満の場合
　は通算５年度で６回まで。４０歳以上の場合は、初年度３回、次年度２回までの治療費
　を助成。内容については上記と同様。

【事業の成果】
　　　　　　　　　　 決算額　　　　　　 助成人数（件数）
　平成２５年度　１３，５７６千円　　実１７９名（延３８２件）
　平成２６年度　１３，９９９千円　　実１７６名（延３８５件）
　平成２７年度　１３，６１９千円　　実１６５名（延３６２件）

【今後の課題・方向性】
　今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続して実施していく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 15,053 

補正予算額 0 

予算流・充用額 △ 91 

最終予算額 14,962 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 13,619 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 13,619 諸収入 0 

計 13,619 その他 0 

（参考） 評価
結果

少子化対策の一環として、市民が安心して子どもを産める環境づくりは継続的に必要である。
前年度決算額 13,999 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４０ 項　　目　　名 一般不妊治療助成事業費

主要な施策 一般不妊治療助成事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０１（健０４０）

【事業の概要】
　保険適用とならない人工授精の費用の一部を助成することにより、治療に係る経済的な
負担を軽減する。
　特定不妊治療費については県・市の助成事業が実施されていたが、特定不妊治療の前段
である人工授精については保険適用となっていなかったため、子どもを産み育てたいが不
妊に悩む夫婦の治療に係る経済的負担が大きかった。
県が平成２３年７月１日より人工授精費助成事業を開始したことに伴い、上乗せ助成をす
ることで少子化対策の施策とするため、市は平成２３年１０月１日から制度を開始した。
（1）対象者
　　県から本事業の交付決定を受け、かつ申請時に市内に１年以上居住している人。
（2）助成額と根拠
　　治療費の２割を通算２年度助成。県５割・市２割の助成を合わせて実質的な自己負担
　を３割。

【事業の成果】
　　　　　　　　　決算額　　　　助成人数（件数）
　平成２５年度　４８７千円　　実５７名（延５９件）
　平成２６年度　６０３千円　　実６９名（延７６件）
　平成２７年度　７１４千円　　実６７名（延７３件）

【今後の課題・方向性】
　今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続して実施していく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 624 

補正予算額 0 

予算流・充用額 91 

最終予算額 715 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 714 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 714 諸収入 0 

計 714 その他 0 

（参考） 評価
結果

市民が安心して子どもを産み育てる環境を確保するために継続実施する。
前年度決算額 603 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３９ 項　　目　　名 特定不妊治療助成事業費補助金

主要な施策 特定不妊治療助成事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０１（健０３９）

【事業の概要】
　経済的負担が原因で子どもを諦める夫婦がないように治療費を助成することで子どもを
望む夫婦が安心して子どもを産み育てる環境づくりを行うために、鳥取県特定不妊治療助
成事業の対象となった人に対して治療費の追加助成を行う。平成２５年７月１日より助成
回数の上限を撤廃した。
　◎１年度に２回（初年度は３回）を限度に通算５年度で１０回まで
　　鳥取県特定不妊治療助成事業の対象となった費用から鳥取県の助成金を控除した額又
　は５万円（以前に凍結した胚を解凍して胚移植を実施した治療については２万５千円）
　のいずれか低い額を助成。それ以上の回数になる場合は、鳥取県特定不妊治療助成事業
　の対象となった費用から、鳥取県の助成金を控除した額又は２万５千円のいずれか低い
　額を助成。
　◎平成２６年度６月１日以降、新規で助成を受ける場合は妻の年齢が４０歳未満の場合
　は通算５年度で６回まで。４０歳以上の場合は、初年度３回、次年度２回までの治療費
　を助成。内容については上記と同様。

【事業の成果】
　　　　　　　　　　 決算額　　　　　　 助成人数（件数）
　平成２５年度　１３，５７６千円　　実１７９名（延３８２件）
　平成２６年度　１３，９９９千円　　実１７６名（延３８５件）
　平成２７年度　１３，６１９千円　　実１６５名（延３６２件）

【今後の課題・方向性】
　今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続して実施していく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 15,053 

補正予算額 0 

予算流・充用額 △ 91 

最終予算額 14,962 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 13,619 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 13,619 諸収入 0 

計 13,619 その他 0 

（参考） 評価
結果

少子化対策の一環として、市民が安心して子どもを産める環境づくりは継続的に必要である。
前年度決算額 13,999 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４０ 項　　目　　名 一般不妊治療助成事業費

主要な施策 一般不妊治療助成事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０１（健０４０）

【事業の概要】
　保険適用とならない人工授精の費用の一部を助成することにより、治療に係る経済的な
負担を軽減する。
　特定不妊治療費については県・市の助成事業が実施されていたが、特定不妊治療の前段
である人工授精については保険適用となっていなかったため、子どもを産み育てたいが不
妊に悩む夫婦の治療に係る経済的負担が大きかった。
県が平成２３年７月１日より人工授精費助成事業を開始したことに伴い、上乗せ助成をす
ることで少子化対策の施策とするため、市は平成２３年１０月１日から制度を開始した。
（1）対象者
　　県から本事業の交付決定を受け、かつ申請時に市内に１年以上居住している人。
（2）助成額と根拠
　　治療費の２割を通算２年度助成。県５割・市２割の助成を合わせて実質的な自己負担
　を３割。

【事業の成果】
　　　　　　　　　決算額　　　　助成人数（件数）
　平成２５年度　４８７千円　　実５７名（延５９件）
　平成２６年度　６０３千円　　実６９名（延７６件）
　平成２７年度　７１４千円　　実６７名（延７３件）

【今後の課題・方向性】
　今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続して実施していく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 624 

補正予算額 0 

予算流・充用額 91 

最終予算額 715 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 714 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 714 諸収入 0 

計 714 その他 0 

（参考） 評価
結果

市民が安心して子どもを産み育てる環境を確保するために継続実施する。
前年度決算額 603 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３７ 項　　目　　名 ６歳臼歯保護推進事業費

主要な施策 ６歳臼歯保護推進事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１００（健０３７）

【事業の概要】
　平成９年度に６歳臼歯保護意識づけモデル事業として実施し、平成１０年度から６歳臼
歯保護推進事業として開始した。全乳歯が生えそろい、第１大臼歯（６歳臼歯）の生え始
める幼児期後期に、６歳臼歯の保護を目的とした歯の保健指導を実施し、生涯の歯の健康
管理の意識付けを行うことで歯科保健水準の向上を図るもの。

【事業の成果】
　対象者：年長児とその保護者
　実施方法：保育園、幼稚園を会場に、歯科医師による講話・歯科保健指導を行った。
　委託先：鳥取県東部歯科医師会

　　　　　　　　　　決算額　　　　実施園数　 　参加人数
　平成２５年度　１，２２９千円　　 ５８園　　２，９００人
　平成２６年度　１，１９０千円　　 ５６園　　２，７０７人
　平成２７年度　１，１９１千円　　 ５６園　　２，６７５人

【今後の課題・方向性】
　６歳臼歯の生え始める機会に歯科保健についての意識付けを親子で行うことで生涯を通
じた歯の健康づくりを継続して推進する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 1,233 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,233 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,191 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,191 諸収入 0 

計 1,191 その他 0 

（参考） 評価
結果

６歳臼歯の生え始める時期に親子で歯科保健について学び、生涯を通じた歯の健康づくりについて意識付けを図ることは重要であ
り、今後も継続が必要である。前年度決算額 1,190 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３８ 項　　目　　名 ２歳児歯科健診事業費

主要な施策 ２歳児歯科健診事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１００（健０３８）

【事業の概要】
　１歳６か月から３歳までの間にむし歯の罹患率が急激に増える傾向があることから、東
部歯科医師会と協議し、平成１１年１月より２歳児歯科健診開始。
　２歳児は乳歯がほぼ生えそろい始めるが、間食や歯磨き等の生活習慣が不規則なため、
むし歯になりやすい時期である。この時期に歯科健診・歯科保健指導を行うことにより、
口腔の健康の保持増進を図る。この事業を開始して、むし歯罹患率は減少傾向になった。
　３歳児健診において、平成２３年度１７.７％・平成２４年度１７.９％・平成２５年度
１５.３％・平成２６年度１６.３％・平成２７年度１７.８％である。

【事業の成果】
　歯科医師による診察、歯科衛生士による歯科保健指導及びフッ素塗布。
　通知は１歳６か月健診時に配布及び市報により周知。

　　　　　　　　　　決算額　　　　　受診者数
　平成２５年度　１，４２３千円　　１，４３０人
　平成２６年度　１，３８６千円　　１，３４７人
　平成２７年度　１，３７０千円　　１，３２４人

【今後の課題・方向性】
　２歳児歯科健診の必要性やむし歯予防教育の重要性を継続して啓発する。

　※その他財源の諸収入は、２歳児歯科健診歯ブラシ自己負担金

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 1,392 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,392 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,370 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 9 0 

一般財源 1,361 諸収入 9 

計 1,370 その他 0 

（参考） 評価
結果

３歳児のむし歯罹患率は増加傾向にあるため、２歳から３歳の時期にむし歯に罹患しやすい状況にあり２歳児歯科健診は重要であ
り、生活習慣の中での口腔疾患予防教育を継続して実施する。前年度決算額 1,386 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３７ 項　　目　　名 ６歳臼歯保護推進事業費

主要な施策 ６歳臼歯保護推進事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１００（健０３７）

【事業の概要】
　平成９年度に６歳臼歯保護意識づけモデル事業として実施し、平成１０年度から６歳臼
歯保護推進事業として開始した。全乳歯が生えそろい、第１大臼歯（６歳臼歯）の生え始
める幼児期後期に、６歳臼歯の保護を目的とした歯の保健指導を実施し、生涯の歯の健康
管理の意識付けを行うことで歯科保健水準の向上を図るもの。

【事業の成果】
　対象者：年長児とその保護者
　実施方法：保育園、幼稚園を会場に、歯科医師による講話・歯科保健指導を行った。
　委託先：鳥取県東部歯科医師会

　　　　　　　　　　決算額　　　　実施園数　 　参加人数
　平成２５年度　１，２２９千円　　 ５８園　　２，９００人
　平成２６年度　１，１９０千円　　 ５６園　　２，７０７人
　平成２７年度　１，１９１千円　　 ５６園　　２，６７５人

【今後の課題・方向性】
　６歳臼歯の生え始める機会に歯科保健についての意識付けを親子で行うことで生涯を通
じた歯の健康づくりを継続して推進する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 1,233 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,233 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,191 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,191 諸収入 0 

計 1,191 その他 0 

（参考） 評価
結果

６歳臼歯の生え始める時期に親子で歯科保健について学び、生涯を通じた歯の健康づくりについて意識付けを図ることは重要であ
り、今後も継続が必要である。前年度決算額 1,190 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０３８ 項　　目　　名 ２歳児歯科健診事業費

主要な施策 ２歳児歯科健診事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１００（健０３８）

【事業の概要】
　１歳６か月から３歳までの間にむし歯の罹患率が急激に増える傾向があることから、東
部歯科医師会と協議し、平成１１年１月より２歳児歯科健診開始。
　２歳児は乳歯がほぼ生えそろい始めるが、間食や歯磨き等の生活習慣が不規則なため、
むし歯になりやすい時期である。この時期に歯科健診・歯科保健指導を行うことにより、
口腔の健康の保持増進を図る。この事業を開始して、むし歯罹患率は減少傾向になった。
　３歳児健診において、平成２３年度１７.７％・平成２４年度１７.９％・平成２５年度
１５.３％・平成２６年度１６.３％・平成２７年度１７.８％である。

【事業の成果】
　歯科医師による診察、歯科衛生士による歯科保健指導及びフッ素塗布。
　通知は１歳６か月健診時に配布及び市報により周知。

　　　　　　　　　　決算額　　　　　受診者数
　平成２５年度　１，４２３千円　　１，４３０人
　平成２６年度　１，３８６千円　　１，３４７人
　平成２７年度　１，３７０千円　　１，３２４人

【今後の課題・方向性】
　２歳児歯科健診の必要性やむし歯予防教育の重要性を継続して啓発する。

　※その他財源の諸収入は、２歳児歯科健診歯ブラシ自己負担金

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 1,392 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,392 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,370 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 9 0 

一般財源 1,361 諸収入 9 

計 1,370 その他 0 

（参考） 評価
結果

３歳児のむし歯罹患率は増加傾向にあるため、２歳から３歳の時期にむし歯に罹患しやすい状況にあり２歳児歯科健診は重要であ
り、生活習慣の中での口腔疾患予防教育を継続して実施する。前年度決算額 1,386 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４３ 項　　目　　名 Ｂ類疾病予防接種費

主要な施策 感染症予防接種費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】予防係 0857-20-3191

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０３（健０４３）

【事業の概要】
　平成１３年の予防接種法の改正により高齢者に対し定期接種としてインフルエンザ予防
接種を開始した。また、平成２５年度には重度の心身障がい者及び重症心身障がい児への
接種費用助成を開始し、平成２６年度には予防接種法施行令の改正により定期接種として
高齢者肺炎球菌感染症予防接種を開始した。

【事業の成果】
　　　　　　　　　　　平成２５年度　　　 平成２６年度　　　　平成２７年度
　決算額　　　　　　９７，０７５千円　１４９，１２６千円　１４８，１３０千円
　接種者数
　インフルエンザ
　　・高齢者　　　　　３２，４７１人　　　３３，１６３人　　　３２，９５６人
　　　※６０歳～６４歳の一定の障がい者含む
　　・重度の心身障がい者　　１５４人　　　　　　１７０人　　　　　　１６６人
　　　及び重症心身障がい児
　高齢者肺炎球菌感染症　　　　　なし　　　　５，８７５人　　　　４，９７４人
　
【今後の課題・方向性】
　インフルエンザ、肺炎球菌感染症による疾病の重症化、感染の拡大を防止するために、
継続して実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 予防費

当初予算額 160,519 

補正予算額 △ 3 

予算流・充用額 △ 197 

最終予算額 160,319 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 148,130 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 148,130 諸収入 0 

計 148,130 その他 0 

（参考） 評価
結果

国の感染症予防対策の動向を見据えながら、インフルエンザ、肺炎球菌感染症の予防接種を実施する。
前年度決算額 149,126 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４４ 項　　目　　名 風しん予防接種費助成事業費

主要な施策 感染症予防接種費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】予防係 0857-20-3191

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０３（健０４４）

【事業の概要】
　予防接種費用の助成により、多くの人が接種を受けやすい体制を整備し、風しんのまん
　延及び先天性風しん症候群の発生を防ぐ。

【事業の成果】
　大人の風しん予防接種について予防接種費の助成を行った。
　　　　　　　　　　決算額　　　　助成人数
　平成２５年度　７，６５３千円　　８４６人
　平成２６年度　２，３２２千円　　２７１人
　平成２７年度　１，２９５千円　　１５３人

【今後の課題・方向性】
　風しんの流行状況や先天性風しん症候群の発生状況などを確認しながら事業の継続を検
　討する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 予防費

当初予算額 2,300 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 2,300 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,295 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 581 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 714 諸収入 0 

計 1,295 その他 0 

（参考） 評価
結果

風しんの流行状況や先天性風しん症候群の発生状況などを確認しながら事業の継続を検討する。
前年度決算額 2,322 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４３ 項　　目　　名 Ｂ類疾病予防接種費

主要な施策 感染症予防接種費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】予防係 0857-20-3191

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０３（健０４３）

【事業の概要】
　平成１３年の予防接種法の改正により高齢者に対し定期接種としてインフルエンザ予防
接種を開始した。また、平成２５年度には重度の心身障がい者及び重症心身障がい児への
接種費用助成を開始し、平成２６年度には予防接種法施行令の改正により定期接種として
高齢者肺炎球菌感染症予防接種を開始した。

【事業の成果】
　　　　　　　　　　　平成２５年度　　　 平成２６年度　　　　平成２７年度
　決算額　　　　　　９７，０７５千円　１４９，１２６千円　１４８，１３０千円
　接種者数
　インフルエンザ
　　・高齢者　　　　　３２，４７１人　　　３３，１６３人　　　３２，９５６人
　　　※６０歳～６４歳の一定の障がい者含む
　　・重度の心身障がい者　　１５４人　　　　　　１７０人　　　　　　１６６人
　　　及び重症心身障がい児
　高齢者肺炎球菌感染症　　　　　なし　　　　５，８７５人　　　　４，９７４人
　
【今後の課題・方向性】
　インフルエンザ、肺炎球菌感染症による疾病の重症化、感染の拡大を防止するために、
継続して実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 予防費

当初予算額 160,519 

補正予算額 △ 3 

予算流・充用額 △ 197 

最終予算額 160,319 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 148,130 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 148,130 諸収入 0 

計 148,130 その他 0 

（参考） 評価
結果

国の感染症予防対策の動向を見据えながら、インフルエンザ、肺炎球菌感染症の予防接種を実施する。
前年度決算額 149,126 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４４ 項　　目　　名 風しん予防接種費助成事業費

主要な施策 感染症予防接種費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】予防係 0857-20-3191

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０３（健０４４）

【事業の概要】
　予防接種費用の助成により、多くの人が接種を受けやすい体制を整備し、風しんのまん
　延及び先天性風しん症候群の発生を防ぐ。

【事業の成果】
　大人の風しん予防接種について予防接種費の助成を行った。
　　　　　　　　　　決算額　　　　助成人数
　平成２５年度　７，６５３千円　　８４６人
　平成２６年度　２，３２２千円　　２７１人
　平成２７年度　１，２９５千円　　１５３人

【今後の課題・方向性】
　風しんの流行状況や先天性風しん症候群の発生状況などを確認しながら事業の継続を検
　討する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 予防費

当初予算額 2,300 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 2,300 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,295 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 581 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 714 諸収入 0 

計 1,295 その他 0 

（参考） 評価
結果

風しんの流行状況や先天性風しん症候群の発生状況などを確認しながら事業の継続を検討する。
前年度決算額 2,322 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４１ 項　　目　　名 不育治療助成事業費補助金

主要な施策 不育治療助成事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
  予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０２（健０４１）

【事業の概要】
　不育症の検査・治療を受けている夫婦に対し、医療費負担の軽減を図り、少子化対策の
施策とするため、市は平成２７年４月１日から制度を開始した。
（1）対象者
　婚姻していて、申請時に市内に１年以上居住している人、他の助成金を受けていない人、
医療保険の被保健者又は被扶養者、夫婦の前年所得７３０万円未満で市税の滞納のない人。
（2）助成額と根拠
　入院時の差額ベッド代、食事代その他不育治療等に直接関係ない費用を除く費用の２分
の１の額で１年度につき１０万円、通算５カ年度を限度とする。

【事業の成果】
　平成２７年度　８７千円　　助成人数（件数） 実２名（延２件）

【今後の課題・方向性】
　今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続して実施していく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 1,000 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,000 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 87 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 87 諸収入 0 

計 87 その他 0 

（参考） 評価
結果

今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続して実施していく。
前年度決算額 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４２ 項　　目　　名 Ａ類疾病予防接種費

主要な施策 感染症予防接種費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】予防係 0857-20-3191

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０２（健０４２）

【事業の概要】
　予防接種法第２条第２項（Ａ類疾病の指定）、第５条第１項（定期接種の実施）、予防
　接種法施行令第１条（政令で定めるＡ類疾病の指定）、第１条の３（定期予防接種を行
　う疾病及びその対象者）に基づき集団接種及び個別接種として実施する。

【事業の成果】
　伝染のおそれのある疾病の発生及びまん延を予防するために予防接種を行い、公衆衛生
　の向上及び増進に寄与している。
　平成２５年度　２１４，１４１千円
　（ＢＣＧ1,293件、ポリオ1,876件、三種混合1,785件、二種混合1,218件、四種混合5,216
　　件、ＭＲ１期1,691件、ＭＲ２期1,693件、日本脳炎6,483件）
　平成２６年度　３８５，６９５千円
　（ＢＣＧ1,601件、ポリオ844件、三種混合430件、二種混合1,279件、四種混合6,388件、
　　ＭＲ１期1,620件、ＭＲ２期1,571件、日本脳炎6,410件、ヒブワクチン6,651件、小児
　　用肺炎球菌6,555件、子宮頸がん88件、水痘3,256件）
　平成２７年度　３６３，００４千円
　（ＢＣＧ1,629件、ポリオ188件、三種混合10件、二種混合1,196件、四種混合6,475件、
　　ＭＲ１期1,576件、ＭＲ２期1,585件、日本脳炎5,686件、ヒブワクチン6,429件、小児
　　用肺炎球菌6,462件、子宮頸がん49件、水痘3,332件）

【今後の課題・方向性】
　予防接種法に基づき、適切に実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 予防費

当初予算額 454,679 

補正予算額 △ 60,124 

予算流・充用額 198 

最終予算額 394,753 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 363,004 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 363,004 諸収入 0 

計 363,004 その他 0 

（参考） 評価
結果

国の感染症予防対策の動向を見据えながら、予防接種法等に基づき適切に事業を実施する。
前年度決算額 385,695 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４１ 項　　目　　名 不育治療助成事業費補助金

主要な施策 不育治療助成事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
  予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０２（健０４１）

【事業の概要】
　不育症の検査・治療を受けている夫婦に対し、医療費負担の軽減を図り、少子化対策の
施策とするため、市は平成２７年４月１日から制度を開始した。
（1）対象者
　婚姻していて、申請時に市内に１年以上居住している人、他の助成金を受けていない人、
医療保険の被保健者又は被扶養者、夫婦の前年所得７３０万円未満で市税の滞納のない人。
（2）助成額と根拠
　入院時の差額ベッド代、食事代その他不育治療等に直接関係ない費用を除く費用の２分
の１の額で１年度につき１０万円、通算５カ年度を限度とする。

【事業の成果】
　平成２７年度　８７千円　　助成人数（件数） 実２名（延２件）

【今後の課題・方向性】
　今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続して実施していく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 1,000 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,000 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 87 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 87 諸収入 0 

計 87 その他 0 

（参考） 評価
結果

今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続して実施していく。
前年度決算額 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４２ 項　　目　　名 Ａ類疾病予防接種費

主要な施策 感染症予防接種費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】予防係 0857-20-3191

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０２（健０４２）

【事業の概要】
　予防接種法第２条第２項（Ａ類疾病の指定）、第５条第１項（定期接種の実施）、予防
　接種法施行令第１条（政令で定めるＡ類疾病の指定）、第１条の３（定期予防接種を行
　う疾病及びその対象者）に基づき集団接種及び個別接種として実施する。

【事業の成果】
　伝染のおそれのある疾病の発生及びまん延を予防するために予防接種を行い、公衆衛生
　の向上及び増進に寄与している。
　平成２５年度　２１４，１４１千円
　（ＢＣＧ1,293件、ポリオ1,876件、三種混合1,785件、二種混合1,218件、四種混合5,216
　　件、ＭＲ１期1,691件、ＭＲ２期1,693件、日本脳炎6,483件）
　平成２６年度　３８５，６９５千円
　（ＢＣＧ1,601件、ポリオ844件、三種混合430件、二種混合1,279件、四種混合6,388件、
　　ＭＲ１期1,620件、ＭＲ２期1,571件、日本脳炎6,410件、ヒブワクチン6,651件、小児
　　用肺炎球菌6,555件、子宮頸がん88件、水痘3,256件）
　平成２７年度　３６３，００４千円
　（ＢＣＧ1,629件、ポリオ188件、三種混合10件、二種混合1,196件、四種混合6,475件、
　　ＭＲ１期1,576件、ＭＲ２期1,585件、日本脳炎5,686件、ヒブワクチン6,429件、小児
　　用肺炎球菌6,462件、子宮頸がん49件、水痘3,332件）

【今後の課題・方向性】
　予防接種法に基づき、適切に実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 予防費

当初予算額 454,679 

補正予算額 △ 60,124 

予算流・充用額 198 

最終予算額 394,753 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 363,004 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 363,004 諸収入 0 

計 363,004 その他 0 

（参考） 評価
結果

国の感染症予防対策の動向を見据えながら、予防接種法等に基づき適切に事業を実施する。
前年度決算額 385,695 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４３ 項　　目　　名 Ｂ類疾病予防接種費

主要な施策 感染症予防接種費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】予防係 0857-20-3191

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０３（健０４３）

【事業の概要】
　平成１３年の予防接種法の改正により高齢者に対し定期接種としてインフルエンザ予防
接種を開始した。また、平成２５年度には重度の心身障がい者及び重症心身障がい児への
接種費用助成を開始し、平成２６年度には予防接種法施行令の改正により定期接種として
高齢者肺炎球菌感染症予防接種を開始した。

【事業の成果】
　　　　　　　　　　　平成２５年度　　　 平成２６年度　　　　平成２７年度
　決算額　　　　　　９７，０７５千円　１４９，１２６千円　１４８，１３０千円
　接種者数
　インフルエンザ
　　・高齢者　　　　　３２，４７１人　　　３３，１６３人　　　３２，９５６人
　　　※６０歳～６４歳の一定の障がい者含む
　　・重度の心身障がい者　　１５４人　　　　　　１７０人　　　　　　１６６人
　　　及び重症心身障がい児
　高齢者肺炎球菌感染症　　　　　なし　　　　５，８７５人　　　　４，９７４人
　
【今後の課題・方向性】
　インフルエンザ、肺炎球菌感染症による疾病の重症化、感染の拡大を防止するために、
継続して実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 予防費

当初予算額 160,519 

補正予算額 △ 3 

予算流・充用額 △ 197 

最終予算額 160,319 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 148,130 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 148,130 諸収入 0 

計 148,130 その他 0 

（参考） 評価
結果

国の感染症予防対策の動向を見据えながら、インフルエンザ、肺炎球菌感染症の予防接種を実施する。
前年度決算額 149,126 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４４ 項　　目　　名 風しん予防接種費助成事業費

主要な施策 感染症予防接種費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】予防係 0857-20-3191

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０３（健０４４）

【事業の概要】
　予防接種費用の助成により、多くの人が接種を受けやすい体制を整備し、風しんのまん
　延及び先天性風しん症候群の発生を防ぐ。

【事業の成果】
　大人の風しん予防接種について予防接種費の助成を行った。
　　　　　　　　　　決算額　　　　助成人数
　平成２５年度　７，６５３千円　　８４６人
　平成２６年度　２，３２２千円　　２７１人
　平成２７年度　１，２９５千円　　１５３人

【今後の課題・方向性】
　風しんの流行状況や先天性風しん症候群の発生状況などを確認しながら事業の継続を検
　討する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 予防費

当初予算額 2,300 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 2,300 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,295 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 581 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 714 諸収入 0 

計 1,295 その他 0 

（参考） 評価
結果

風しんの流行状況や先天性風しん症候群の発生状況などを確認しながら事業の継続を検討する。
前年度決算額 2,322 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４３ 項　　目　　名 Ｂ類疾病予防接種費

主要な施策 感染症予防接種費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】予防係 0857-20-3191

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０３（健０４３）

【事業の概要】
　平成１３年の予防接種法の改正により高齢者に対し定期接種としてインフルエンザ予防
接種を開始した。また、平成２５年度には重度の心身障がい者及び重症心身障がい児への
接種費用助成を開始し、平成２６年度には予防接種法施行令の改正により定期接種として
高齢者肺炎球菌感染症予防接種を開始した。

【事業の成果】
　　　　　　　　　　　平成２５年度　　　 平成２６年度　　　　平成２７年度
　決算額　　　　　　９７，０７５千円　１４９，１２６千円　１４８，１３０千円
　接種者数
　インフルエンザ
　　・高齢者　　　　　３２，４７１人　　　３３，１６３人　　　３２，９５６人
　　　※６０歳～６４歳の一定の障がい者含む
　　・重度の心身障がい者　　１５４人　　　　　　１７０人　　　　　　１６６人
　　　及び重症心身障がい児
　高齢者肺炎球菌感染症　　　　　なし　　　　５，８７５人　　　　４，９７４人
　
【今後の課題・方向性】
　インフルエンザ、肺炎球菌感染症による疾病の重症化、感染の拡大を防止するために、
継続して実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 予防費

当初予算額 160,519 

補正予算額 △ 3 

予算流・充用額 △ 197 

最終予算額 160,319 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 148,130 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 148,130 諸収入 0 

計 148,130 その他 0 

（参考） 評価
結果

国の感染症予防対策の動向を見据えながら、インフルエンザ、肺炎球菌感染症の予防接種を実施する。
前年度決算額 149,126 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４４ 項　　目　　名 風しん予防接種費助成事業費

主要な施策 感染症予防接種費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】予防係 0857-20-3191

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０３（健０４４）

【事業の概要】
　予防接種費用の助成により、多くの人が接種を受けやすい体制を整備し、風しんのまん
　延及び先天性風しん症候群の発生を防ぐ。

【事業の成果】
　大人の風しん予防接種について予防接種費の助成を行った。
　　　　　　　　　　決算額　　　　助成人数
　平成２５年度　７，６５３千円　　８４６人
　平成２６年度　２，３２２千円　　２７１人
　平成２７年度　１，２９５千円　　１５３人

【今後の課題・方向性】
　風しんの流行状況や先天性風しん症候群の発生状況などを確認しながら事業の継続を検
　討する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 予防費

当初予算額 2,300 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 2,300 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 1,295 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 581 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 714 諸収入 0 

計 1,295 その他 0 

（参考） 評価
結果

風しんの流行状況や先天性風しん症候群の発生状況などを確認しながら事業の継続を検討する。
前年度決算額 2,322 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４１ 項　　目　　名 不育治療助成事業費補助金

主要な施策 不育治療助成事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
  予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０２（健０４１）

【事業の概要】
　不育症の検査・治療を受けている夫婦に対し、医療費負担の軽減を図り、少子化対策の
施策とするため、市は平成２７年４月１日から制度を開始した。
（1）対象者
　婚姻していて、申請時に市内に１年以上居住している人、他の助成金を受けていない人、
医療保険の被保健者又は被扶養者、夫婦の前年所得７３０万円未満で市税の滞納のない人。
（2）助成額と根拠
　入院時の差額ベッド代、食事代その他不育治療等に直接関係ない費用を除く費用の２分
の１の額で１年度につき１０万円、通算５カ年度を限度とする。

【事業の成果】
　平成２７年度　８７千円　　助成人数（件数） 実２名（延２件）

【今後の課題・方向性】
　今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続して実施していく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 1,000 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,000 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 87 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 87 諸収入 0 

計 87 その他 0 

（参考） 評価
結果

今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続して実施していく。
前年度決算額 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４２ 項　　目　　名 Ａ類疾病予防接種費

主要な施策 感染症予防接種費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】予防係 0857-20-3191

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０２（健０４２）

【事業の概要】
　予防接種法第２条第２項（Ａ類疾病の指定）、第５条第１項（定期接種の実施）、予防
　接種法施行令第１条（政令で定めるＡ類疾病の指定）、第１条の３（定期予防接種を行
　う疾病及びその対象者）に基づき集団接種及び個別接種として実施する。

【事業の成果】
　伝染のおそれのある疾病の発生及びまん延を予防するために予防接種を行い、公衆衛生
　の向上及び増進に寄与している。
　平成２５年度　２１４，１４１千円
　（ＢＣＧ1,293件、ポリオ1,876件、三種混合1,785件、二種混合1,218件、四種混合5,216
　　件、ＭＲ１期1,691件、ＭＲ２期1,693件、日本脳炎6,483件）
　平成２６年度　３８５，６９５千円
　（ＢＣＧ1,601件、ポリオ844件、三種混合430件、二種混合1,279件、四種混合6,388件、
　　ＭＲ１期1,620件、ＭＲ２期1,571件、日本脳炎6,410件、ヒブワクチン6,651件、小児
　　用肺炎球菌6,555件、子宮頸がん88件、水痘3,256件）
　平成２７年度　３６３，００４千円
　（ＢＣＧ1,629件、ポリオ188件、三種混合10件、二種混合1,196件、四種混合6,475件、
　　ＭＲ１期1,576件、ＭＲ２期1,585件、日本脳炎5,686件、ヒブワクチン6,429件、小児
　　用肺炎球菌6,462件、子宮頸がん49件、水痘3,332件）

【今後の課題・方向性】
　予防接種法に基づき、適切に実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 予防費

当初予算額 454,679 

補正予算額 △ 60,124 

予算流・充用額 198 

最終予算額 394,753 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 363,004 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 363,004 諸収入 0 

計 363,004 その他 0 

（参考） 評価
結果

国の感染症予防対策の動向を見据えながら、予防接種法等に基づき適切に事業を実施する。
前年度決算額 385,695 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４１ 項　　目　　名 不育治療助成事業費補助金

主要な施策 不育治療助成事業費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】母子保健係 0857-20-3196

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
  予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０２（健０４１）

【事業の概要】
　不育症の検査・治療を受けている夫婦に対し、医療費負担の軽減を図り、少子化対策の
施策とするため、市は平成２７年４月１日から制度を開始した。
（1）対象者
　婚姻していて、申請時に市内に１年以上居住している人、他の助成金を受けていない人、
医療保険の被保健者又は被扶養者、夫婦の前年所得７３０万円未満で市税の滞納のない人。
（2）助成額と根拠
　入院時の差額ベッド代、食事代その他不育治療等に直接関係ない費用を除く費用の２分
の１の額で１年度につき１０万円、通算５カ年度を限度とする。

【事業の成果】
　平成２７年度　８７千円　　助成人数（件数） 実２名（延２件）

【今後の課題・方向性】
　今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続して実施していく。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 母子保健費

当初予算額 1,000 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 1,000 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 87 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 87 諸収入 0 

計 87 その他 0 

（参考） 評価
結果

今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続して実施していく。
前年度決算額 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４２ 項　　目　　名 Ａ類疾病予防接種費

主要な施策 感染症予防接種費 ページ 35 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
中央保健センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】予防係 0857-20-3191

【９次総の施策体系】3102

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０２（健０４２）

【事業の概要】
　予防接種法第２条第２項（Ａ類疾病の指定）、第５条第１項（定期接種の実施）、予防
　接種法施行令第１条（政令で定めるＡ類疾病の指定）、第１条の３（定期予防接種を行
　う疾病及びその対象者）に基づき集団接種及び個別接種として実施する。

【事業の成果】
　伝染のおそれのある疾病の発生及びまん延を予防するために予防接種を行い、公衆衛生
　の向上及び増進に寄与している。
　平成２５年度　２１４，１４１千円
　（ＢＣＧ1,293件、ポリオ1,876件、三種混合1,785件、二種混合1,218件、四種混合5,216
　　件、ＭＲ１期1,691件、ＭＲ２期1,693件、日本脳炎6,483件）
　平成２６年度　３８５，６９５千円
　（ＢＣＧ1,601件、ポリオ844件、三種混合430件、二種混合1,279件、四種混合6,388件、
　　ＭＲ１期1,620件、ＭＲ２期1,571件、日本脳炎6,410件、ヒブワクチン6,651件、小児
　　用肺炎球菌6,555件、子宮頸がん88件、水痘3,256件）
　平成２７年度　３６３，００４千円
　（ＢＣＧ1,629件、ポリオ188件、三種混合10件、二種混合1,196件、四種混合6,475件、
　　ＭＲ１期1,576件、ＭＲ２期1,585件、日本脳炎5,686件、ヒブワクチン6,429件、小児
　　用肺炎球菌6,462件、子宮頸がん49件、水痘3,332件）

【今後の課題・方向性】
　予防接種法に基づき、適切に実施する。

一般会計

款 衛生費

項 保健衛生費

目 予防費

当初予算額 454,679 

補正予算額 △ 60,124 

予算流・充用額 198 

最終予算額 394,753 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 363,004 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 363,004 諸収入 0 

計 363,004 その他 0 

（参考） 評価
結果

国の感染症予防対策の動向を見据えながら、予防接種法等に基づき適切に事業を実施する。
前年度決算額 385,695 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４７ 項　　目　　名 小集団療育事業費

主要な施策 児童発達支援事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
こども発達・家庭支援センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】発達支援係 0857-33-4012

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０５（健０４７）

【事業の概要】
　５歳児発達相談以降、就学前（年長児期）の発達障がい等の診断が未確定な時期の幼児
に対し、子ども同士の関係作りを促したり、行動のコントロールができるようにしたりす
る療育の場所を提供する。

【事業の成果】
　主に保育園や幼稚園に在籍し、行動統制に弱さや友達関係等の社会性の未熟さを抱える
幼児に対し、少人数の中で、対人関係やコミュニケーション力を獲得し、集団での行動統
制が図れるようにした。また、保護者に対し、児への接し方を学ぶ機会を提供した。
　２７年度　実施回数２０回　対象児（組）数１６２人（８１組）

【今後の課題・方向性】
　就学を前にした発達上の困難を抱える児童の発達を促し、家族を支援するため、今後も安
心した就学への見通しが持てるよう療育の機会と保護者支援を提供していく。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 174 

補正予算額 0 

予算流・充用額 1 

最終予算額 175 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 169 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 81 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 88 諸収入 0 

計 169 その他 0 

（参考） 評価
結果

発達上の困難を抱える児童をもつ保護者にとって、就学前に療育の場を提供し、他児や保護者同士との交流を通じ、児の発達促進、
発達理解、就学後の姿を見通せる力をつけていくきっかけとなっている。今後もより専門性、内容の充実を図りながら拡充を行う。前年度決算額 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４８ 項　　目　　名 養育支援訪問事業費

主要な施策 こども家庭支援事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
こども発達・家庭支援センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】家庭支援係 0857-20-0122

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０５（健０４８）

【事業の概要】
１　養育困難な状態にある養育家庭や児童養護施設等退所後の児童の家庭など特に支援を
必要とする家庭に対し、支援員の家庭訪問による養育相談・支援をＮＰＯ法人子どもの虐
待防止ネットワーク鳥取（ＣＡＰＴＡ）に委託し実施。
２　妊婦や出産後間もない養育者及び、養育が十分に行えていない養育者や児童養護施設
等から児童の家庭復帰が予定されている養育者などに対し、雇上げ臨床心理士によるカウ
ンセリングを週２回実施。
　
【事業の成果】
　事業の導入により、養育者による適切な養育が行われている。
　　　　　　　　訪問支援回数（延）　カウンセリング件数（延）
　平成２５年度　　　４６２回　　　　　　　２２８件
　平成２６年度　　　５７２回　　　　　　　２４３件
　平成２７年度　　　５４２回　　　　　　　２３９件

【今後の課題・方向性】
　核家族化及び、地域とのつながりの希薄化など、家族での養育力が低下する傾向にあり、
今後も、安心で適切・充分に養育が行われるよう、支援していく必要がある。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 5,400 

補正予算額 92 

予算流・充用額 0 

最終予算額 5,492 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 4,721 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,086 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,635 諸収入 0 

計 4,721 その他 0 

（参考） 評価
結果

養育者による家庭での養育が、安全に適切かつ十分に行われるように、家庭内で継続的に支援を行い、また、カウンセリングによる
専門的な助言により、養育者の養育力を確保していくために必要かつ重要な事業であり、今後も事業の導入が必要な世帯の把握に努
め、支援の拡充を図っていく。前年度決算額 5,143 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４７ 項　　目　　名 小集団療育事業費

主要な施策 児童発達支援事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
こども発達・家庭支援センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】発達支援係 0857-33-4012

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０５（健０４７）

【事業の概要】
　５歳児発達相談以降、就学前（年長児期）の発達障がい等の診断が未確定な時期の幼児
に対し、子ども同士の関係作りを促したり、行動のコントロールができるようにしたりす
る療育の場所を提供する。

【事業の成果】
　主に保育園や幼稚園に在籍し、行動統制に弱さや友達関係等の社会性の未熟さを抱える
幼児に対し、少人数の中で、対人関係やコミュニケーション力を獲得し、集団での行動統
制が図れるようにした。また、保護者に対し、児への接し方を学ぶ機会を提供した。
　２７年度　実施回数２０回　対象児（組）数１６２人（８１組）

【今後の課題・方向性】
　就学を前にした発達上の困難を抱える児童の発達を促し、家族を支援するため、今後も安
心した就学への見通しが持てるよう療育の機会と保護者支援を提供していく。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 174 

補正予算額 0 

予算流・充用額 1 

最終予算額 175 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 169 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 81 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 88 諸収入 0 

計 169 その他 0 

（参考） 評価
結果

発達上の困難を抱える児童をもつ保護者にとって、就学前に療育の場を提供し、他児や保護者同士との交流を通じ、児の発達促進、
発達理解、就学後の姿を見通せる力をつけていくきっかけとなっている。今後もより専門性、内容の充実を図りながら拡充を行う。前年度決算額 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４８ 項　　目　　名 養育支援訪問事業費

主要な施策 こども家庭支援事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
こども発達・家庭支援センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】家庭支援係 0857-20-0122

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０５（健０４８）

【事業の概要】
１　養育困難な状態にある養育家庭や児童養護施設等退所後の児童の家庭など特に支援を
必要とする家庭に対し、支援員の家庭訪問による養育相談・支援をＮＰＯ法人子どもの虐
待防止ネットワーク鳥取（ＣＡＰＴＡ）に委託し実施。
２　妊婦や出産後間もない養育者及び、養育が十分に行えていない養育者や児童養護施設
等から児童の家庭復帰が予定されている養育者などに対し、雇上げ臨床心理士によるカウ
ンセリングを週２回実施。
　
【事業の成果】
　事業の導入により、養育者による適切な養育が行われている。
　　　　　　　　訪問支援回数（延）　カウンセリング件数（延）
　平成２５年度　　　４６２回　　　　　　　２２８件
　平成２６年度　　　５７２回　　　　　　　２４３件
　平成２７年度　　　５４２回　　　　　　　２３９件

【今後の課題・方向性】
　核家族化及び、地域とのつながりの希薄化など、家族での養育力が低下する傾向にあり、
今後も、安心で適切・充分に養育が行われるよう、支援していく必要がある。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 5,400 

補正予算額 92 

予算流・充用額 0 

最終予算額 5,492 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 4,721 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,086 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,635 諸収入 0 

計 4,721 その他 0 

（参考） 評価
結果

養育者による家庭での養育が、安全に適切かつ十分に行われるように、家庭内で継続的に支援を行い、また、カウンセリングによる
専門的な助言により、養育者の養育力を確保していくために必要かつ重要な事業であり、今後も事業の導入が必要な世帯の把握に努
め、支援の拡充を図っていく。前年度決算額 5,143 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４５ 項　　目　　名 子育て支援短期利用事業費

主要な施策 子育て支援短期利用事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
こども発達・家庭支援センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】家庭支援係 0857-20-0122

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０４（健０４５）

【事業の概要】
　仕事、疾病、家庭の事情等により一時的に家庭での育児が困難なとき、その間の養育を
頼れる支援者のない保護者を支援するため、宿泊を伴うショートステイ事業及び平日の夜
間・休日のトワイライトステイ事業による一時預かりを実施。

【事業の成果】
　ショートステイ及びトワイライトステイ事業の総利用件数は増加傾向にあり、事業の必
要性が増している。
　25年度利用延べ日数（ショートステイ481日、トワイライトステイ133日）
　26年度利用延べ日数（ショートステイ631日、トワイライトステイ103日）
　27年度利用延べ日数（ショートステイ667日、トワイライトステイ91日）

【今後の課題・方向性】
　保護者の養育支援や児童の健全育成が図られる環境を確保するため、制度を継続して維
持する。また、緊急的な日中の一時預かりの要望に応えられるよう、制度の拡充が望まれ
る。

　※その他財源の諸収入は、子育て支援短期利用者負担金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 4,267 

補正予算額 633 

予算流・充用額 0 

最終予算額 4,900 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 4,849 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,600 0 

地方債 0 0 

その他 669 0 

一般財源 1,580 諸収入 669 

計 4,849 その他 0 

（参考） 評価
結果

保護者の養育支援や児童の健全育成の環境を確保するため、制度を継続して維持する。
前年度決算額 4,329 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４６ 項　　目　　名 親子通所療育事業費

主要な施策 児童発達支援事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
こども発達・家庭支援センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】発達支援係 0857-33-4012

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０４（健０４６）

【事業の概要】
　発達障がい又はその疑いのある又は成長や発達に心配や不安のある概ね２～３歳の幼児
及びその保護者を対象とした療育活動。
　具体的には、週１回、１０～１２組程度の対象親子に対し、保育士及び発達支援員によ
る療育プログラムの実施、保護者への療育指導、交流等を実施した。

【事業の成果】
　主に家庭にいる発達に困難感を抱える幼児に対する発達支援（療育）を行い発達を促し
その児の子育てに困り感を抱える親に対し、親子遊びを中心とした児への接し方を伝え、児
の発達を共有するとともに、教室後のスムーズな就園移行を行った。
　
　平成２５年度　開催４１回、延べ３５１組参加
　平成２６年度　開催４５回、延べ２９６組参加
　平成２７年度　開催４５回、延べ２８３組参加

【今後の課題・方向性】
　保育園や幼稚園の就園前に、家庭以外の小集団の場所として児童の発達を促し、保護者
の子どもへの理解を促し、今後の集団生活を送るうえで、児童にあった適切な環境を整え
る準備として、今後も週１回の開催により療育の場を確保し、幼児期の療育の充実を図
る。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 310 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 310 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 307 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 147 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 160 諸収入 0 

計 307 その他 0 

（参考） 評価
結果

発達上の困難を抱える児をもつ保護者にとって、就園前の家庭以外の小集団の場所として、他児や、保護者同士との交流を通し、児
の発達促進、発達理解、将来を見通せる力をつけていくきっかけとなっている。今後もより専門性、内容の充実を図りながら拡充を
行う。前年度決算額 297 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４５ 項　　目　　名 子育て支援短期利用事業費

主要な施策 子育て支援短期利用事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
こども発達・家庭支援センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】家庭支援係 0857-20-0122

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０４（健０４５）

【事業の概要】
　仕事、疾病、家庭の事情等により一時的に家庭での育児が困難なとき、その間の養育を
頼れる支援者のない保護者を支援するため、宿泊を伴うショートステイ事業及び平日の夜
間・休日のトワイライトステイ事業による一時預かりを実施。

【事業の成果】
　ショートステイ及びトワイライトステイ事業の総利用件数は増加傾向にあり、事業の必
要性が増している。
　25年度利用延べ日数（ショートステイ481日、トワイライトステイ133日）
　26年度利用延べ日数（ショートステイ631日、トワイライトステイ103日）
　27年度利用延べ日数（ショートステイ667日、トワイライトステイ91日）

【今後の課題・方向性】
　保護者の養育支援や児童の健全育成が図られる環境を確保するため、制度を継続して維
持する。また、緊急的な日中の一時預かりの要望に応えられるよう、制度の拡充が望まれ
る。

　※その他財源の諸収入は、子育て支援短期利用者負担金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 4,267 

補正予算額 633 

予算流・充用額 0 

最終予算額 4,900 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 4,849 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,600 0 

地方債 0 0 

その他 669 0 

一般財源 1,580 諸収入 669 

計 4,849 その他 0 

（参考） 評価
結果

保護者の養育支援や児童の健全育成の環境を確保するため、制度を継続して維持する。
前年度決算額 4,329 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４６ 項　　目　　名 親子通所療育事業費

主要な施策 児童発達支援事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
こども発達・家庭支援センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】発達支援係 0857-33-4012

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０４（健０４６）

【事業の概要】
　発達障がい又はその疑いのある又は成長や発達に心配や不安のある概ね２～３歳の幼児
及びその保護者を対象とした療育活動。
　具体的には、週１回、１０～１２組程度の対象親子に対し、保育士及び発達支援員によ
る療育プログラムの実施、保護者への療育指導、交流等を実施した。

【事業の成果】
　主に家庭にいる発達に困難感を抱える幼児に対する発達支援（療育）を行い発達を促し
その児の子育てに困り感を抱える親に対し、親子遊びを中心とした児への接し方を伝え、児
の発達を共有するとともに、教室後のスムーズな就園移行を行った。
　
　平成２５年度　開催４１回、延べ３５１組参加
　平成２６年度　開催４５回、延べ２９６組参加
　平成２７年度　開催４５回、延べ２８３組参加

【今後の課題・方向性】
　保育園や幼稚園の就園前に、家庭以外の小集団の場所として児童の発達を促し、保護者
の子どもへの理解を促し、今後の集団生活を送るうえで、児童にあった適切な環境を整え
る準備として、今後も週１回の開催により療育の場を確保し、幼児期の療育の充実を図
る。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 310 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 310 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 307 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 147 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 160 諸収入 0 

計 307 その他 0 

（参考） 評価
結果

発達上の困難を抱える児をもつ保護者にとって、就園前の家庭以外の小集団の場所として、他児や、保護者同士との交流を通し、児
の発達促進、発達理解、将来を見通せる力をつけていくきっかけとなっている。今後もより専門性、内容の充実を図りながら拡充を
行う。前年度決算額 297 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４７ 項　　目　　名 小集団療育事業費

主要な施策 児童発達支援事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
こども発達・家庭支援センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】発達支援係 0857-33-4012

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０５（健０４７）

【事業の概要】
　５歳児発達相談以降、就学前（年長児期）の発達障がい等の診断が未確定な時期の幼児
に対し、子ども同士の関係作りを促したり、行動のコントロールができるようにしたりす
る療育の場所を提供する。

【事業の成果】
　主に保育園や幼稚園に在籍し、行動統制に弱さや友達関係等の社会性の未熟さを抱える
幼児に対し、少人数の中で、対人関係やコミュニケーション力を獲得し、集団での行動統
制が図れるようにした。また、保護者に対し、児への接し方を学ぶ機会を提供した。
　２７年度　実施回数２０回　対象児（組）数１６２人（８１組）

【今後の課題・方向性】
　就学を前にした発達上の困難を抱える児童の発達を促し、家族を支援するため、今後も安
心した就学への見通しが持てるよう療育の機会と保護者支援を提供していく。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 174 

補正予算額 0 

予算流・充用額 1 

最終予算額 175 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 169 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 81 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 88 諸収入 0 

計 169 その他 0 

（参考） 評価
結果

発達上の困難を抱える児童をもつ保護者にとって、就学前に療育の場を提供し、他児や保護者同士との交流を通じ、児の発達促進、
発達理解、就学後の姿を見通せる力をつけていくきっかけとなっている。今後もより専門性、内容の充実を図りながら拡充を行う。前年度決算額 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４８ 項　　目　　名 養育支援訪問事業費

主要な施策 こども家庭支援事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
こども発達・家庭支援センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】家庭支援係 0857-20-0122

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０５（健０４８）

【事業の概要】
１　養育困難な状態にある養育家庭や児童養護施設等退所後の児童の家庭など特に支援を
必要とする家庭に対し、支援員の家庭訪問による養育相談・支援をＮＰＯ法人子どもの虐
待防止ネットワーク鳥取（ＣＡＰＴＡ）に委託し実施。
２　妊婦や出産後間もない養育者及び、養育が十分に行えていない養育者や児童養護施設
等から児童の家庭復帰が予定されている養育者などに対し、雇上げ臨床心理士によるカウ
ンセリングを週２回実施。
　
【事業の成果】
　事業の導入により、養育者による適切な養育が行われている。
　　　　　　　　訪問支援回数（延）　カウンセリング件数（延）
　平成２５年度　　　４６２回　　　　　　　２２８件
　平成２６年度　　　５７２回　　　　　　　２４３件
　平成２７年度　　　５４２回　　　　　　　２３９件

【今後の課題・方向性】
　核家族化及び、地域とのつながりの希薄化など、家族での養育力が低下する傾向にあり、
今後も、安心で適切・充分に養育が行われるよう、支援していく必要がある。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 5,400 

補正予算額 92 

予算流・充用額 0 

最終予算額 5,492 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 4,721 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,086 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,635 諸収入 0 

計 4,721 その他 0 

（参考） 評価
結果

養育者による家庭での養育が、安全に適切かつ十分に行われるように、家庭内で継続的に支援を行い、また、カウンセリングによる
専門的な助言により、養育者の養育力を確保していくために必要かつ重要な事業であり、今後も事業の導入が必要な世帯の把握に努
め、支援の拡充を図っていく。前年度決算額 5,143 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４７ 項　　目　　名 小集団療育事業費

主要な施策 児童発達支援事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
こども発達・家庭支援センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】発達支援係 0857-33-4012

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０５（健０４７）

【事業の概要】
　５歳児発達相談以降、就学前（年長児期）の発達障がい等の診断が未確定な時期の幼児
に対し、子ども同士の関係作りを促したり、行動のコントロールができるようにしたりす
る療育の場所を提供する。

【事業の成果】
　主に保育園や幼稚園に在籍し、行動統制に弱さや友達関係等の社会性の未熟さを抱える
幼児に対し、少人数の中で、対人関係やコミュニケーション力を獲得し、集団での行動統
制が図れるようにした。また、保護者に対し、児への接し方を学ぶ機会を提供した。
　２７年度　実施回数２０回　対象児（組）数１６２人（８１組）

【今後の課題・方向性】
　就学を前にした発達上の困難を抱える児童の発達を促し、家族を支援するため、今後も安
心した就学への見通しが持てるよう療育の機会と保護者支援を提供していく。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 174 

補正予算額 0 

予算流・充用額 1 

最終予算額 175 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 169 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 81 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 88 諸収入 0 

計 169 その他 0 

（参考） 評価
結果

発達上の困難を抱える児童をもつ保護者にとって、就学前に療育の場を提供し、他児や保護者同士との交流を通じ、児の発達促進、
発達理解、就学後の姿を見通せる力をつけていくきっかけとなっている。今後もより専門性、内容の充実を図りながら拡充を行う。前年度決算額 0 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４８ 項　　目　　名 養育支援訪問事業費

主要な施策 こども家庭支援事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
こども発達・家庭支援センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】家庭支援係 0857-20-0122

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０５（健０４８）

【事業の概要】
１　養育困難な状態にある養育家庭や児童養護施設等退所後の児童の家庭など特に支援を
必要とする家庭に対し、支援員の家庭訪問による養育相談・支援をＮＰＯ法人子どもの虐
待防止ネットワーク鳥取（ＣＡＰＴＡ）に委託し実施。
２　妊婦や出産後間もない養育者及び、養育が十分に行えていない養育者や児童養護施設
等から児童の家庭復帰が予定されている養育者などに対し、雇上げ臨床心理士によるカウ
ンセリングを週２回実施。
　
【事業の成果】
　事業の導入により、養育者による適切な養育が行われている。
　　　　　　　　訪問支援回数（延）　カウンセリング件数（延）
　平成２５年度　　　４６２回　　　　　　　２２８件
　平成２６年度　　　５７２回　　　　　　　２４３件
　平成２７年度　　　５４２回　　　　　　　２３９件

【今後の課題・方向性】
　核家族化及び、地域とのつながりの希薄化など、家族での養育力が低下する傾向にあり、
今後も、安心で適切・充分に養育が行われるよう、支援していく必要がある。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 5,400 

補正予算額 92 

予算流・充用額 0 

最終予算額 5,492 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 4,721 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,086 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,635 諸収入 0 

計 4,721 その他 0 

（参考） 評価
結果

養育者による家庭での養育が、安全に適切かつ十分に行われるように、家庭内で継続的に支援を行い、また、カウンセリングによる
専門的な助言により、養育者の養育力を確保していくために必要かつ重要な事業であり、今後も事業の導入が必要な世帯の把握に努
め、支援の拡充を図っていく。前年度決算額 5,143 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４５ 項　　目　　名 子育て支援短期利用事業費

主要な施策 子育て支援短期利用事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
こども発達・家庭支援センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】家庭支援係 0857-20-0122

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０４（健０４５）

【事業の概要】
　仕事、疾病、家庭の事情等により一時的に家庭での育児が困難なとき、その間の養育を
頼れる支援者のない保護者を支援するため、宿泊を伴うショートステイ事業及び平日の夜
間・休日のトワイライトステイ事業による一時預かりを実施。

【事業の成果】
　ショートステイ及びトワイライトステイ事業の総利用件数は増加傾向にあり、事業の必
要性が増している。
　25年度利用延べ日数（ショートステイ481日、トワイライトステイ133日）
　26年度利用延べ日数（ショートステイ631日、トワイライトステイ103日）
　27年度利用延べ日数（ショートステイ667日、トワイライトステイ91日）

【今後の課題・方向性】
　保護者の養育支援や児童の健全育成が図られる環境を確保するため、制度を継続して維
持する。また、緊急的な日中の一時預かりの要望に応えられるよう、制度の拡充が望まれ
る。

　※その他財源の諸収入は、子育て支援短期利用者負担金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 4,267 

補正予算額 633 

予算流・充用額 0 

最終予算額 4,900 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 4,849 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,600 0 

地方債 0 0 

その他 669 0 

一般財源 1,580 諸収入 669 

計 4,849 その他 0 

（参考） 評価
結果

保護者の養育支援や児童の健全育成の環境を確保するため、制度を継続して維持する。
前年度決算額 4,329 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４６ 項　　目　　名 親子通所療育事業費

主要な施策 児童発達支援事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
こども発達・家庭支援センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】発達支援係 0857-33-4012

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０４（健０４６）

【事業の概要】
　発達障がい又はその疑いのある又は成長や発達に心配や不安のある概ね２～３歳の幼児
及びその保護者を対象とした療育活動。
　具体的には、週１回、１０～１２組程度の対象親子に対し、保育士及び発達支援員によ
る療育プログラムの実施、保護者への療育指導、交流等を実施した。

【事業の成果】
　主に家庭にいる発達に困難感を抱える幼児に対する発達支援（療育）を行い発達を促し
その児の子育てに困り感を抱える親に対し、親子遊びを中心とした児への接し方を伝え、児
の発達を共有するとともに、教室後のスムーズな就園移行を行った。
　
　平成２５年度　開催４１回、延べ３５１組参加
　平成２６年度　開催４５回、延べ２９６組参加
　平成２７年度　開催４５回、延べ２８３組参加

【今後の課題・方向性】
　保育園や幼稚園の就園前に、家庭以外の小集団の場所として児童の発達を促し、保護者
の子どもへの理解を促し、今後の集団生活を送るうえで、児童にあった適切な環境を整え
る準備として、今後も週１回の開催により療育の場を確保し、幼児期の療育の充実を図
る。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 310 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 310 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 307 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 147 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 160 諸収入 0 

計 307 その他 0 

（参考） 評価
結果

発達上の困難を抱える児をもつ保護者にとって、就園前の家庭以外の小集団の場所として、他児や、保護者同士との交流を通し、児
の発達促進、発達理解、将来を見通せる力をつけていくきっかけとなっている。今後もより専門性、内容の充実を図りながら拡充を
行う。前年度決算額 297 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４５ 項　　目　　名 子育て支援短期利用事業費

主要な施策 子育て支援短期利用事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
こども発達・家庭支援センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】家庭支援係 0857-20-0122

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０４（健０４５）

【事業の概要】
　仕事、疾病、家庭の事情等により一時的に家庭での育児が困難なとき、その間の養育を
頼れる支援者のない保護者を支援するため、宿泊を伴うショートステイ事業及び平日の夜
間・休日のトワイライトステイ事業による一時預かりを実施。

【事業の成果】
　ショートステイ及びトワイライトステイ事業の総利用件数は増加傾向にあり、事業の必
要性が増している。
　25年度利用延べ日数（ショートステイ481日、トワイライトステイ133日）
　26年度利用延べ日数（ショートステイ631日、トワイライトステイ103日）
　27年度利用延べ日数（ショートステイ667日、トワイライトステイ91日）

【今後の課題・方向性】
　保護者の養育支援や児童の健全育成が図られる環境を確保するため、制度を継続して維
持する。また、緊急的な日中の一時預かりの要望に応えられるよう、制度の拡充が望まれ
る。

　※その他財源の諸収入は、子育て支援短期利用者負担金

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 4,267 

補正予算額 633 

予算流・充用額 0 

最終予算額 4,900 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 4,849 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,600 0 

地方債 0 0 

その他 669 0 

一般財源 1,580 諸収入 669 

計 4,849 その他 0 

（参考） 評価
結果

保護者の養育支援や児童の健全育成の環境を確保するため、制度を継続して維持する。
前年度決算額 4,329 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４６ 項　　目　　名 親子通所療育事業費

主要な施策 児童発達支援事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
こども発達・家庭支援センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】発達支援係 0857-33-4012

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０４（健０４６）

【事業の概要】
　発達障がい又はその疑いのある又は成長や発達に心配や不安のある概ね２～３歳の幼児
及びその保護者を対象とした療育活動。
　具体的には、週１回、１０～１２組程度の対象親子に対し、保育士及び発達支援員によ
る療育プログラムの実施、保護者への療育指導、交流等を実施した。

【事業の成果】
　主に家庭にいる発達に困難感を抱える幼児に対する発達支援（療育）を行い発達を促し
その児の子育てに困り感を抱える親に対し、親子遊びを中心とした児への接し方を伝え、児
の発達を共有するとともに、教室後のスムーズな就園移行を行った。
　
　平成２５年度　開催４１回、延べ３５１組参加
　平成２６年度　開催４５回、延べ２９６組参加
　平成２７年度　開催４５回、延べ２８３組参加

【今後の課題・方向性】
　保育園や幼稚園の就園前に、家庭以外の小集団の場所として児童の発達を促し、保護者
の子どもへの理解を促し、今後の集団生活を送るうえで、児童にあった適切な環境を整え
る準備として、今後も週１回の開催により療育の場を確保し、幼児期の療育の充実を図
る。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 310 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 310 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 307 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 147 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 160 諸収入 0 

計 307 その他 0 

（参考） 評価
結果

発達上の困難を抱える児をもつ保護者にとって、就園前の家庭以外の小集団の場所として、他児や、保護者同士との交流を通し、児
の発達促進、発達理解、将来を見通せる力をつけていくきっかけとなっている。今後もより専門性、内容の充実を図りながら拡充を
行う。前年度決算額 297 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００１ 項　　目　　名 シルバー人材センター運営補助金

主要な施策 シルバー人材センター助成費等 ページ 30 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】雇用政策係 0857-20-3134 
 
【９次総の施策体系】5104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０７（経００１） 
 
【事業の概要】 
　高齢者に希望に応じた臨時的かつ短期的な就業機会の提供を行う（公社）鳥取市シルバ 
ー人材センターの運営に要する経費を補助する。 
 
【事業の成果】　　　会員数　就業率　　受託・派遣事業総実績 
　　平成２５年度　　723人　　88.1％　　271,560千円 
　　平成２６年度　　724人　　88.7％　　257,131千円 
　　平成２７年度　　726人　　90.5％　　265,032千円 
 
【今後の課題・方向性】 
　現在、65歳を迎えた団塊の世代が労働市場からの引退過程にあり、加えて、少子化、核 
家族化が進む中、シルバー人材センターは、高年齢者の多様な就業ニーズに応じ、地域社 
会の日常生活に密着した臨時的かつ短期的又は軽易な就業機会を確保・提供し、併せて高 
年齢者の生きがいの充実、社会参加の促進により、地域社会の活性化に貢献できる中核的 
な組織であり、引き続き支援を行っていく。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

一般会計

款 民生費

項 社会福祉費

目 老人福祉費

当初予算額 11,180 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 11,180 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 11,180 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 11,180 諸収入 0 

計 11,180 その他 0 

（参考） 評価
結果

現在、65歳を迎えた団塊の世代が労働市場からの引退過程にあり、加えて、少子化、核家族化が進む中、シルバー人材センターは、高年齢者の多様
な就業ニーズに応じ、地域社会の日常生活に密着した臨時的かつ短期的又は軽易な就業機会を確保・提供し、併せて高年齢者の生きがいの充実、社
会参加の促進により、地域社会の活性化に貢献できる中核的な組織である。前年度決算額 11,180 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００２ 項　　目　　名 高齢者活用・地域雇用サポート事業補助金

主要な施策 シルバー人材センター助成費等 ページ 30 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】雇用政策係 0857-20-3134 
 
【９次総の施策体系】5104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０７（経００２） 
 
【事業の概要】 
　①ハローワークや民間職業斡旋業者では労働力が確保できない短期間取引を拡大し、企業
に必要な技術・能力を有する高齢者に仕事の請負・派遣・有料職業紹介を行うとともに、こ
の労働力を確保し、シルバー人材センターの会員の登録拡大を図るため嘱託職員を雇用して
事業を行う。
　②観光地及び集客施設の清掃業務や美化パトロールを委託し、高齢者の雇用の拡大を図
る。

 
【事業の成果】 
　①受託派遣事業総実績　265,032千円　新規会員数114人
　②就業した人員　延べ人員1,225人日

 
【今後の課題・方向性】 
　シルバー人材センターの更なる会員の拡大、就業機会の確保に向けて今後も事業を継続す
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

一般会計

款 民生費

項 社会福祉費

目 老人福祉費

当初予算額 6,468 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 6,468 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 6,392 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 6,392 諸収入 0 

計 6,392 その他 0 

（参考） 評価
結果

シルバー人材センターの更なる会員の拡大、就業機会の確保に向けて今後も事業を継続する。
前年度決算額 0 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００１ 項　　目　　名 シルバー人材センター運営補助金

主要な施策 シルバー人材センター助成費等 ページ 30 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】雇用政策係 0857-20-3134 
 
【９次総の施策体系】5104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０７（経００１） 
 
【事業の概要】 
　高齢者に希望に応じた臨時的かつ短期的な就業機会の提供を行う（公社）鳥取市シルバ 
ー人材センターの運営に要する経費を補助する。 
 
【事業の成果】　　　会員数　就業率　　受託・派遣事業総実績 
　　平成２５年度　　723人　　88.1％　　271,560千円 
　　平成２６年度　　724人　　88.7％　　257,131千円 
　　平成２７年度　　726人　　90.5％　　265,032千円 
 
【今後の課題・方向性】 
　現在、65歳を迎えた団塊の世代が労働市場からの引退過程にあり、加えて、少子化、核 
家族化が進む中、シルバー人材センターは、高年齢者の多様な就業ニーズに応じ、地域社 
会の日常生活に密着した臨時的かつ短期的又は軽易な就業機会を確保・提供し、併せて高 
年齢者の生きがいの充実、社会参加の促進により、地域社会の活性化に貢献できる中核的 
な組織であり、引き続き支援を行っていく。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

一般会計

款 民生費

項 社会福祉費

目 老人福祉費

当初予算額 11,180 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 11,180 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 11,180 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 11,180 諸収入 0 

計 11,180 その他 0 

（参考） 評価
結果

現在、65歳を迎えた団塊の世代が労働市場からの引退過程にあり、加えて、少子化、核家族化が進む中、シルバー人材センターは、高年齢者の多様
な就業ニーズに応じ、地域社会の日常生活に密着した臨時的かつ短期的又は軽易な就業機会を確保・提供し、併せて高年齢者の生きがいの充実、社
会参加の促進により、地域社会の活性化に貢献できる中核的な組織である。前年度決算額 11,180 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００２ 項　　目　　名 高齢者活用・地域雇用サポート事業補助金

主要な施策 シルバー人材センター助成費等 ページ 30 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】雇用政策係 0857-20-3134 
 
【９次総の施策体系】5104 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０７（経００２） 
 
【事業の概要】 
　①ハローワークや民間職業斡旋業者では労働力が確保できない短期間取引を拡大し、企業
に必要な技術・能力を有する高齢者に仕事の請負・派遣・有料職業紹介を行うとともに、こ
の労働力を確保し、シルバー人材センターの会員の登録拡大を図るため嘱託職員を雇用して
事業を行う。
　②観光地及び集客施設の清掃業務や美化パトロールを委託し、高齢者の雇用の拡大を図
る。

 
【事業の成果】 
　①受託派遣事業総実績　265,032千円　新規会員数114人
　②就業した人員　延べ人員1,225人日

 
【今後の課題・方向性】 
　シルバー人材センターの更なる会員の拡大、就業機会の確保に向けて今後も事業を継続す
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

一般会計

款 民生費

項 社会福祉費

目 老人福祉費

当初予算額 6,468 

補正予算額 0 

予算流・充用額 0 

最終予算額 6,468 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 6,392 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 6,392 諸収入 0 

計 6,392 その他 0 

（参考） 評価
結果

シルバー人材センターの更なる会員の拡大、就業機会の確保に向けて今後も事業を継続する。
前年度決算額 0 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４９ 項　　目　　名 妊娠・出産包括支援事業費

主要な施策 こども家庭支援事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
こども発達・家庭支援センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】家庭支援係 0857-20-0122

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０６（健０４９）

【事業の概要】
　妊娠期から養育者の不安や悩みなどの相談に応じ、関係機関と連携を図りながら支援を
行っているが、家族等の支援が十分に得られないため産後の休養ができなかったり、メン
タル不調や強い育児不安を抱えた状態で育児が十分に行えないなど、産後の母の休養や母
体ケア・乳児ケア等の支援が必要となっていた。
　妊産婦等の支援ニーズに応じ、次の事業による妊娠から出産、子育て期までの切れ目の
ない支援を包括的に行い、安心して妊娠・出産・育児が行える環境を整え、子育てを支援
する。

【事業の成果】
（１）利用者支援事業（母子保健型）：望まない妊娠であったり、母のメンタル不調や育児
不安が強い、経済的に困窮しているなど、特に支援が必要な妊産婦に対して支援のコーディ
ネートを実施。
（２）産前・産後サポート事業：妊産婦の悩みや子どもの発達・養育等の相談に応じると
ともに、生後４か月までの乳児の一時預かりを実施。
（３）産後ケア事業：家族等から十分な援助が受けられず、かつ、体調不良や育児不安等
がある産婦と生後３か月までの乳児に最長７日間の母子宿泊ケアを提供。
　26年度（8月からの実績）乳児一時預かり20件、母子ショートステイ1組
　27年度　乳児一時預かり58件、母子ショートステイ3組

【今後の課題・方向性】
　産前・産後の不安定となりやすいストレスフルな時期に、相談支援やサービスを提供し、
安心した出産・育児が行われるよう支援していく必要がある。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 3,551 

補正予算額 581 

予算流・充用額 0 

最終予算額 4,132 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 3,934 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,126 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,808 諸収入 0 

計 3,934 その他 0 

（参考） 評価
結果

妊娠期から関わることにより、乳幼児健診などで把握される養育不安のあるケースが減っており、虐待予防の効果が上がっている。また、産後の不
安定な時期に、乳児の一時預かりにより、産婦の負担軽減が図れたり、母子一緒の宿泊ケアにより休養し、心身の回復が図れている。安心して、妊
娠・出産・子育てを行えるよう、継続して支援を行わなればならない。前年度決算額 2,307 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０５０ 項　　目　　名 障害児地域療育等支援事業費

主要な施策 障害児地域療育等支援事業費 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
こども発達・家庭支援センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】発達支援係 0857-33-4012

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０６（健０５０）

【事業の概要】
　障がい児として認定されない年齢の乳幼児に対する専門指導による発達支援を早期から
行うもの。
　１．在宅支援訪問療育等指導事業：家庭訪問による相談、指導
　２．在宅支援外来療育等指導事業：外来による相談、指導（単市事業）
　３．地域療育支援事業：担当職員による相談対応、サービス調整
　４．施設支援一般指導事業：保育園等への療育に関する技術指導

【事業の成果】
　在宅の発達に困難感を抱える児童の生活支援のため、身近な地域で療育指導を受け、相
談ができるよう療育環境を構築し、児童の発達支援の向上・充実を図った。
　　　　　　　　訪問療育指導　　外来療育指導　　施設支援指導
　平成２５年度　　４１５件　　　　４９４件　　　　１１５件
　平成２６年度　　２９７件　　　　５３７件　　　　　６０件
　平成２７年度　　１５０件　　　　５１８件　　　　　７９件

【今後の課題・方向性】
　障がい児として認定されない年齢の乳幼児に対する発達支援を早期から相談を受け、療
育環境などの調整を行い、早期療育につながっている。また、施設支援により、障がい者
支援の向上、充実を図ることができている。今後もより専門性、内容の充実をはかりなが
ら拡充を図る。

　※その他財源の諸収入は、若草学園地域療育支援事業利用料

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 知的障害児通園施設費

当初予算額 4,711 

補正予算額 △ 51 

予算流・充用額 0 

最終予算額 4,660 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 4,363 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,523 0 

地方債 0 0 

その他 488 0 

一般財源 1,352 諸収入 488 

計 4,363 その他 0 

（参考） 評価
結果

発達上の困難を抱える児をもつ保護者にとって、今後の療育環境を構築について、安心して相談できる場所となっている。今後もよ
り専門性、内容の充実を図りながら拡充を行う。前年度決算額 3,827 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０４９ 項　　目　　名 妊娠・出産包括支援事業費

主要な施策 こども家庭支援事業費 ページ 32 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
こども発達・家庭支援センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】家庭支援係 0857-20-0122

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０６（健０４９）

【事業の概要】
　妊娠期から養育者の不安や悩みなどの相談に応じ、関係機関と連携を図りながら支援を
行っているが、家族等の支援が十分に得られないため産後の休養ができなかったり、メン
タル不調や強い育児不安を抱えた状態で育児が十分に行えないなど、産後の母の休養や母
体ケア・乳児ケア等の支援が必要となっていた。
　妊産婦等の支援ニーズに応じ、次の事業による妊娠から出産、子育て期までの切れ目の
ない支援を包括的に行い、安心して妊娠・出産・育児が行える環境を整え、子育てを支援
する。

【事業の成果】
（１）利用者支援事業（母子保健型）：望まない妊娠であったり、母のメンタル不調や育児
不安が強い、経済的に困窮しているなど、特に支援が必要な妊産婦に対して支援のコーディ
ネートを実施。
（２）産前・産後サポート事業：妊産婦の悩みや子どもの発達・養育等の相談に応じると
ともに、生後４か月までの乳児の一時預かりを実施。
（３）産後ケア事業：家族等から十分な援助が受けられず、かつ、体調不良や育児不安等
がある産婦と生後３か月までの乳児に最長７日間の母子宿泊ケアを提供。
　26年度（8月からの実績）乳児一時預かり20件、母子ショートステイ1組
　27年度　乳児一時預かり58件、母子ショートステイ3組

【今後の課題・方向性】
　産前・産後の不安定となりやすいストレスフルな時期に、相談支援やサービスを提供し、
安心した出産・育児が行われるよう支援していく必要がある。

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費

当初予算額 3,551 

補正予算額 581 

予算流・充用額 0 

最終予算額 4,132 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 3,934 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,126 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,808 諸収入 0 

計 3,934 その他 0 

（参考） 評価
結果

妊娠期から関わることにより、乳幼児健診などで把握される養育不安のあるケースが減っており、虐待予防の効果が上がっている。また、産後の不
安定な時期に、乳児の一時預かりにより、産婦の負担軽減が図れたり、母子一緒の宿泊ケアにより休養し、心身の回復が図れている。安心して、妊
娠・出産・子育てを行えるよう、継続して支援を行わなればならない。前年度決算額 2,307 

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健０５０ 項　　目　　名 障害児地域療育等支援事業費

主要な施策 障害児地域療育等支援事業費 ページ 33 所　　属　　名

福祉保健部健康・子育て推進局 
こども発達・家庭支援センター年度 H27 事業の概要

　会計名 【問合せ先】発達支援係 0857-33-4012

【９次総の施策体系】1101

【予算計上の経過】
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１０６（健０５０）

【事業の概要】
　障がい児として認定されない年齢の乳幼児に対する専門指導による発達支援を早期から
行うもの。
　１．在宅支援訪問療育等指導事業：家庭訪問による相談、指導
　２．在宅支援外来療育等指導事業：外来による相談、指導（単市事業）
　３．地域療育支援事業：担当職員による相談対応、サービス調整
　４．施設支援一般指導事業：保育園等への療育に関する技術指導

【事業の成果】
　在宅の発達に困難感を抱える児童の生活支援のため、身近な地域で療育指導を受け、相
談ができるよう療育環境を構築し、児童の発達支援の向上・充実を図った。
　　　　　　　　訪問療育指導　　外来療育指導　　施設支援指導
　平成２５年度　　４１５件　　　　４９４件　　　　１１５件
　平成２６年度　　２９７件　　　　５３７件　　　　　６０件
　平成２７年度　　１５０件　　　　５１８件　　　　　７９件

【今後の課題・方向性】
　障がい児として認定されない年齢の乳幼児に対する発達支援を早期から相談を受け、療
育環境などの調整を行い、早期療育につながっている。また、施設支援により、障がい者
支援の向上、充実を図ることができている。今後もより専門性、内容の充実をはかりなが
ら拡充を図る。

　※その他財源の諸収入は、若草学園地域療育支援事業利用料

一般会計

款 民生費

項 児童福祉費

目 知的障害児通園施設費

当初予算額 4,711 

補正予算額 △ 51 

予算流・充用額 0 

最終予算額 4,660 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

本年度決算額 4,363 0 

区　　分 決算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,523 0 

地方債 0 0 

その他 488 0 

一般財源 1,352 諸収入 488 

計 4,363 その他 0 

（参考） 評価
結果

発達上の困難を抱える児をもつ保護者にとって、今後の療育環境を構築について、安心して相談できる場所となっている。今後もよ
り専門性、内容の充実を図りながら拡充を行う。前年度決算額 3,827 
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